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笠岡市は，ゆたかな伝統と美しい自然に恵まれた希望のまちです。
わたくしたちは，笠岡市民であることに誇りと責任を持ち，

この憲章を心のささえとして日常の生活にいかし，
明るく，住みよいまちづくりを進めます。

1　自然を守り，緑と花とを育てましょう。
1　親切をつくし，礼儀を正しくしましょう。
1　こどもと老人のしあわせをはかりましょう。
1　元気ではたらくよろこびに生きましょう。
1　教養を深め，文化の向上につとめましょう。

市　章



　  はじめに

笠岡市長

小　林　嘉　文

　笠岡市の今後８年間の羅針盤となる第７次笠岡市総合計画がいよいよスタートします。
　私は，市長に就任しました時から，子供たちが生まれてよかった，住んでよかったと
思う笠岡にしたい，そして出て行っても，また帰ってきてもらえる笠岡にしたい，「家族
の絆」を取り戻したいと市民の皆様に申し上げ，この２年間，様々な事業を立ち上げま
した。企業誘致による雇用の拡大，公共交通システムの見直し，健康寿命の延伸，子育
て環境の充実などにつきましては，一定の進捗が計られたところであります。しかしな
がら，島しょ部の救急体制向上や市民の皆様が負担に感じられている公共料金の見直し，
議員定数など，まだ，これからという事業もございます。
　この２年間は，まだ助走です。これからスピードを上げてさらに加速し，笠岡市は飛
躍します。その方向性を示したのが，第 7 次笠岡市総合計画「元気・快適・ときめき　
進化するまち笠岡」でございます。
　進化するまち笠岡を実現するためには，笠岡市が持つ豊かな地域資源や倉敷，福山圏
域を含めた人口 100 万人都市圏の中心に位置している地理的優位性を最大限活かさなけ
ればなりません。その中で，一番重要な要素は地域経済の活性化であります。やはり，
仕事がなければ，若者は定着しませんし，定住促進も進みません。企業誘致が進み，国
道２号バイパスの開通が視野に入った今こそが，まちづくりへの投資の最大のチャンス
です。スピード感を持って事業を実施し，“結果”にこだわり，“成果”を上げていきます。
　そのためには，私が先頭に立ち，職員すべてが経営感覚を持つことにより，官民問わ
ずさらに多くの投資を呼び込むよう積極的な営業活動を行います。あわせて知恵を出し
合いながら財源拡大にも努めてまいります。また，市民の皆様に対しましては，行政サー
ビスが真の市民本位のサービスとなるよう，その満足度を上げてまいります。先ずは，
職員すべてが，あいさつなどの基本動作がきちんとできる“事業所”となるよう市役所
を変えてまいります。
　今後，市民の皆様と協働して，この計画に盛り込んだ事業を確実に，そして着実に進
めていく所存ですが，８年後の未来に向けて，「稼ぐ」「賑わう」「輝く」「安らぐ」まち
を実現してまいります。
　最後に，本計画の策定に当たり，貴重なご意見，ご提言をいただきました総合計画審
議会委員の皆様を始め，市民の皆様方，市議会議員の皆様方に心から厚くお礼申し上げ
ます。

平成 30 年４月
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Ⅰ　総論
第１章　計画策定の意義と目的

第２章　笠岡市のプロフィール

第３章　時代の潮流とまちづくり　

第７次笠岡市総合計画
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総
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　「市民協働で築くしあわせなまち　活力ある
福祉都市かさおか」を目標とする第６次笠岡
市総合計画は，2010 年（平成 22 年）４月の
策定から８年が経過し，2018 年（平成 30 年）
３月末をもって計画期間が満了します。
　近年，世界においては，経済のグローバル化
が進展し，それと同時に安全保障，経済，環境
等の様々な分野における反グローバリズム潮流
が派生する等，我が国においては，これまで以
上に柔軟な行政運営が求められています。また，
国内に目を向けると，これまで未経験の人口減
少時代への突入，少子高齢化の急速な進展，貧
困問題や経済的格差の顕在化，経済や社会のＩ
ＣＴ化，集中豪雨や大規模地震等による災害の
頻発化等，経済・社会・環境情勢は目まぐるし
く変化し，これらの課題に対応していく高度な
行政運営が求められています。

　このような背景の下，笠岡市においては，厳
しい財政状況であっても市民が夢と希望を持て
るような新たな取組を柔軟に打ち出していかな
ければなりません。同時に，20 年後，30 年後
の人口規模，経済規模等といった長期的視点で
将来を見据えながら，笠岡市らしい地域社会を
構築していかなければなりません。
　笠岡市が持続的に発展し，市民のニーズに応
えていくため，この第７次笠岡市総合計画では，
経済基盤の拡大や雇用確保を目的とした「経済」
的な視点，市民の生活水準を向上し福祉を充実
していく「社会」的な視点，笠岡の海・島・山・
干拓地といった資源や歴史・文化的な資源を保
全していく「環境」的な視点，以上「３つの視点」
のバランスを確保しながら，笠岡で暮らす価値
を向上する政策を展開していきます。

第1章 計画策定の意義と目的

第７次笠岡市総合計画の考え方

※笠岡市が持続的に発展するには，経済，社会，環境の調和が必要です。

経済・社会・環境のバランスのとれた施策の推進

経　済
経済基盤の拡大，雇用
の確保等

環　境
自然環境の保全，歴史・
文化的資源の保護，気
候変動への対応等

社　会
市民の生活水準を向上
し，福祉を充実する等

0 1
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　本計画は基本構想，基本計画及び実施計画で構成します。

計画の構成0 2

基本構想

基本計画

実施計画

本
計
画
書
の

掲
載
範
囲

総合計画の核として，笠岡市が目指す将来ビジョ
ンと，その実現に向けた笠岡づくりの基本理念
を明らかにするとともに，これからの笠岡づく
り戦略の大綱を示すものです。

将来ビジョンの実現に向けて，戦略の大綱を踏
まえた各分野の取組の内容を示すものです。各
分野に目標となる指標を階層的に設定すること
で，適切な進捗管理を行います。

基本計画に示す取組・事業を計画的かつ効率的
に実施するための短期的な計画で，毎年見直し
を行います。
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（1）基本構想
　基本構想の計画期間は 2018 年度（平成 30 年度）から 2025 年度（平成 37 年度）までの８年間
とします。

（2）基本計画
　前期基本計画の計画期間は 2018 年度（平成 30 年度）から 2021 年度（平成 33 年度）までの４
年間とし，後期基本計画は 2022 年度（平成 34 年度）から 2025 年度（平成 37 年度）までの４年
間とします。

（3）実施計画
　実施計画の計画期間は３年間とし，毎年度の進捗評価・検証を行いながら見直しをするローリング
方式により，事業を進行管理します。

計画の期間0 3

西暦（年度） 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

平成（年度） 30　 31 32 33 34 35 36 37

基本構想 【８年間】

基本計画 前期基本計画【４年間】 後期基本計画【４年間】

実施計画 【３年間】

３年間

３年間

毎年見直し



広島県 岡山県

瀬戸内海
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　笠岡市は，岡山県南西部の瀬戸内海側に位置
し，西は広島県に隣接しています。
　主な特性として，①気候は温暖少雨の典型的
な瀬戸内式気候，いわゆる“晴れの国”であり，
豪雨や地震による災害履歴が少ないこと，②海・
島・山といった瀬戸内海の風光明媚な自然環境
に恵まれ，さらには笠岡湾干拓地や笠岡市北部
における昔ながらの田園風景・里山風景といっ
た広大な二次的な自然景観にも恵まれているこ
と，港町・寺町といった歴史・文化的な景観が
残されていること，③倉敷市と福山市という中
核都市に挟まれ，井笠３市２町（笠岡市・井原
市・浅口市・里庄町・矢掛町）を加えた総人口
150 万人を超えるエリアのほぼ中央に位置して

おり，これらの市町と広域連携していること，
④ＪＲ山陽本線，山陽自動車道，国道２号，国
道２号バイパスといった基幹的な交通軸が通っ
ており，交通の要衝となっていること等があげ
られます。また，⑤大小約 30 の島々からなる
笠岡諸島を有しており，こうした島や海が“笠
岡らしさ”の象徴の１つを形成しているといえ
ます。なお，⑥大きな河川がないことから，か
つては夏の渇水時期に慢性的な水不足も発生し
ていたものの，笠岡湾干拓事業に伴う高梁川か
らの導水路が整備されたことにより，現在は十
分な水量の工業用水や農業用水が確保され，離
島を含む全世帯への上水道給水システムが確立
しています。

第2章 笠岡市のプロフィール

位置的・自然的特性0 1
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　笠岡の歴史は古く，縄文・弥生時代からの遺
跡が残っています。室町時代には，港町として
の基礎が築かれ，その後も村上水軍の所領，江
戸幕府の直轄領となる等，我が国の歴史の中で
も軍事や交通の要衝として重要な役割を果たし

てきた地域です。
　また，江戸時代から平成までの数百年間にわ
たって干拓事業が行われており，長い歴史の中
で先人たちによる多大な努力と投資により現在
の笠岡市が形成されています。

歴史的・文化的特性0 2

縄文～
平安時代

◇津雲貝塚（縄文時代）は 170体近い縄文人骨が出土したことで知られる
◇５～６世紀にかけて北川・新山に長福寺裏山古墳群等の古墳が築造された
◇大化の改新以後の国郡制の施行により，笠岡地方は小田郡甲

こうの
努郷・魚

いおすな
渚郷，浅口郡大島郷

等に分割された

鎌倉～
戦国時代

◇鎌倉から室町時代にかけて，源平合戦・南北朝の動乱でその名を残す「陶山氏」が台頭
◇陶山氏は笠岡山城を築き，遍照寺を町の中核に据えて，現在の笠岡の基礎をつくったとさ
れる
◇戦国時代，16世紀の中頃に笠岡は毛利方の「村上氏」の所領となった
◇村上氏は水軍を率いて活躍，笠岡城を築城（※現在の古城山公園はその城跡）

江戸時代

◇1600年の関ヶ原の戦い後，幕府の直轄領となる
◇ 1619年には備後福山藩の「水野氏」の所領となる
◇干拓により 1661年に吉浜新田，1674年には富岡新田が生まれ，独立村となる
◇ 1698 年，再び幕府の直轄領となり，1700 年に代官所が設置され，以後幕末まで 168
年の代官支配が行われた
◇笠岡港は，陣屋町の港として物資が集まり繁栄した

明治～
大正時代

◇明治元年５月に倉敷県，続く明治４年 11月には深津県の管轄となる
◇明治５年６月，深津県が小田県と改められ，同県の県庁が笠岡に設置される
◇明治８年 12月，小田県は岡山県に合併される
◇明治 22年６月の町村制施行により，笠岡市域の 39か村が合併して 15か村に
◇明治 24年 10月，笠岡村は町制を施行，以後，笠岡町は備中地方の産業・交通・文化の
要衝として発達

昭和～
平成

◇昭和26年４月に今井村を編入
◇昭和 27年４月に金浦町と合併，市制を施行
◇昭和 28年 10月に城見・陶山・大井・吉田・新山・神島内の６か村編入
◇昭和 30年４月に神島外町・白石島村・北木島町・真鍋島村・大島村（柴木地区を除く）
編入
◇昭和 33年 12月に「富岡湾干拓」完成（現在の番町地区）
◇昭和 35年４月に北川村を編入
◇昭和 59年５月に「美の浜埋立」完成
◇平成２年３月に「笠岡湾干拓」完成，「笠岡市立カブトガニ博物館」が開館
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（1）人口・世帯
　笠岡市の人口は 1995 年（平成７年）以降減少しており，2015 年（平成 27 年）には 50,568 人
と 20 年間で 10,000 人程度（16.4％）減少しています。世帯数については 2005 年（平成 17 年）
以降減少しており，2015 年（平成 27 年）には 19,189 世帯と，10 年間で 1,000 世帯程度減少して
います。
　年齢３区分別人口の過去 20 年間の変化率をみると，年少人口（０～ 14 歳）は 42.0％，生産年
齢人口（15 ～ 64 歳）については 26.5％と大幅に減少している一方で，老年人口（65 歳以上）は
29.5％増加しており，少子高齢化が進行していることがわかります。

社会的・経済的特性0 3

（単位：人，世帯）
1995年

（平成７年）
2000年

（平成 12年）
2005年

（平成 17年）
2010年

（平成 22年）
2015年

（平成 27年）
20年間の
変化率

人口総数 60,478 59,300 57,272 54,225 50,568 -16.4%
年少人口
（０～ 14歳）

9,575
（15.8%）

8,610
（14.5%）

7,453
（13.0%）

6,350
（11.7%）

5,552
（11.0%） -42.0%

生産年齢人口
（15～ 64歳）

37,330
（61.7%）

35,406
（59.7%）

33,665
（58.8%）

31,057
（57.3%）

27,439
（54.3%） -26.5%

老年人口
（65歳以上）

13,573
（22.4%）

15,284
（25.8%）

16,154
（28.2%）

16,818
（31.0%）

17,577
（34.8%） 29.5%

世帯数 19,354 19,786 20,192 19,676 19,189 -0.9%
１世帯当たり人員 3.05 2.89 2.73 2.66 2.53 －

（国勢調査）
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5歳階級別人口構造（2015年（平成27年））

05001,0001500,2,0002,500 0 500 1,000 1,500 2,000 2,500（人）（人）

85歳～
80～84歳
75～79歳
70～74歳
65～69歳
60～64歳
55～59歳
50～54歳
45～49歳
40～44歳
35～39歳
30～34歳
25～29歳
20～24歳
15～19歳
10～14歳
5～9歳
0～4歳

1,009
1,186

1,337
1,701

2,161

1,868
1,619
1,549
1,460
1,556

1,242

1,140
1,073
980

1,171
1,076
939
818

2,391
1,786
1,730

1,966
2,252

1,839
1,705

1,562
1,546
1,630

1,154

1,096
1,010
995

1,154
1,024
909

768
男性 女性

（国勢調査）
※年齢不詳人口 166人を除く
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※人口動態統計：厚生労働省が行っている日本の人口動向を明らかにする指定統計

2011年
（平成23年）

2012年
（平成24年）

2013年
（平成25年）

2014年
（平成26年）

2015年
（平成27年）

-406

298

-482

308

-387

309

-424

277

-460

311

-717
-780

-695 -733 -737

出生・死亡者数の推移

1,500人

1,000人

500人

0人

-500人

-1,000人

-1,500人

転入・転出者数

600人

400人

200人

0人

-200人

-400人

-600人

社会増減

転入者数 転出者数 社会増減 （人口移動報告）

※人口移動報告：総務省が公表する，都道府県や市区町村などの境を越えて住所を移した人数を調べる統計

2012年
（平成24年）

2013年
（平成25年）

2014年
（平成26年）

2015年
（平成27年）

2016年
（平成28年）

-294

1,136

-195

1,122

-187

1,173

-262

930

-441

1,115

-1,409 -1,331 -1,309
-1,435 -1,371

転入・転出者数の推移
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（２）人口動態
　自然増減（出生・死亡者数）については，過去５年間は死亡者数が出生数を 400 ～ 500 人程度上回っ
ており，自然減が続いている状況です。

　社会増減（転入・転出者数）については，2012 年（平成 24 年）から 2015 年（平成 27 年）まで
転入者数を転出者数が 200 ～ 300 人程度上回っています。2016 年（平成 28 年）には，転入者数が
前年までと比較して大幅に減少しており，441 人の転出超過となっています。



2015年（平成27年） 2016年（平成28年） （人口移動報告）

男性の年齢区分別転出超過数（2015・2016年（平成27・28年））

34
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9
1
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0 0
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8

-11
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20人
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-40人
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0～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50歳以上

（人口移動報告）2015年（平成27年） 2016年（平成28年）

女性の年齢区分別転出超過数（2015・2016年（平成27・28年））

8
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10

総
　
論

　2015 年（平成 27 年），2016 年（平成 28 年）の転出超過の状況について，性別・年齢区分別にみると，
男女共に 20 ～ 24 歳といった若い世代を中心に，転出超過数が大きくなっている状況です。
　男性の 2016 年（平成 28 年）の転出超過数は 2015 年（平成 27 年）と比較すると，15 ～ 29 歳
と 40 ～ 44 歳を除いた全ての年齢区分で増加しています。また，女性の 2016 年（平成 28 年）の転
出超過数は 2015 年（平成 27 年）と比較すると，25 ～ 29 歳と 45 ～ 49 歳を除いた全ての年齢区
分で増加しています。



30,000 人

25,000 人

20,000 人

15,000 人

10,000 人

5,000 人

0人

就業者数
60.0％

55.0％

50.0％

45.0％

40.0％

35.0％

30.0％

就業者数

2000年
（平成12年）

2005年
（平成1７年）

2010年
（平成22年）

2015年
（平成2７年） （国勢調査）

就業者数と就業率の推移

第１次産業 第２次産業
分類不能 就業率

第３次産業

26,885
32 25,795 129

22,864 387 22,176

14,833

10,137

1,833

14,802

8,922

1,942

13,922

7,542

1,013

13,382

7,054

1,041

699

49.3％
47.8％

51.8％
53.0％

11

（３）産業
　就業者数の推移をみると，2000 年（平成 12 年）の 26,885 人から，2015 年（平成 27 年）には
22,176 人と，15 年間で 4,700 人程度（17.5％）の減少となっており，就業率も 3.7 ポイント減少
しています。
　産業分類ごとの内訳をみると，第１次産業，第２次産業，第３次産業のいずれもがそれぞれ減少し
ており，特に第１次産業については 2000 年（平成 12 年）の 1,883 人から 2015 年（平成 27 年）
には 1,041 人と 15 年間で 44.7％の減少となっています。また，第２次産業についても，2000 年（平
成 12 年）の 10,137 人から 2015 年（平成 27 年）に 7,054 人と 15 年間で 30.4％の減少となって
います。

（単位：人）
2000年

（平成 12年）
2005年

（平成 17年）
2010年

（平成 22年）
2015年

（平成 27年） 15年間の
変化率

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比
総就業者数 26,885 100.0% 25,795 100.0% 22,864 100.0% 22,176 100.0% -17.5%
第１次産業 1,883 7.0% 1,942 7.5% 1,013 4.4% 1,041 4.7% -44.7%
第２次産業 10,137 37.7% 8,922 34.6% 7,542 33.0% 7,054 31.8% -30.4%
第３次産業 14,833 55.2% 14,802 57.4% 13,922 60.9% 13,382 60.3% -9.8%
分類不能 32 0.1% 129 0.5% 387 1.7% 699 3.2% 2084.4%

15歳以上人口 50,690 49,819 47,875 45,016 -11.2％
就業率 53.0% 51.8% 47.8% 49.3% －

（国勢調査）
※就業率は 15 歳以上人口に占める就業者の割合
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【参考】県内類似６市比較
区　分 面積 人口 人口密度 世帯数 一世帯当

たり人員
人口増減数

（2010⇒ 2015）
人口.
増減率

自然動態 社会動態
出生数 死亡者数 自然増減 転入者数 転出者数 社会増減

時　点 2015.10.1 2015（年間） 2016（年間）
単　位 k㎡ 人 人／ k㎡ 世帯 人 人 ％ 人 人 人 人 人 人
岡山県 7,114.50.1,921,525. 270.1.772,977. 2.43. -23,751. -1.2% 15,599. 21,525. -5,926. 61,127. 63,100. -1,973.
玉野市 103.58. 60,736. 586.4. 24,764. 2.45. -3,852. -6.0% 389. 880. -491. 1,307. 1,581. -274.
笠岡市 136.39. 50,568. 370.8. 19,189. 2.64. -3,657. -6.7% 277. 737. -460. 930. 1,371. -441.
井原市 243.54. 41,390. 170.0. 14,914. 2.78. -2,537. -5.8% 209. 657. -448. 822. 928. -106.
総社市 211.90. 66,855. 315.5. 24,863. 2.69. 654. 1.0% 521. 724. -203. 2,016. 1,853. 163.
赤磐市 209.36. 43,214. 206.4. 15,730. 2.75. -244. -0.6% 314. 491. -177. 1,289. 1,281. 8.
真庭市 828.53. 46,124. 55.7. 16,084. 2.87. -2,840. -5.8% 325. 752. -427. 783. 1,008. -225.
６市平均 288.88. 51,481. 284.13. 19,257. 2.69. -2,079. -4.0% 339. 707. -368. 1,191. 1,337. -146.

資　料
総務省 厚労省 総務省
国勢調査.

（2015年（平成 27年））
人口動態調査.

（2015年（平成 27年））
住民基本台帳人口移動報告.
（2016年（平成 28年））

区　分
介護保険 保育所等 高卒者進路 医　療

第１号.
被保険者数 認定者数 認定率 施設数 定員 在所者数 定員.

充足率 卒業者数 大学等.
進学 就職 大学等.

進学率 就職率 病院数 医師の数

時　点 2016.9 末 2015.10.1 2016.5.1 2015.10.1 2014.12 末
単　位 人 人 ％ 施設 人 人 ％ 人 人 人 ％ ％ 施設 人
岡山県 551,592. 114,837. 20.8% 284. 26,947. 26,356. 97.8% 17,534. 8,863. 4,087. 50.5% 23.3% 164. 5,538.
玉野市 21,793. 4,303. 19.7% 13. 1,330. 904. 68.0% 607. 342. 99. 56.3% 16.3% 10. 107.
笠岡市 17,342. 3,578. 20.6% 14. 1,260. 1,211. 96.1% 706. 340. 194. 48.2% 27.5% 5. 80.
井原市 14,431. 3,090. 21.4% 9. 765. 825.107.8% 319. 182. 64. 57.1% 20.1% 3. 44.
総社市 18,631. 3,491. 18.7% 14. 1,365. 1,490.109.2% 532. 412. 11. 77.4% 2.1% 3. 65.
赤磐市 14,029. 2,359. 16.8% 15. 1,190. 1,155. 97.1% 189. 79. - 41.8% - 1. 51.
真庭市 17,163. 3,318. 19.3% 18. 1,200. 1,098. 91.5% 262. 122. 78. 46.6% 29.8% 7. 73.
６市平均 17,232. 3,357. 19.4% 14. 1,185. 1,114. 94.9% 436. 246. 74. 54.6% 15.9% 5. 70.

資　料
厚労省 厚労省 文部科学省 岡山県

介護保険事業状況報告.
（2016年（平成28年）９月末）

社会福祉施設等調査
（2015年（平成 27年））

学校基本調査.
（2016年度（平成 28年度））

岡山県統計年報.
（2014・2015年.
（平成 26・27年））

区　分 就業者数
産業別就業者比率 農林漁業 製造業 卸売業

第1次産業 第 2次産業 第 3次産業 販売農家数 森林面積 漁獲量 製造品.
出荷額

１人当たり.
出荷額

年間商品
販売額

１人当たり.
販売額

時　点 2015.10.1 2015.2.1 2016.3 末 2015（年間） 2014.12 末 2014（年間）
単　位 人 ％ ％ ％ 戸 ha t 万円 万円
岡山県 900,871. 4.6% 26.1% 64.4% 36,077. 481,072. 4,548.771,735,913. 401.6. 271,112,432. 141.1.
玉野市 27,244. 2.7% 30.4% 60.5% 414. 5,928. 346. 23,924,898. 393.9. 4,899,113. 80.7.
笠岡市 22,176. 4.7% 31.8% 60.3% 401. 5,002. 702. 17,728,915. 350.6. 3,937,558. 77.9.
井原市 19,177. 7.2% 37.7% 53.1% 1,011. 15,493. - 14,097,982. 340.6. 1,275,908. 30.8.
総社市 31,878. 4.6% 27.9% 60.2% 1,540. 13,378. - 21,813,892. 326.3. 1,729,481. 25.9.
赤磐市 20,826. 9.5% 28.6% 60.1% 1,476. 13,046. - 7,806,142. 180.6. 419,558. 9.7.
真庭市 22,921. 14.1% 27.4% 57.4% 3,208. 65,217. - 9,665,081. 209.5. 1,402,943. 30.4.
６市平均 24,037. 7.1% 30.6% 58.6% 1,342. 19,677. 175. 15,839,485. 300.3. 2,277,427. 42.6.

資　料
総務省 岡山県

国勢調査（2015年（平成 27年）） 岡山県統計年報.
（2015年（平成 27年））

区　分
小売業 防　災 １万人当たり.

交通事故件数
財　政

年間商品.
販売額

１人当たり.
販売額

１万人当たり.
出火件数

消防.
団員数

普通会計.
歳入

普通会計.
歳出 財政力指数

時　点 2014（年間） 2015（年間） 2015.4.1 2015（年間） 2015（年度） 2015（年度）2013～ 2015年度平均
単　位 万円 件／万人 人 件／万人 千円 千円 -
岡山県 186,850,330. 97.2. 3.12. 28,610. 54.9. 885,010,428. 847,334,463. 0.50.
玉野市 3,742,289. 61.6. 4.45. 561. 35.1. 24,930,101. 24,066,511. 0.57.
笠岡市 3,652,133. 72.2. 3.76. 945. 34.0. 23,879,668. 23,298,658. 0.54.
井原市 2,850,021. 68.9. 5.07. 1,380. 37.0. 20,194,611. 19,501,903. 0.41.
総社市 5,591,761. 83.6. 2.54. 986. 53.1. 28,636,672. 27,545,151. 0.58.
赤磐市 3,129,471. 72.4. 5.55. 1,045. 52.8. 19,183,979. 18,228,411. 0.47.
真庭市 4,203,479. 91.1. 6.07. 2,632. 31.4. 33,312,916. 31,442,811. 0.31.
６市平均 3,861,526. 75.0. 4.47. 1,258. 41.0. 21,448,278. 20,583,349. 0.41.

資　料
岡山県 総務省

岡山県統計年報.
（2015年（平成 27年））.

※１万人当たりの出火件数・交通事故については「件数／平成 27年国勢調査人口×１万人」で算出

全市町村の
主要財政指標

（2015年（平成 27年））
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＜類似団体との比較からみる特徴＞

【社会面】
▶人口
○類似する県内６市の中では人口密度が玉野市に次いで高く，６市や県の平均を大きく上回っていま

す。
○ 2010 年（平成 22 年）から 2015 年（平成 27 年）の人口増減率をみると，６市の中で最も低く，

県の平均値を５ポイント程度下回っています。
○自然増減は，６市の中で玉野市に次いで減少しています。
○社会増減は，６市の中で最も減少しています。

▶福祉
○介護保険の認定率は，６市の中で井原市に次いで高くなっています。
○保育所等の定員充足率は，６市の平均を上回っています。

▶教育
○高校の卒業者数は，６市の中で最も多くなっています。
○高校の卒業者の就職率は，県及び６市の平均値を上回っており，６市の中では真庭市に次いで高く

なっています。

▶医療
○病院数，医師の数共に６市の平均値以上となっています。

【経済面】
産業
○産業別就業者比率を６市で比較すると，第１次産業は平均を下回り，第２次産業は井原市，第３次

産業は玉野市に次いで割合が高くなっています。
○販売農家数は，６市で最も少なくなっています。
○製造品出荷額，卸売業の年間商品販売額について，それぞれ６市の平均値を上回っています。

▶財政
○普通会計の歳入・歳出共に，６市の中で，赤磐市・井原市に次いで少なくなっています。
○財政力指数は，６市・県の平均を上回っています。

【環境面】
▶安全・安心
○１万人当たりの出火件数は，６市の中で総社市に次いで２番目に少なくなっています。
○１万人当たりの交通事故件数は，６市の中で真庭市に次いで２番目に少なくなっています。
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　ここでは，「経済」「社会」「環境」の３つの
視点から，昨今の潮流について，変化が大きい
と考えられる７点に着目して整理してみます。

　ここに掲げる７つの潮流は，並列的な関係に
あるのではなく，互いに影響を受けながら，時
代の中で大きなトレンドを形成しています。

　“人口減少，少子・超高齢社会”は，経済的な理由，個人の価値観・ライフスタイルの多様化に伴
う少産化・晩産化・晩婚化・非婚化の拡大によるところが大きく，結果として，人口構造の高齢化を
招くことで社会保障制度の逼迫をはじめ，今後長期的には，労働力の減少や消費市場の縮小等が想定
されます。

第3章 時代の潮流とまちづくり課題

時代の潮流0 1

社会経済
（成長から成熟へ）

人口減少，
少子・超高齢社会

コミュニティの
変容

環境に対する
意識の変化

人口の集中と
過疎化

安心・安全に対する
意識の高まり

高度情報ネットワー
ク化とグローバル化

◆少産化・晩産化・晩婚化・非婚化　⇒　出生率の低下，出生数の減少
◆人口構造の高齢化の進展（団塊の世代等の高齢化）
◆人口減少社会
◆社会保障制度の逼迫（医療・介護・福祉コストの増大）
◆労働力の減少，消費市場の縮小

人口減少，少子・超高齢社会

経　済

社　会 環　境
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　“社会経済（成長から成熟へ）”は，工業生産品の消費マーケットとしての人口の増加を前提とした
大量消費社会から，人口減少（特に消費購買が期待される生産年齢人口の減少）を背景に，“量から質へ”
の転換を余儀なくされた経済構造そのものの変化として捉えることができます。
　働き方の多様化の１つの姿としての非正規雇用の拡大は，人生設計の不透明性を増し，結婚できな
い若者の増大の他，貧困問題を含めた経済的格差の拡大として問題となっています。

　“高度情報ネットワーク化とグローバル化”は，人口トレンドに端を発する上記の社会経済の変容
（成長から成熟へ）の中で，重厚長大型の産業・製品から軽薄短小型のそれへとシフトした結果として，
情報通信技術の進展を経ながら個人レベルでの情報端末（モバイル）の所有・利用が普及してきたも
のとして捉えることができます。

　“環境に対する意識の変化”は，地球規模での人口増加（特に発展途上国・新興国）を背景に，食糧（生
産能力）やエネルギー（石油等の化石燃料）等の限りある地球資源の不足・枯渇を危惧する意識の高
まりとして捉えることができます。
　あわせて，“高度情報ネットワーク化とグローバル化”の進展によって，環境問題を地球規模で考
えることも当たり前のことになってきています。

◆生産拠点の海外移転（安い労働力市場を求めて）
◆国内産業の空洞化
◆海外投機・土地投機によるバブル経済とその破綻
◆リーマンショック（ファンドバブルの終焉）
◆社会・経済に対する不安感の拡大，非正規雇用の拡大
◆アベノミクス（金融緩和政策）

◆情報通信技術（ＩＣＴ），人工知能（ＡＩ）の飛躍的進歩と普及
◆市場経済の地球規模化（グローバル化）
◆情報関連産業の成長
◆情報セキュリティ，個人情報問題
◆バーチャルコミュニケーションの普及
◆情報及び情報ツールのモバイル化・個人化
◆地球規模での分業化

◆地球温暖化を含め，地球レベルでの環境破壊
◆生物多様性の減少
◆環境汚染（廃棄物の増加，化学物質等の蓄積による汚染）
◆水・食糧・エネルギー・資源等の不足（世界人口の増加，資源の偏在）
◆原子力発電に対する意識の変化

社会経済（成長から成熟へ）

高度情報ネットワーク化とグローバル化

環境に対する意識の変化



16

総
　
論

　“安心・安全に対する意識の高まり”は，直接的には人口減少等の影響を受けにくいトレンドですが，
都市部では大規模災害発生後の帰宅難民対策が大きな課題となり，また，過疎化が進む山間部等では
地域における共助体制の弱体化（又は脆弱化）等が問題となる等，人口の集中する地域と過疎化する
地域においては関心の持ち方等，異なる様相を呈しています。

　“人口の集中と過疎化”は，“人口減少，少子・超高齢社会”の１つの側面としてみることもできま
すが，人口減少は全国的な動向とはいえ，全国において画一的に進行しているわけではなく，そこに
は都市と地方との現象的格差が生じています。
　巨大な市場（マーケット）としての都市に対する資本の投入・集中により，ますます都市としての
魅力・利便性が増しており，都市への人口集中が続いています。地方は都市に人口（特に若者）を奪
われるとともに，若者の減少による結婚・出産数の低下により，ますます高齢化に拍車がかかること
になります。
　一方で，若者や定年退職後の世代を中心に，自然志向等に基づく地方回帰の流れも芽生えており，
高度情報ネットワーク化によるテレワークの可能性の拡大も，こうした新たな流れを後押しすること
が考えられます。

◆振り込め詐欺等，高齢者を狙った犯罪の多発
◆東日本大震災（津波や原子力災害の恐ろしさ）
◆災害に対する危機意識の高まり
◆食に対する安心・安全意識の高まり
◆農産品等の産地・生産者に対する関心の高まり（トレーサビリティ）

◆首都圏を中心とする人口集中（東京一極集中）
◆若者を中心に地方から都市部への転出
◆地方における人口減少と高齢化
◆都市周辺部における郊外の拡大
◆地方における限界集落（高齢化率 50％超）の発生
◆自然志向等に基づく地方回帰
◆人口集中の多極化（それぞれの地域における中心都市への集中）へ

安心・安全に対する意識の高まり

人口の集中と過疎化
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　“コミュニティの変容”は，都市化に伴う価値観やライフスタイルの多様化等を通じて，大家族か
ら核家族等の小家族へと変化してきたことの結果として，地域とのつながりが希薄化し，これまでの
ような地域社会における地縁に基づく地域コミュニティ（町内会・自治会等）への参加者が減少して
います。
　一方で，“高度情報ネットワーク化とグローバル化”の中，地縁にとらわれない新たなつながりに
よるコミュニティ（ソーシャル・ネットワーク等）が多く生まれています。

◆核家族化（大家族から小家族へ）
◆住まう地域への愛着・関係性の希薄化，地域住民とのふれあい・関わりの希薄化
◆地域らしさ（アイデンティティ）の喪失
◆地域コミュニティの機能低下，崩壊（地域における支え合い等の地域力の低下）
◆隣近所に対する無関心（小家族の孤立化，孤独死の増加，犯罪の増加）
◆地縁にとらわれないコミュニティの増加・拡大（ＩＣＴ等の活用，ＮＰＯ活動）
◆地域コミュニティの役割・重要性の再認識，地域共生社会
◆地域アイデンティティの重要性の認識

コミュニティの変容
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［笠岡市民意識調査］

（1）実施概要
　■調査地区：笠岡市全域
　■調査対象者：市内在住の 18 歳以上の男女 3,000 人
　■抽出方法：2016 年（平成 28 年）６月１日現在　満 18 歳以上の市民から無作為抽出
　■調査方法：郵送配布・郵送回収によるアンケート調査
　■調査期間：2016 年（平成 28 年）６月２日から 2016 年（平成 28 年）７月 11 日
　■回収結果：有効回収数 1,283 人（有効回答率 42.8％）

（２）満足度・重要度調査結果
①満足度調査の結果
　満足度調査で満足度※が最も高い結果になった項目は「ごみの減量化・資源化・省エネとリサイク
ル推進」，最も低い結果となった項目は「企業誘致・雇用創出」となっています。
※満足度：「満足率（「満足」，「まあ満足」と回答した人の割合）」から「不満率（「やや不満」，「不満」と回答した人の割合）」を控

除した数値

市民意向の把握0 2

年齢別に満足度が高い上位５項目

１位 ２位 ３位 ４位 ５位

全体 ごみの収集・減量化・
資源化・リサイクル 力ブトガニの保護 消防体制の充実 市民の健康づくり 職員の応対

18，19歳 防犯・交通安全・
消費者保護 力ブトガニの保護 消防体制の充実 ごみの収集・減量化・

資源化・リサイクル 自然災害への対策

20～ 29歳 力ブトガニの保護 職員の応対 自然環境・景観の
　保護 消防体制の充実 防犯・交通安全・

消費者保護

30～ 39歳 力ブトガニの保護 ごみの収集・減量化・
資源化・リサイクル 消防体制の充実 市民の健康づくり 自然環境・景観の

保護

40～ 49歳 力ブトガニの保護 ごみの収集・減量化・
資源化・リサイクル 消防体制の充実 市民の健康づくり 地域福祉活動の推進

50～ 59歳 力ブトガニの保護 ごみの収集・減量化・
資源化・リサイクル 消防体制の充実 市民の健康づくり 上水道の整備と供給

60～ 69歳 ごみの収集・減量化・
資源化・リサイクル 力ブトガニの保護 消防体制の充実 市民の健康づくり 上水道の整備と供給

70歳以上 ごみの収集・減量化・
資源化・リサイクル 力ブトガニの保護 消防体制の充実 救急体制の充実 職員の応対

　　　　　　：全体の５位以内にない施策
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年齢別に満足度が低い上位５項目

１位 ２位 ３位 ４位 ５位

全体 企業誘致・雇用創出 干拓地の有効活用 公共交通の利便性の
向上 市の財政状況 調和のとれた

土地利用

18，19歳 観光の振興 調和のとれた土地利
用 企業誘致・雇用創出 子育てしやすい環境

づくり 市の財政状況

20～ 29歳 市の財政状況 企業誘致・雇用創出 公共交通の利便性の
向上

調和のとれた
土地利用 市民と行政の協働

30～ 39歳 市の財政状況 企業誘致・雇用創出 干拓地の有効活用 公共交通の利便性の
向上

調和のとれた
土地利用

40～ 49歳 企業誘致・雇用創出 干拓地の有効活用 市の財政状況 公共交通の利便性の
向上 観光の振興

50～ 59歳 企業誘致・雇用創出 干拓地の有効活用 市の財政状況 公共交通の利便性の
向上

調和のとれた
土地利用

60～ 69歳 企業誘致・雇用創出 干拓地の有効活用 公共交通の利便性の
向上 市の財政状況 調和のとれた

土地利用

70歳以上 干拓地の有効活用 企業誘致・雇用創出 公共交通の利便性の
向上 市の財政状況 商工業の振興

　　　　　　：全体の５位以内にない施策

年齢別に重要度が高い上位５項目

１位 ２位 ３位 ４位 ５位

全体 企業誘致・雇用創出 干拓地の有効活用 子育てしやすい環境
づくり 高齢者福祉の充実 医療・保健の充実

18，19歳 子育てしやすい環境
づくり 学校教育の充実 道路の整備 観光の振興 干拓地の有効活用

20～ 29歳 子育てしやすい環境
づくり 企業誘致・雇用創出 医療・保健の充実 定住促進の取組 公共交通の利便性の

向上

30～ 39歳 子育てしやすい環境
づくり 企業誘致・雇用創出 定住促進の取組 干拓地の有効活用 医療・保健の充実

40～ 49歳 企業誘致・雇用創出 子育てしやすい環境
づくり 定住促進の取組 干拓地の有効活用 学校教育の充実

50～ 59歳 企業誘致・雇用創出 定住促進の取組 干拓地の有効活用 子育てしやすい環境
づくり 医療・保健の充実

60～ 69歳 企業誘致・雇用創出 干拓地の有効活用 医療・保健の充実 高齢者福祉の充実 自然災害への対策

70歳以上 高齢者福祉の充実 干拓地の有効活用 企業誘致・雇用創出 公共交通の利便性の
向上 社会保険制度の充実

　　　　　　：全体の５位以内にない施策

②重要度調査の結果
　重要度調査で最も重要度※が高い結果になった項目は「企業誘致・雇用創出」，次いで「干拓地の
有効活用」，「子育てしやすい環境づくり」となっています。
※重要度：当該項目が重要であると選択した人の割合（選択件数／有効回答者）
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③重要度・満足度からみた分析
　横軸に重要度，縦軸に満足度をとり，重要度の平均値（11.2％）と満足度スコア０を交点としたグ
ラフに，各項目をプロットする形式で示しました（なお，満足度スコアの平均値は -1.4％）。

　重要度が高いにも関わらず満足度が低い施策群は，下表のとおりです。

定住促進の取組 高齢者福祉の充実
公共交通の利便性の向上 社会保険制度の充実
道路の整備 企業誘致・雇用創出
下水道の整備 干拓地の有効活用
自然災害への対策 市の財政状況

※色付は特に重要度が高いにも関わらず満足度が低い施策

項目の重要度・満足度

60.0

40.0

20.0

0.0

-20.0

-40.0

-60.0
0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

◆ カブトガニの
　 保護

◆

◆ 消防体制の充実

市民の健康づくり
◆
◆職員の応対 ◆

◆ 平和の取組 ◆ 救急体制の充実◆
◆ 地域福祉活動の推進スポーツの振興 ◆

◆

◆◆
◆

◆

◆

観光の振興 ◆

◆ 自然環境・景観の保護

◆
◆◆

◆

◆ 離島の振興

◆ 市民と行政の協働

◆ 農林業の振興

◆ 下水道の整備

◆ 道路の整備

◆ 市の財政状況
◆ 公共交通の利便性の向上

◆ 干拓地の有効活用

企業誘致・雇用創出 ◆

◆

◆ 自然災害への対策

◆ 社会保険
 　制度の充実

◆ 学校教育の充実

◆ 医療・保健の充実

◆ 定住促進の取組

◆

◆
 商工業の振興 ◆

防犯・交通安全・消費者保護
上水道の整備と供給

◆ 文化・芸術の振興 人権尊重・男女共同参画の推進

港湾・漁港の整備

環境保全・
省エネ

生涯にわたって学習できる環境づくり
障がい者福祉の充実

市役所からの情報提供
地域情報化への対応

生活困窮者への福祉の充実

国際交流・
都市間交流の促進

水産業の振興

調和のとれた土地利用

子育てしやすい
環境づくり

高齢者福祉の充実

ごみの収集・減量化・
資源化・リサイクル

【重要度】

【
満
足
度
】
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　重要度が高いにも関わらず満足度が低い施策群については，市民の関心・期待が高く，今後の重点
的な取組が強く求められるとともに，市民の満足度の向上を目指すという成果指標の観点からは極め
て投資効果の高い分野ともいえます。

【参　考】
　居住地域ごと，笠岡市の住み心地ごと，笠岡市への定住意向ごとについても，同じく各項目をプロッ
トする形式で示した結果，重要度が高いにも関わらず満足度が低い施策群は次のとおりです。

居住地域ごとの重要度・満足度

北川，新山，吉田地域 企業誘致・雇用創出
干拓地の有効活用

大井，今井地域 企業誘致・雇用創出
笠岡地域 企業誘致・雇用創出
富岡，番町，新横島・緑町，横江，美の浜地域 企業誘致・雇用創出
金浦，城見，陶山地域 企業誘致・雇用創出
大島，神島，神島外，干拓地地域 企業誘致・雇用創出
高島，白石島，北木島，真鍋島，飛島，六島地域 公共交通の利便性の向上

笠岡市の住み心地ごとの重要度・満足度

「住みよい」と思っている市民 企業誘致・雇用創出
「住みにくい」と思っている市民 企業誘致・雇用創出
「特に気にしていない」市民 企業誘致・雇用創出

笠岡市への定住意向ごとの重要度・満足度

「住み続けたい」と考えている市民 企業誘致・雇用創出
「よいところがあれば移住したい」と考えている市民 企業誘致・雇用創出
「移住したい」と考えている市民 公共交通の利便性の向上
「特に考えていない」と考えている市民 企業誘致・雇用創出
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（３）回答者の「居住の経緯」による分析
　市民意識調査の問３の設問（各項目について「市民がどのように感じているか」）について居住の
経緯ごとにみると，「家族と同居している」「エコ ( 節約・省エネルギー化）を実践している」「公共
交通機関の維持をしていくことが必要だと感じている」「ごみの減量化・資源化に取り組んでいる」「道
の駅笠岡ベイファームを利用」の５項目は，居住の経緯に関わらず，該当の割合が高くなっています。
　該当の割合が低い上位５項目についてみると，“生まれてからずっと笠岡市に住んでいる”で「防
災対策をしている」が４位になっています。また，“Ｕターン”“Ｉターン”では「男は仕事，女は家
庭」がそれぞれ４位・５位となっています。
※Ｕターン：笠岡に住んだあと他の市町村に引っ越し，再び笠岡に戻ってきた市民
　Ｉターン：他の市町村から笠岡市に引っ越してきた市民

居住の経緯別の割合等が高い上位５項目

１位 ２位 ３位 ４位 ５位

全体 「家族と同居」して
いる市民の割合

★「エコ ( 節約・省
エネルギー化）を実
践している」市民の
割合

「公共交通機関の維
持」をしていくこと
が必要だと感じてい
る市民の割合

★「ごみの減量化・
資源化に取り組んで
いる」市民の割合

「道の駅笠岡ベイ
ファームを利用」し
たことがある市民の
割合

生まれてずっ
と笠岡市に住
んでいる

「家族と同居」して
いる市民の割合

「公共交通機関の維
持」をしていくこと
が必要だと感じてい
る市民の割合

★「エコ ( 節約・省
エネルギー化）を実
践している」市民の
割合

★「ごみの減量化・
資源化に取り組んで
いる」市民の割合

「道の駅笠岡ベイ
ファームを利用」し
たことがある市民の
割合

Ｕターン
★「ごみの減量化・
資源化に取り組んで
いる」市民の割合

「公共交通機関の維
持」をしていくこと
が必要だと感じてい
る市民の割合

★「エコ ( 節約・省
エネルギー化）を実
践している」市民の
割合

「道の駅笠岡ベイ
ファームを利用」し
たことがある市民の
割合

「家族と同居」して
いる市民の割合

Ｉターン 「家族と同居」して
いる市民の割合

★「エコ ( 節約・省
エネルギー化）を実
践している」市民の
割合

「道の駅笠岡ベイ
ファームを利用」し
たことがある市民の
割合

★「ごみの減量化・
資源化に取り組んで
いる」市民の割合

「公共交通機関の維
持」をしていくこと
が必要だと感じてい
る市民の割合

★：施策指標値項目

居住の経緯別の割合等が低い上位５項目

１位 ２位 ３位 ４位 ５位

全体
「太陽光発電システ
ムを導入」している
市民の割合

「市民の意見や提案
が市政に反映されて
いる」と感じている
市民の割合

「配偶者や恋人等親
しい関係にある人か
ら暴力を受けた」市
民の割合

「海上交通機関を利
用」している市民の
割合

「ハイブリッド車や
電気自動車等の購入
する・予定である」
市民の割合

生まれてずっ
と笠岡市に住
んでいる

「太陽光発電システ
ムを導入」している
市民の割合

「ハイブリッド車や
電気自動車等の購入
する・予定である」
市民の割合

「配偶者や恋人等親
しい関係にある人か
ら暴力を受けた」市
民の割合

★「防災対策をして
いる」市民の割合

「市民の意見や提案
が市政に反映されて
いる」と感じている
市民の割合

Ｕターン
「配偶者や恋人等親
しい関係にある人か
ら暴力を受けた」市
民の割合

「市民の意見や提案
が市政に反映されて
いる」と感じている
市民の割合

「太陽光発電システ
ムを導入」している
市民の割合

「男は仕事，女は家
庭」という考え方を
同感する市民の割合

「ハイブリッド車や
電気自動車等の購入
する・予定である」
市民の割合

Ｉターン
「太陽光発電システ
ムを導入」している
市民の割合

「海上交通機関を利
用」している市民の
割合

「市民の意見や提案
が市政に反映されて
いる」と感じている
市民の割合

「路線バスを利用」
している市民の割合

「男は仕事，女は家
庭」という考え方を
同感する市民の割合

　　　　　　：全体の５位以内にない施策
★：施策指標値項目



★「住環境の整備状況」(宅地の供給，街並みの整備等）に
満足している市民の割合　　　　　　　　　　　　　　
★「公園・緑地の整備状況」に満足している市民の割合

★「公共交通機関を利用」している市民の割合

「路線バスを利用」している市民の割合

「海上交通機関を利用」している市民の割合
「公共交通機関の維持」をしていくことが
必要だと感じている市民の割合　　　　

★「水道水を安心して使用できる」と感じている市民の割合

★「非常時の持出品 (食飲料）を準備している」市民の割合

★「防災対策をしている」市民の割合

「非常時の集合場所や連絡網を家庭で決めている」市民の割合

★「最近 1年間で公民館を利用した」市民の割合

★「ごみの減量化・資源化に取り組んでいる」市民の割合

★「エコ（節約・省エネルギー化）を実践している」市民の割合
「新エネルギー・省エネルギー設備を　　
設置している・予定がある」市民の割合
「新エネルギーに関心」がある市民の割合
「ハイブリッド車や電気自動車等の　
購入する・予定である」市民の割合

「太陽光発電システムを導入」している市民の割合

★「非核平和都市宣言」をしていることを知っている市民の割合

★「人権」を尊重しながら生活していると感じている市民の割合
★地域や職場で「男女が対等に活躍」
できていると感じる市民の割合　 

「男は仕事，女は家庭」という考え方を同感する市民の割合
「配偶者や恋人等親しい関係にある
人から暴力を受けた」市民の割合

★「安心して子どもを産み育てられる」と感じている市民の割合

「笠岡市子ども条例」を知っている市民の割合

「家族と同居」している市民の割合

笠岡市が「観光客にとって魅力的」だと感じている市民の割合

「道の駅笠岡ベイファームを利用」したことがある市民の割合
「最近 1年間で自治会・町内会活動や
市民活動に参加」した市民の割合　

★「まちづくり協議会の存在」を知っている市民の割合

「笠岡市のホームページを利用している」市民の割合
笠岡放送の「テレビ広報かさおか」を
見たことのある市民の割合　　　　　

「現在の笠岡市の住み心地が良い」と感じている市民の割合

★「これからも笠岡市に住み続けたい」と感じている」市民の割合

「最近 1年間で市役所（窓口）を利用したことがある」市民の割合

「最近 1年間で市役所（電話）を利用したことがある」割合

「市民の意見や提案が市政に反映されている」と感じている市民の割合
「9年制の義務教育学校（小中一貫校）をつくることを
推進すべきと感じている」市民の割合　　　　　　　
「複合的な機能を有するエリアに再構築することに
推進すべきと感じている」市民の割合　　　　　

「住宅団地の開発を行うことについて　
推進すべきと感じている」市民の割合

資料：笠岡市民意識調査調査結果報告書（2016年（平成 28年）10月）

全体 　生まれてずっと笠岡市に住んでいる 　　Ｕターン　　　Ｉターン居住の経緯による分析
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　第６次笠岡市総合計画に計上された施策のうち，基本計画を構成する 39 施策について，進捗状況
をチェックするとともに，各施策の方針や今後の展開を明確にしていくため，施策評価委員会を設置
し，施策評価を実施しました。

＜評価対象施策＞
　○ずっと住み続けたいまち：１施策
　○快適で安全なまちづくり：14 施策
　○心豊かな人づくり：６施策
　○安心して暮らせるまちづくり：９施策
　○活気あるまちづくり：７施策
　○人と人がつながるまちづくり：２施策

＜評価の方法等について＞
　2016 年度（平成 28 年度）における取組について，施策実施担当部局が作成した施策評価シート
及び関係資料に基づく書面評価と，委員会でのヒアリングを実施し，４段階で評価を行いました。

Ａ：計画どおり進行している。 Ｃ：計画より一部遅れている。
Ｂ：概ね計画どおり進行している。 Ｄ：計画より遅れている。

　この結果，全 39 施策中，Ａ評価が２，Ｂ評価が 33，Ｃ評価が４，Ｄ評価が０となりました。
　Ａ評価の施策は 2015 年度（平成 27 年度）にもＡ評価だった「生きている化石カブトガニを守る
まち」に加え，「地元で働けるまち」がＢ評価から移行し，２施策となっています。
　Ｃ評価の施策は 2015 年度（平成 27 年度）にもＣ評価だった「多くの人や文化との交流を育むまち」
に加え，「ずっと住み続けたいまち」「調和のとれた土地利用に取り組むまち」「安心して医療を受け
られるまち」の３施策がＢ評価から移行し，４施策となっており，その主な課題は下表のとおりです。

Ｃ評価の施策 主な課題
多くの人や文化との交流を育むまち 国際交流協会・国際交流ヴィラ・大田市との交流のＰＲ
ずっと住み続けたいまち ターゲットを絞った施策展開，若者会議等のＰＲ
調和のとれた土地利用に取り組むまち ＪＲ笠岡駅周辺整備，分譲地開発の環境・条件整備
安心して医療を受けられるまち 市民病院の経営改善，診療科目の充実

　Ｃ評価となった施策は，笠岡市の大きな課題の１つである人口減少への対策としても重要であるこ
とから，こうした評価の改善に向けた取組が求められます。

施策評価0 3
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（１）課題の分析・抽出
　ここまでに示した状況等を踏まえつつ，これからの笠岡づくりを考える前提条件としての笠岡市の
状況について，内部環境としての“強み”“弱み”，外部環境としての“機会”“脅威”といった４つ
の視点から整理しています。

プラス要因 マイナス要因

内
部
環
境

強み＝ Strengths
◇広大な笠岡港港町地区工業団地
◇広大な干拓地と集客力のある道の駅
◇上水，工業用水，農業用水が豊富
◇瀬戸内海，笠岡諸島等の豊富な環境資源
◇ＪＲ山陽本線，山陽自動車道，国道２号，

国道２号バイパスといった主要幹線の充実
◇歴史・文化施設の充実
◇カブトガニの保護，アマモ場の再生
◇良好なインターネット環境（ケーブル放送）
◇整った福祉環境，医療環境
◇ＪＲ笠岡駅，笠岡諸島交流センター，国道

２号の交通機関が集積

弱み＝Weaknesses
◇人口減少（特に若者層）
◇空き家の増加
◇少子化・高齢化，核家族化の進行
◇ＪＲ笠岡駅周辺等，中心部の求心力の低下
◇公共インフラの老朽化，維持管理費の増嵩
◇魅力ある雇用の場の不足
◇女性，若者等の活躍の場の不足
◇島しょ部における医療・救急体制

外
部
環
境

機会＝Opportunities
◇倉敷市・福山市の近接性，両市の中間立地
◇環境意識の高まり
◇市民のライフスタイルや価値観の変化（ス

ポーツ施設，図書館，公民館等の活用）
◇農業や食に対する関心の高まり
◇地方（田園）回帰
◇高梁川流域・備後圏域，井笠圏域の広域連

携
◇笠岡版産業連関表の活用
◇まちづくり協議会や若者会議の活用
◇地域包括ケアシステムの充実
◇ＩＣＴ，ＡＩの進歩と普及

脅威＝ Threats
◇人口の東京一極集中傾向
◇人口流出（特に若年層）
◇子育て世代の経済的・精神的な負担感の増
◇児童生徒が集団の中で，多様な考えに触れ，

切磋琢磨する教育環境の逸失
◇高齢化等による運転免許証の返納，買い物

難民化，公共交通のニーズの高まり
◇高齢者等の健康づくり
◇災害の頻発化等に伴う防災体制の充実
◇長者ヶ原－芳井断層（Ｍ 7.3 規模が想定）
◇都市間競争の激化

笠岡の未来に向けて0 4
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　こうした状況把握を前提に，これからの笠岡市について考えるとき，次のような課題を見出すこと
ができます。

機会＝O 脅威＝ T

強
み
＝
Ｓ

◇データ分析に基づく企業誘致や，国道２号
バイパス整備，工・農・上水の充実等の
PR

◇干拓地のスケールメリットを活かした営農
◇道の駅来訪客（年間 80 万人以上）の市内

誘導
◇笠岡諸島等の豊富な環境資源の活用
◇ＪＲ笠岡駅周辺の活性化策，新たに整備す

る国道２号バイパス等の主要幹線を活かし
たまちづくりや定住促進

◇歴史・文化資源を活かした郷土愛の醸成
◇瀬戸内海の自然環境の再生・水産業の振興
（カブトガニやアマモ場の保護，稚魚放流等）

◇福祉環境，医療環境の維持・充実
◇ＪＲ笠岡駅，笠岡諸島交流センター，国道

２号が交通結節点として充実

◇人口減少，若者を中心とする人口流出を止
めるためのＪＲ笠岡駅周辺の活性化（都市
イメージの確立），道の駅「笠岡ベイファー
ム」，笠岡諸島交流センター等を拠点とす
る交流・周遊ネットワークの構築

◇若者・子育て世代を対象とした施策の充実
（他市町の施策バランスも配慮）

◇地域資源を活用した新たな地域産業の創
出，かさおかブランドの創出

◇公共インフラの長寿命化対策の推進
◇公共施設の数・規模の縮小，公共用地の売

却等に伴う新たな住宅等用地の創出
◇医療・救急体制の充実

弱
み
＝
Ｗ

◇倉敷市・福山市への通勤利便性等を活かし
た新たな定住人口の獲得（ベッドタウン）

◇空き家の有効活用
◇環境への意識の高まりによるクリーン活動

やごみ減量化に向けた取組の活性化
◇人の価値観の多様化に応えうるスポーツ施

設，図書館，公民館等のサービスの見直し
や整備充実

◇農・食への関心の高まりに応じた就農，
　食品関連産業の誘致
◇地方（田園）回帰に応じた定住促進
◇広域連携の取組の強化
◇産業連関表を活用した効率的な企業誘致
◇まちづくり協議会や若者会議への支援充実
◇健康ポイント制度の確立
◇地域包括ケアシステムの利活用促進
◇ＩＣＴ等を活用した新たな交通体系の構築
（スマートＩＣ，オンデマンド交通等）

◇若者の定住化を図るための魅力ある賑わい
空間の創出

◇子育て世代への支援の充実
◇児童生徒の定住人口増，小中一貫教育の導

入等による多様な考えに触れる機会の増
◇高校卒業後の人口流出を抑制するため，地

域創生コモンズ等を通じた大学連携
◇運転免許証の返納に伴い買い物難民化する

高齢者を支援するための交通施策の導入
◇災害の頻発化等に伴う防災訓練等の充実
◇笠岡市に最も被害が想定される長者ヶ原－

芳井断層地震（予測最大震度６強）に備え
た，市役所や市民病院等の公共施設の整備

◇都市間競争の激化に伴う，笠岡の強み・魅
力を引き出せる施策の充実，競争激化によ
り魅力の無くなった施策の廃止
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◆笠岡港等への企業誘致（産業連関表の活用，立地特性等の強みをＰＲ等）.
◆干拓地の強みを活かした資源循環型農業の構築，食品関連企業の誘致，
水産資源を増加する施策の強化
◆ふるさと納税制度を活用したブランド産品の強化
◆中小企業の設備投資等の支援
◆地域を支える各種コーディネーターの活用
◆空き家を活用したＩＣＴ企業，農家レストラン等の誘致
◆笠岡諸島の観光資源等，地域資源を活用した新たな地域産業の創出
◆高梁川流域・備後圏域，井笠圏域の広域連携の推進
◆個人所得の向上に向けた施策　　等

◆笠岡駅周辺の求心性を高めるための商業環
境・交流環境の向上
◆駅周辺地区，道の駅「笠岡ベイファーム」，
笠岡諸島を拠点とする交流・周遊ネット
ワークの構築
◆市民参画・協働のまちづくりの推進
◆若者自らの発想による企画の実現
◆地域包括ケアを中心とした地域福祉の推進
◆子ども・子育て世代の定住化を図るための
子育て環境の整備
◆笠岡の郷土愛を育む教育プログラム充実，
学力や人間力を向上する教育プログラムの
充実
◆子どもが多くの中で切磋琢磨できる環境整備
◆スポーツ，音楽，レクリエーション等の充実
◆大学との連携，国際交流の促進
◆男女共同参画等の推進　　等

◆ＪＲ笠岡駅周辺整備等による都市イメージ
の確立と交通結節点としての機能の構築
◆リノベーション・改修・維持管理の徹底に
より笠岡の空間履歴を大切にし，まちの魅
力を向上
◆倉敷市・福山市への通勤利便性等を活かし
た新たな定住人口の獲得
◆公共施設の整備，長寿命化，耐震化
◆公共施設の数・規模の縮小，公共用地の売
却等に伴う新たな住宅等用地の創出
◆利用しやすい公共交通システムの構築
◆ＩＣＴ等を活用した新たな交通体系の構築
（スマートＩＣ，オンデマンド交通等）
◆自然環境，歴史・文化施設等の保護
◆歴史や伝統を受け継ぎ，発展させる環境整
備
◆離島における公共サービスの維持　　等

（２）笠岡の未来に向けて
　我が国が人口減少社会に突入した中において，笠岡市が持続的・安定的に進化していくためには，「仕
事づくり」「人の賑わいづくり」「まちづくり」，すなわち，「経済」「社会」「環境」のバランスある政
策を導入していくことが不可欠であり，その政策に沿った各種取組が笠岡市に暮らす定住人口の減少
抑制・増加促進につながります。特に，将来の笠岡市を担う，子ども，若者，子育て世代，女性等を
ターゲットにした個別に具体的な施策導入が鍵となります。

※下図は主な取組を参考記載

仕事づくり（経済面）

人の賑わいづくり（社会面） まちづくり（環境面）

笠岡市の定住人口の
減少抑制・増加促進
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Ⅱ　基本構想
第１章　将来ビジョン

第２章　笠岡づくりの基本理念

第３章　将来の人口フレーム　

第４章　笠岡づくり戦略の柱　

第５章　施策体系

第７次笠岡市総合計画
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　2025 年度（平成 37 年度）を計画目標年度とする本計画では，笠岡市の目指す将来都市像を次の
ように掲げます。

第1章 将来ビジョン

～ 2025 年度（平成 37 年度）の笠岡像～

元気・快適・ときめき
進化するまち笠岡

　笠岡市に暮らす市民は誰もが郷土愛を感じ，住み慣れた地域でいつ
までも“元気”に活躍できる魅力あるまちをつくります。

　子どもから高齢者までが共生し，安心して“快適”な生活を送るこ
とができる活気と希望にあふれた賑わいのあるまちをつくります。

　市民の笑顔があふれる明るいまちには様々な人が集い， そこには
“ときめき”を感じる新しい未来が拓けるようになります。

　こうした“元気・快適・ときめき”を創造しながら，豊かな地域資
源を活かして時代の変化に柔軟に対応する“進化するまち笠岡”を実
現したいと考えます。

1

2

3

4
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　本計画の基本理念は，笠岡づくりを進めていく上で，その根底にある基本的な考え方であり，市民
みんなで共有すべき大切な考え方です。本計画では，次の基本理念を掲げます。

　まちづくりにおいて，そこに暮らす人々の協働の力を欠かすことはできません。そして，その
重要性は今後もますます大きくなるものと考えます。
　笠岡市に暮らす市民や笠岡市を構成する地域，そして行政とが目指すべきビジョンを共有し，
それに向かって力・知恵を合わせながら活動していくこと，それが笠岡市の考える協働です。
　また，笠岡市は豊かな自然や歴史・文化等様々な資源から成り立っており，いずれも欠かすこ
とのできない笠岡らしさの源です。これらの資源を活かして，支え合いながら暮らしていく多様
な姿，それが笠岡市の考える共生です。
　市民がまちづくりの主役として共に手を携えて活躍できる笠岡づくりを進めます。

第2章 笠岡づくりの基本理念

◎協働と共生による市民主役の笠岡づくり

協働と共生による
市民主役の笠岡づくり

安心して暮らせる
自立した笠岡づくり

満足感を実感・体感できる
笠岡づくり

基本理念
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　市民一人一人が笠岡市の財産です。そして，市民一人一人の幸せこそが，笠岡市にとっての幸
せであると考えます。
　人がどこに幸せを感じるかは個人差がありますが，その全てを笠岡市の未来を考える上での大
切なヒント・財産として捉えます。
　子ども，高齢者，障がい者等，何らかの支援が必要な市民も含め，笠岡市に暮らし，学び，働
く全ての市民が，自分の夢と希望に満ちた将来に向かって元気に活躍でき，笠岡市に住んでいて
よかったと幸せを実感できるようなまちをつくることが重要です。
　笠岡市での暮らしに満足感を実感・体感できるような笠岡づくりを進めます。

　少子高齢化や価値観の多様化等，様々な社会経済状況の変化の中で，市民の暮らしや地方自治
体そのものの財政状況は，今後ますます不確実性を増し，厳しいものとなることも十分に予測さ
れます。
　こうした厳しい状況の中にあっても市民がいつまでも安心して安全に暮らせるように，持続的・
安定的な都市運営をすることが求められています。
　笠岡市に暮らす市民一人一人の安心と安全の向上を基本に，これを可能とするための独自の財
源確保に取り組みながら，限られた資源を重点的かつ集中的に投入する等，市民が安心して暮ら
せる自立した笠岡づくりを進めます。

◎満足感を実感・体感できる笠岡づくり

◎安心して暮らせる自立した笠岡づくり
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　本計画の将来人口フレームについては，「笠
岡市人口ビジョン」（2015 年度（平成 27 年度）
策定）において設定された将来目標人口と整合
性のあるフレーム設定を行う必要があります。
　本計画の目標年度である 2025 年度（平成

37 年度）の将来人口について，「笠岡市人口ビ
ジョン」では 46,461 人の推計がなされている
ところであり，基本的にはこれを本計画の将来
人口フレームとして採用するものとします。

第3章 将来の人口フレーム

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

1985年
（昭和60年）

1990年
（平成2年）

1995年
（平成7年）

2000年
（平成12年）

2005年
（平成17年）

2010年
（平成22年）

2015年
（平成27年）

2015年
（平成27年）

2025年
（平成37年）

（人）

60,598 59,619 60,478 59,300 57,272
54,225

50,568 51,010 46,461

笠岡市の将来人口

（推計）（国勢調査）

国勢調査 推計
1985年

（昭和60年）
1990年

（平成2年）
1995年

（平成7年）
2000年

（平成12年）
2005年

（平成17年）
2010年

（平成22年）
2015年

（平成27年）
2015年

（平成27年）
2025年

（平成37年）
年少人口
（0～14歳） 11,813 10,123 9,575 8,610 7,453 6,350 5,552 5,322 4,840

生産年齢人口
（15～64歳） 38,295 37,819 37,330 35,406 33,665 31,057 27,439 27,843 24,096

老年人口
（65歳以上） 10,490 11,677 13,573 15,284 16,154 16,818 17,577 17,845 17,525

総　数 60,598 59,619 60,478 59,300 57,272 54,225 50,568 51,010 46,461
年少人口
（0～14歳） 19.5% 17.0% 15.8% 14.5% 13.0% 11.7% 11.0% 10.4% 10.4%

生産年齢人口
（15～64歳） 63.2% 63.4% 61.7% 59.7% 58.8% 57.3% 54.3% 54.6% 51.9%

老年人口
（65歳以上） 17.3% 19.6% 22.4% 25.8% 28.2% 31.0% 34.8% 35.0% 37.7%

総　数 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

※国勢調査（2015 年（平成 27 年））については，“年齢不詳人口”166 人を按分している。
※推計人口は，「笠岡市人口ビジョン」による。
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５歳階級別人口構造（2015年（平成27年）（国勢調査）⇒2025年（平成37年）（推計））

05001,0001,5002,0002,5003,000 0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000（人）（人）

85歳～
80～84歳
75～79歳
70～74歳
65～69歳
60～64歳
55～59歳
50～54歳
45～49歳
40～44歳
35～39歳
30～34歳
25～29歳
20～24歳
15～19歳
10～14歳
5～9歳
0～4歳

1,009
1,186

1,337
1,701

2,161

1,868
1,619
1,549
1,460
1,556

1,242
1,140
1,073
980

1,171
1,076
939
818

2,391
1,786
1,730
1,966

2,252

1,839
1,705
1,562
1,546
1,630

1,154
1,096
1,010
995

1,154
1,024
909

768
男性 女性

05001,0001,5002,0002,5003,000 0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000（人）（人）

85歳～
80～84歳
75～79歳
70～74歳
65～69歳
60～64歳
55～59歳
50～54歳
45～49歳
40～44歳
35～39歳
30～34歳
25～29歳
20～24歳
15～19歳
10～14歳
5～9歳
0～4歳

1,348
1,211

1,738
1,641
1,474
1,436
1,429
1,520
1,262
1,142
1,069

1,098
1,135
1,032

876
774
860
849

2,915
1,719

2,037
1,766
1,676
1,531
1,516
1,592

1,255
1,117

1,058
1,058
1,119
992

859
735
816
805

男性 女性

（国勢調査）
※年齢不詳人口 166人を除く

10 年後
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　本計画では，将来ビジョンの実現に向け，多
様な取組を戦略的に進めていくために，４つの
基本戦略と１つの計画推進戦略を笠岡づくり戦
略の柱として設定します。
　４つの基本戦略は，市民の生活を取り巻く
様々な分野の笠岡づくりを戦略的に進める上で

基本となる戦略の柱です。
　また，計画推進戦略は，これらの４つの基本
戦略を含め，安定的・計画的な笠岡づくりを進
めていく上で不可欠となる行財政や計画管理に
関する戦略の柱です。

第4章 笠岡づくり戦略の柱

～将来ビジョンの実現に向けた４つの基本戦略と１つの計画推進戦略～

元
気
・
快
適
・
と
き
め
き　
進
化
す
る
ま
ち
笠
岡

経営戦略
“稼ぐ”

計画推進
戦略

活性化戦略
“賑わう”

未来戦略
“輝く”

安定戦略
“安らぐ”
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　笠岡市にとって，これからの笠岡づくりを考えていく上で，地域経済の活性化は
重要であり，笠岡市が定住の地として選ばれるためにも，そこに安定した仕事があ
ることが不可欠です。
　こうした視点から，農業・水産業等の既存の地域産業に加え，観光産業等の成
長が期待できる新たな産業の創出に取り組む等，笠岡市の豊かな地域資源や立地
条件を活用した地域経済の活性化を図ることで，市民・事業者を含めた市全体と
して“稼ぐ”ことのできる経済・経営環境の創出を進めていきます。

　全国的な人口減少社会の中で，都市としての一定の人口規模を維持・確保して
いくための取組や市民と行政との協働によるまちづくりの取組がこれまで以上に重
要になってきます。
　こうした視点から，笠岡市のまちづくりの主役である市民の参画と協働を基本と
しながら，人を惹き付ける求心力をもった魅力ある都市空間・環境の形成に取り組
むとともに，笠岡諸島等，市内のそれぞれの地域状況・特性に応じた都市機能の
整備や多様な交流を促進し，暮らす市民の営みや行き交うひとで“賑わう”まちづ
くりを進めていきます。

　笠岡市には様々な資源がありますが，笠岡市に生まれ，育つ子どもたちや暮ら
す市民こそが笠岡市の最大の宝・財産であると考えます。
　こうした視点から，１人でも多くの子どもたちが笠岡市で生まれ，育つことので
きる環境を整えていくとともに，笠岡市に暮らす誰もが笠岡市を自らの故郷として
愛することのできる誇りと郷土愛の醸成により，笠岡市の現在と未来をつなぐこと
のできる“輝く”人づくり，“輝く”笠岡づくりを進めていきます。

　少子高齢社会や頻発する大規模災害等を背景に，これまで以上に安心・安全に
対するニーズが高まる一方で，都市化・小家族化や生活スタイルの多様化等を背
景に，地域における結びつきが希薄化する等，地域が本来持っていたはずの地域
力が弱まってきています。
　こうした視点から，笠岡市民の誰もがいつまでも住み慣れた地域の中で元気に
安心して暮らしていけるような仕組みづくりを進めるとともに，防災・防犯等の安
全面における生活機能の向上を図り，市民誰もが“安らぐ”ことのできる笠岡づく
りを進めていきます。

　厳しい財政状況の中，安定的・計画的な笠岡づくりを進めていく上で，行財政
の健全化や都市としての競争力の確保・向上等がこれまで以上に求められています。
　こうした視点から，４つの基本戦略に基づく笠岡づくりを着実に進めていくため，
その基礎体力としての行財政の健全化や財源の確保を進めるとともに，笠岡づく
りに関する市民向けの情報発信だけではなく，笠岡市の魅力を広く市外にも発信し
ていくシティ・プロモーションにも取り組みます。また，本計画による笠岡づくりを
俯瞰的に捉える進捗・計画管理を通じて，本市の笠岡づくりを総合的かつ計画的
に推進していきます。

経営戦略
“稼ぐ”

活性化戦略
“賑わう”

未来戦略
“輝く”

安定戦略
“安らぐ”

計画推進
戦略
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経営戦略
“稼ぐ”

未来戦略
“輝く”

計画推進
戦略

活性化戦略
“賑わう”

安定戦略
“安らぐ”

　笠岡づくり戦略の柱に基づく施策の体系は次のとおりです。

第5章 施策体系

元
気
・
快
適
・
と
き
め
き　
進
化
す
る
ま
ち
笠
岡

企業誘致の推進と雇用創出
農業振興
商工業振興
水産業振興
観光振興
干拓地農業の活性化

魅力的で快適に暮らせる都市形成
定住・住宅対策
道路ネットワーク及び港湾・漁港の整備
利用しやすい公共交通システムの構築
離島振興
市民参画・協働の推進
多様な交流の促進
広域連携の推進

子ども・子育て環境の整備
学校教育の充実
生涯学習の推進
スポーツの振興
歴史の継承・文化の振興・カブトガニの保護と活用
人権・男女共同参画・平和

地域福祉の推進
健康づくり
医療・救急体制の整備
障がい者・障がい児福祉の充実
高齢者福祉・介護の充実
社会保障
身近な上水道
健全な下水道運営
消防体制の整備
地域防災の推進
防犯・交通安全の環境づくり
廃棄物・環境保全

情報・プロモーションの推進
健全な財政運営
財源の確保
計画管理

協働と共生による
市民主役の笠岡づくり

安心して暮らせる
自立した笠岡づくり

満足感を
実感・体感できる
笠岡づくり

基本理念

将来ビジョン 戦略の柱 戦略分野
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Ⅲ　基本計画
第１章　経営戦略

第２章　活性化戦略

第３章　未来戦略

第４章　安定戦略　

第５章　計画推進戦略

第７次笠岡市総合計画
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基本計画

基本計画

ページの見方

85

基本計画

主担当課／企画政策課2-8

広域連携の推進
限られた行政資源を有効活用するため，近隣の市町との広域的な連携や多様な主体
との連携を推進し，行政運営の効率化を図るとともに地域の活性化を図ります。

基 本 方 針

①行政サービスの質の低下，コストの増加を回避するとともに，高度化・多様化する市民のニー
ズに対応するため，従来の行政区域という枠組みを超えた供給体制の更なる発展が必要です。

②圏域からの人口流出を抑制するため，広域自治体連携の一層の充実・強化が求められています。

③厳しい地方財政，少子高齢化の進展等の地域課題に対応するため，今まで以上に多様な主体との
連携，とりわけ貴重な人的・知的資源である大学との連携による課題解決が期待されています。

現況と課題

①笠岡市が現在推進している，高梁川流域圏の７市３町（新見市・高梁市・総社市・早島町・倉敷市・矢掛町・
井原市・浅口市・里庄町・笠岡市），備後圏域の６市２町（三原市・尾道市・福山市・府中市・世羅町・
神石高原町・笠岡市・井原市），井笠圏域の３市２町（笠岡市・井原市・浅口市・里庄町・矢掛町）の
３つの圏域での広域連携の取組を，更に発展させていきます。

②笠岡市では，消防，救急医療，ごみ処理，し尿処理，養護老人ホームや中学校の運営等の事務の共同処
理を行っていますが，更に一体的・効率的な運営を図ります。

③包括協定を締結している就実大学や地（知）の拠点大学である岡山県立大学等との連携を行い，地域の
活性化を図ります。

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値

2016 年 2017 年 2018 年 2021 年 2025 年
３圏域（高梁川流域圏，備後圏
域，井笠圏域）での連携事業数 事業 116 108 116 117 117 
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◆地域住民，学生，各種団体等が協働して地
域課題解決のための活動をします。

◆島しょ部の拠点施設を中心として，限界集落
化した地域の継続を図るため，島外者が島しょ
部住民と共に地域を支える活動を行います。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値

2016 年 2017 年 2018 年 2021 年
高梁川流域圏での連携事業数 事業 57 58 59 60 
備後圏域での連携事業数 事業 57 48 55 55 
井笠圏域での連携事業数 事業 2 2 2 2 

近隣市町との連携の推進（※①②）達成目標 1

◆合わせて人口 150万人を擁する高梁川流域
圏と備後圏の真ん中に位置する都市として，
両圏域をつなぐ役割を担いながら連携を推
進し，広域的で利便性の高い行政サービス
の提供に努めます。

◆井笠圏における取組を推進し，圏域全体の
活性化を図ります。

◆一部事務組合等の事業の円滑な推進を図り
ます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値

2016 年 2017 年 2018 年 2021 年
地域創生コモンズかさおかを拠点とした域
学連携事業参加者 人／年 － 200 230 300 

域学連携の推進（※③）達成目標 2

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆高梁川流域圏及び備後圏における連携（交通ネットワークの構築や広域観光
ルートの設定，医療連携の推進，公共施設のあり方についての検討　等）

◆井笠圏域振興協議会事務
◆一部事務組合による事務の共同処理

主要事業

◆ＣＯＣ＋※大学※及び関係大学との連携強化
◆ＣＯＣ＋大学が実施する岡山創生学の支援
◆島しょ部で活動する高校，大学等との協働
◆地域創生コモンズかさおかの活用

主要事業

※「ＣＯＣ＋」とは，地（知）の拠点大学による地方創生推進事業のことで，大学が地方公共団体や企業などと協働し，地
方における魅力ある就職先の創出・開拓と，その地域が求める人材育成のための教育カリキュラム改革の取組に対し，文
部科学省が支援する補助制度
※「ＣＯＣ＋大学」とは，ＣＯＣ＋事業を中心となって推進する大学を意味し，具体的には岡山県立大学を指す

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015 年８月 ５年

戦略分野項目：将来ビジョン
の実現に向けた笠岡づくり戦
略の柱ごとに定めたもので，
36 の戦略分野で構成してい
ます。

基本方針：各戦略分野
が目指す基本的な方針
を示しています。

現状と課題：各戦略分野
を取り巻く現在の状況と
課題を示しています。

対策：課題に対して，
それぞれの番号ごとに
対策を示しています。

総合指標：各戦略分野
全体として基本構想の
計画期間に実現を目指
す目標として設定した
数値です。

主な関連計画：各戦略
分野に関連する主な計
画を示しています。

達成目標：各戦略分野の取組
の項目ごとに，前期基本計画
期間に実現を目指す目標とす
る数値，取組の概要，主要な
事業を示しています。番号は，
課題，対策の関連する番号を
示しています。
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主担当課／商工観光課
関係課／建設管理課，建設事業課，農政水産課，企業誘致推進室

1-1

企業誘致の推進と雇用創出
“地元で働けるまち”を目指し，企業誘致等により雇用の場を拡大・確保するととも
に，こうした市内の雇用の場と市民とのマッチングを推進します。

基 本 方 針

①日本経済の景気回復基調の中，企業の国内事業拡大意欲は高くなっており，県営笠岡港（港町
地区）工業用地においても，用地の分譲が順調に進んでいます。また，企業が要望する岡山県
南部の工業用地は不足しており，本市においても，民有地の有効活用や民間の活力を利用した
新たな産業団地の確保が求められています。

②企業誘致の推進に当たっては，様々なデータや分析結果等を踏まえた上で，誘致を検討・推進
することがより効果的です。企業誘致により，税収を増やし，市内のインフラの整備・更新を
適切に行っていき，地元で働き，住み続ける環境を実現する必要があります。

③企業誘致の促進に向けて，市の公式ホームページ等の情報発信ツールを活用し，国道２号バイ
パスが暫定的に開通したことにより交通の利便性が高まっているといった市の特性等の情報発
信を強化するとともに，様々な企業情報の収集を進める必要があります。

④ハローワーク笠岡管内の有効求人倍率は 1.5 倍程度と高い率を維持しており，労働力不足が顕
在化する中で，求人と求職のミスマッチは解消されておらず，ナンバーワンやオンリーワンの
技術・製品を有するにも関わらず，知名度が低い市内の中小企業等は就業者の確保が困難な状
況となっています。

①国道２号バイパス（「玉島・笠岡道路」及び「笠岡バイパス」）の早期完成や篠坂スマートインターチェ
ンジの事業化を促進することで，県営笠岡港（港町地区）工業用地への企業誘致を図り，早期完売を目
指します。また，耕作放棄状態にある農地の産業用地への有効活用を図り，民間の活力を利用した産業
団地の造成と，大規模な未利用工場用地をはじめ，民有地への積極的な企業誘致や設備投資を促進しま
す。さらに，笠岡湾干拓地内に農業法人の誘致による農地の更なる集約利用を図り，雇用促進を図ります。

② 2013 年笠岡市産業連関表及び地域経済構造分析に基づき，多くの雇用効果等が見込める企業に対し
ターゲットを絞った戦略的かつ効果的な企業誘致活動を行います。

現況と課題

対　策
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③中国・四国・関西・九州の主要都市との距離感を含めた笠岡市の立地特性や，交通利便性等の企業誘致
に関わる情報発信を強化します。また，企業誘致活動は専門的知識と情報収集能力が必要とされる中で，
長期的に企業誘致活動に関われる人材の確保と体制整備を進めるとともに，岡山県等と連携した取組を
進めます。

④若者のニーズにあった企業及び成長が期待できる企業誘致を図り，企業や労働関係行政機関で組織して
いる笠岡雇用開発協会と連携し，新規学卒者の地元での就職の推進や，中高年齢者の雇用の安定，女性，
障がい者の雇用環境の整備を図ります。また，笠岡湾干拓地内で農福連携を活用した障がい者の雇用促
進を図ります。

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

笠岡港工業用地での新規
操業開始企業数 企業／年 1 2 2 1（累計 5） 1（累計 9）

その他の場所での新規操
業開始企業数 企業／年 1 1 2 2（累計 8） 2（累計 16）

「企業誘致・雇用の創出」
の満足度（市民意識調査） ％ △ 49.7 － △ 39.7 △ 34.7

（2020年 )
△ 24.7

（2024年）

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

笠岡港工業用地での新規操業開始企業数 企業／年 1 2 2 1（累計 5）
その他の場所での新規操業開始企業数 企業／年 1 1 2 2（累計 8）
事業用地造成促進奨励金支給件数 件／年 0 1 1 1（累計 4）

企業誘致の推進（※①②③④）達成目標 1

◆企業情報を収集するとともに，トップセー
ルスも含めて企業訪問を行い，積極的に企
業誘致に取り組みます。

◆生産波及効果，雇用効果の高い産業群，若
者のニーズに合った企業及び成長が期待で
きる企業の誘致を推進します。

◆県営笠岡港（港町地区）工業用地は，岡山
県と連携を図り，県と市の奨励金制度を活
用し，早期完売を図ります。また，民有地
への企業誘致も併せて推進します。

◆優遇制度や優れた立地条件等を積極的にＰ
Ｒします。

◆事業用地造成促進奨励金による民間活力を
活用した工業用地の造成を図ります。

◆笠岡港の機能拡充に向けて，岡山県に対し
て浚渫工事等の要望を行います。

◆笠岡湾干拓地及び市西部企業の輸送環境の
向上のため，国道２号バイパス（「玉島・笠
岡道路」及び「笠岡バイパス」）の整備につ
いて，近隣自治体で構成された整備促進協
議会で整備要望に取り組むとともに，（仮称）
笠岡西インターチェンジ以西の「福山道路」
についても福山市と連携を図りながら国土
交通省に早期事業化を要望します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要
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◆県営笠岡港（港町地区）工業用地や民有地への優良企業誘致
◆企業立地促進奨励金・物流施設誘致促進奨励金・新設工場等設置奨励金
◆事業用地造成促進奨励金
◆民間活力を活用した工業用地造成
◆国道２号バイパス及び篠坂スマートインターチェンジ整備促進

◆新規学卒者雇用奨励金，障害者雇用奨励金
◆就職説明会，就職面接会
◆高校生長期インターンシップ事業
◆かさおか中小企業「魅力」発信事業
◆モノづくり出前教室支援補助金
◆市長企業訪問

主要事業

主要事業

主な関連計画

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

笠岡公共職業安定所管内の年間有効求人倍率 倍 1.59. 1.4 以上 1.4 以上 1.4 以上
高校生長期インターンシップ延べ参加者数 人 27 32 39 60

地元での就業機会の拡大（※④）達成目標 2

◆笠岡雇用開発協会を中心に，管内企業・高
等学校等と連携を図り，若者の地元就職を
推進するため就職面接会を開催します。

◆国の制度等を活用して，高齢者・女性・障
がい者等の雇用の安定や雇用環境の整備を
図ります。

◆高梁川流域や備後圏域と連携した地元企業
参加による県外での企業説明会により，県
外大学生のＵ・Ｉターン就職を促進します。

◆高校生・大学生等の就業体験等を行い，就
職後の雇用のミスマッチによる早期の離職
を防ぎます。また，地域産業を担う人材育
成を行います。

◆地元の中小企業の魅力を発信し，認知度を
高めることにより，地元中小企業への就職
を促します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市産業振興ビジョン 2014年３月 ５年
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年
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主担当課／農政水産課
関係課／定住促進センター，地域福祉課，建設管理課，建設事業課，商工観光課

1-2

農業振興
笠岡市の特色や強みを活かした第１次産業の活性化に向けて，農業・畜産業の振興
に関わる多様な支援を行うとともに，新たな担い手の確保，農業用地・施設の適正
な維持管理，鳥獣被害対策等に取り組みます。

基 本 方 針

①笠岡湾干拓地を中心に農業法人の参入，集落営農組織の発足等の規模を活かした農業経営が定
着してきているものの，農作物価格の低迷が続いており，農作物の付加価値の追求等により，
経営をより安定させることが重要です。

②県内屈指の経営規模を誇る酪農・養鶏を中心とした畜産業の経営規模拡大が進んでいる中で，
農業同様に付加価値を活かした経営の安定を図ることや，飼養数増加に伴う家畜排泄物処理や
環境問題（臭気・水質等）への対応が求められています。

③農業者の高齢化や農業の担い手・後継者不足は笠岡市でも深刻な問題となっており，新たな担
い手の確保・育成が求められています。

④農業従事者の減少に伴う耕作放棄地の増加が加速化しています。また，小規模な農地や不整形
な農地を集約化し，農業機械を利用した営農を行うための整備が求められています。

⑤農業者の高齢化と施設の老朽化に伴い，施設利用時の省力化・安全性の向上が求められていま
す。

⑥耕作放棄地の増加等に伴い農地の荒廃化・森林化が進んでおり，野生動物と人間の生活範囲が
重複してきているため，有害鳥獣による農作物被害が多発しています。

①農家の更なる所得向上を目指すために，付加価値につながる６次産業化やふるさと納税返礼品への採用
により農作物のブランド化，ふるさと納税の推進等の取組を進めます。

②畜産物の高付加価値化の取組を進めるとともに，事業の規模拡大に伴う臭気対策・水質改善対策及び畜
産業者への指導を行います。

現況と課題

対　策
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③地域農業の中心となる担い手・後継者の確保のために，就農希望者に対する支援及び受け入れ体制の確
立を図ります。また，集落営農，農業法人，地域商社等の担い手を確保するための新たなシステムを検
討します。

④隣地へ悪影響を与える耕作放棄地等について，実態把握と具体的な解消策について検討を進めます。ま
た，農地集約による圃場整備を推進するとともに，農業・農村の多面的機能を維持していくため，地域
の共同活動を支援します。

⑤ため池，井堰，用排水路，農道の維持管理及び整備を行います。

⑥猟友会や地域の団体と連携し，効率的・効果的な鳥獣被害対策として早急な被害の把握と駆除対策を講
じます。

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

市内農業産出額（農水省
市町村農業産出額推計） 千万円／年 599

（2015年）
613

（2016年）
619

（2017年）
669

（2020年）
709

（2024年）
「農林業の振興」の満足
度（市民意識調査） ％ △.20.0 － △.18.0 △.16.0

（2020年）
△.14.0

（2024年）

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

市内農作物の産出額（野菜・果実）
（農水省市町村農業産出額推計） 千万円／年 119

（2015年）
146

（2016年）.
129

（2017年）
444

（2020年）
市内農作物の産出額（花き）
（農水省市町村農業産出額推計） 千万円／年 19

（2015年）
17

（2016年）
19

（2017年）
19

（2020年）.
市内農作物の産出額（米）
（農水省市町村農業産出額推計） 千万円／年 40.

（2015年）
49.

（2016年）
42.

（2017年）
45.

（2020年）
牛の飼養頭数（笠岡市内全体／乳用牛・
肉用牛） 頭 6,759 6,861 8,100 9,500

採卵鶏の飼養羽数 羽 663,852 665,126 664,000. 670,000.
かさおかブランド「農林業部門」認定件数 件／年 0 3 1 1（累計 5）

地域の特色を活かした農業・畜産業の活性化（※①②）達成目標 1

◆生産者と一体となったブランド品の開発や，
情報発信による付加価値の追求を行います。

◆県等と連携して，６次産業化の意向がある
生産者への補助制度を中心とした支援を進
めます。

◆所得向上に寄与する農業用施設，農業用機
械の導入に対して補助制度を中心とした支
援を進めます。

◆学校給食への活用や小売店・地元飲食店等
と協力し，地元農作物の地産地消を推進し
ていきます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆各種補助制度
◆畜産クラスター事業
◆地産地消推進事業
◆かさおかブランド育成事業

主要事業
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◆ＪＡ，県，農業普及指導センターと連携し，
新規就農者の受け入れ体制の確立，就農補
助制度等の支援を行います。

◆地域の中心となる経営者を育成するため，
認定農業者制度に基づく経営計画の支援及
び集落で今後の農業のあり方を検討する

「人・農地プラン」を通じた話し合いを行っ
ていきます。

◆農福連携，地域商社等により，関係機関と
連携した農業の雇用の確保に努めます。

◆農業の担い手が自立した経営及び安定した
所得・雇用の確保が行えるよう，集落営農，
地域内の流通制度，地域商社等による地域
外への販路の確保等のシステムを検討して
いきます。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

新規認定農業者数 人 96. 97. 98. 100.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

市内耕作放棄地面積 ha 1,780. 1,788. 1,778. 1,748.
中山間地域等直接支払制度
協定締結面積 ha 19.1. 19.4. 19.6. 20.0.

多面的機能支払交付金事業を活用する
認定農用地面積 ha 678.4. 708.9. 756.7. 756.7..

農業者の担い手・後継者の確保と育成（※③）

農業用地・施設の維持管理（※④⑤）

達成目標

達成目標

2

3

◆農業次世代人材投資事業
◆認定農業者制度
◆人・農地プラン制度
◆就業奨励金事業

主要事業

◆農業委員及び農地利用最適化推進委員と連
携して耕作放棄地の現状把握を行い，担い
手へのあっせん等の仲介を進めていきます。

◆耕作放棄地発生防止のための活動に対する
補助制度等を通じて，農業者や保全団体に
対して活動の支援を行います。

◆効率的な農業を推進するため，農地の集積
を支援していきます。

◆多面的機能支払交付金事業を活用して農地
維持に取り組み，地域で担い手を支える体
制を強化します。

◆ため池の耐震補強や井堰の電動化，用排水
路や農道の維持管理及び整備に取り組みま
す。

◆干拓地内にある寺間排水機場のポンプ，制
御施設，建屋の大規模改修を行います。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要
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◆農業委員会制度
◆耕作放棄地解消対策事業
◆中山間地域等直接支払制度
◆農地中間管理事業

◆多面的機能支払交付金事業
◆農業用施設維持管理事業
◆寺間排水機場大規模更新事業

主要事業

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

防護柵補助件数 件／年 30. 48. 30. 30.
駆除班員数 人 26. 26. 26. 26.

鳥獣被害の減少と森林整備の推進（※⑥）達成目標 4

◆猟友会駆除班を実施隊に移行し，駆除活動
に伴う報酬や身分保障の強化を行います。

◆猟友会の技術継承，人員の維持，確保を行
うため実地研修会や情報交換会の開催を支
援し，活性化を図ります。

◆県等専門機関の協力を仰ぎながら，山林と
人里との境界をはっきりとさせるため適切
な森林整備を推進します。

◆有害鳥獣対策と森林整備への住民協力を得
るため，広報かさおかやホームページ，出
前講座の活用等，積極的ＰＲを行います。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆捕獲奨励費
◆有害鳥獣対策チーム
◆防護柵設置補助
◆松くい虫防除事業
◆県補助事業

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市田園環境整備マスタープラン 2003年２月 －
笠岡市内の公共建築物における県産材等
の利用促進に関する方針 2012年３月 －

笠岡市農業経営基盤強化促進に関する基
本的な構想 2014年 10年

笠岡市農業の有する多面的機能の発揮の
促進に関する計画 2015年８月 －

笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年
笠岡市酪農・肉用牛生産近代化計画 2016年３月 10年
笠岡市担い手確保計画 2017年３月 ５年
笠岡市森林整備計画 2017年４月 10年
笠岡市鳥獣被害防止計画 2018年２月 ３年

笠岡農業振興地域整備計画 2018年７月
（策定予定） 10年
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主担当課／商工観光課1-3

商工業振興
行政，市民，事業者及び笠岡商工会議所等の協働による商工業の振興を進めるとと
もに，既存の事業者・新規創業者の自助努力及び創意工夫を支援します。

基 本 方 針

①市内の事業所数が減少している中で，サービス需要の福山市等への域外流出や，市内の中小企
業等の設備の老朽化による生産性の低下への対応が求められています。

② 2013 年笠岡市産業連関表によると，域外からのマネーを獲得する笠岡市の基盤産業（鉄鋼，
電子部品，化学製品，食料品等）において，域外から原材料等を多く依存している状況があり
ます。

③市内にはオンリーワンやナンバーワンの技術を有する事業所が複数存在する一方で，こうした
事業所の情報は域外に十分に知られているとはいい難い状況であり，情報発信力を高めること
が求められます。

④笠岡駅周辺の商店街は，売り上げの減少や経営者の高齢化による後継者不在により閉店する店
舗が増え，空き店舗が増えています。中心市街地の賑わいを創出するためにも，空き店舗を有
効に活用する必要があります。

⑤ 2016 年に笠岡商工会議所が実施した事業承継のアンケートによると，「承継を予定」してい
ると回答した事業所は半数程度となっています。笠岡市の商工業の維持に向けて，事業承継の
ための支援が求められます。

①中小企業者の設備投資を促進し，生産性の向上を支援するとともに，新たな事業展開や経営資金のため，
金融機関から資金が調達できるよう融資制度の充実を図ります。

②笠岡市内にある地域資源を活用し，地域内でのつながり（取引関係）を強化することによって域内循環
を高める取組を促進します。

③地域内の事業所に対し , ブランド力の向上，情報発信力の強化，販路拡大等の取組を通じて売り上げが
増えるよう支援します。そうした施策を通じて，市民所得の増加に寄与していきます。

現況と課題

対　策
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◆多様な主体と連携を図るとともに，企業コー
ディネーターの訪問により，域内循環の強
化，新たな事業展開，補助金の紹介等の経
営支援を行います。

◆かさおかブランド「産業・技術部門」の認
定により，ブランド力の向上を図り，販路
の拡大を支援します。

◆中小企業者の新商品，新技術，試作品の製
作を促し，事業者のイノベーションを図りま
す。

◆製造業の老朽化した設備の更新を促進し，
生産性の向上を図ります。

◆中小企業者の新事業の展開や経営の安定の
ため，融資制度の充実を図ります。

◆市内事業者の異業種・同業種間の連携やマッ
チングの推進を図ります。

◆地域の産品を取扱い，マーケティングや営
業，販売，流通等を担う地域商社（卸売部門）
機能の確立を目指します。

④「ＪＲ笠岡駅周辺整備基本構想」に基づく整備事業を実施し，中心市街地に賑わいを取り戻します。また，
起業希望者や起業者が気軽に集える「かさおか創業サロン」の運営を支援し，ワンストップで創業の支
援が行えるよう支援体制を整備します。さらに，商店街の空き店舗の利活用を支援します。

⑤笠岡商工会議所及び岡山県事業引継ぎ支援センターと連携し，情報収集に努める等，スムーズな事業承
継が行えるよう支援するとともに，若手経営者の育成を推進します。

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

総人口１人当たりの市民所得 千円 2,404
(2014 年 ) 2,434 2,444 2,474 2,514

事業所数（経済センサス統計
調査） 事業所 － － 2,145. 2,153

(2020 年 )
2,145

(2024 年 )
従業員数（経済センサス統計
調査） 人 － － 21,646. 21,696

(2020 年 )
21,796

(2024 年 )
従業員４人以上の製造業の事
業所数（工業統計調査） 事業所 － 123. 124. 127. 131

従業員４人以上の製造業の従
業者数（工業統計調査） 人 － 5,254. 5,258. 5,270. 5,286

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

製造品出荷額等（工業統計調査） 百万円 － 197,177. 199,149. 205,183.

粗付加価値額（工業統計調査） 百万円 58,477
（2014年） 59,153 59,745 61,554

年間商品販売額（商業統計調査） 百万円 － － 78,978. －
かさおかブランド「産業・技術部門」認定
件数 件／年 2 1 2 2（累計 8）

生産・販売力の強化（※①②③）達成目標 1

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

起業支援事業補助金の新規交付件数 件／年 11. 8. 8. 8（累計 32）.
中心市街地空き店舗利用促進補助金交付
件数 件／年 － 1. 1. 1（累計 4）.

事業承継支援補助金交付件数 件／年 － 0. 2. 2（累計 8）.
笠岡商工会議所青年部の会員数 人 68. 65. 71. 74.

創業・事業承継の支援（※④⑤）達成目標 2

◆「かさおか創業サロン」の運営を補助し，
事業計画の相談から，事業の立ち上げ，事
業の進捗状況に応じた相談体制を整備し，
創業希望者や創業者を支援します。

◆起業支援事業補助金を活用して起業した方
への定期的なフォローアップを行います。

◆産業競争力強化法に基づく創業支援事業計
画による証明書の交付を行います。

◆中心市街地の賑わいを創出するため，イベ
ントの充実や商店街の空き店舗の活用を支
援します。

◆笠岡商工会議所と連携し，中小企業の事業
承継を支援するとともに，若手経営者の育
成を支援します。

◆岡山県事業引継ぎ支援センターと連携し，
後継者のいない中小企業者のＭ＆Ａ※やＭ
ＢＯ※を進めます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆起業支援事業補助金
◆かさおか創業塾の補助
◆かさおか創業サロン運営の補助

◆中心市街地空き店舗利用促進補助金
◆事業承継促進支援補助金
◆中小企業人材育成支援補助金

主要事業

※Ｍ＆Ａとは，Mergers( 合併 )and Acquisitions( 買収 ) の略で，企業の合併買収のことで，２つ以上の会社が１つになっ
たり（合併），ある会社が他の会社を買ったりすること（買収）

※ＭＢＯとは，Management Buy Out の略で，子会社（事業部門）の経営陣が事業の継続を前提として，親会社・オーナー
から株式・経営権を買い取り，自ら企業のオーナーとなる独立手法のこと

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市産業振興ビジョン 2014年３月 ５年
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年

◆企業コーディネーターの配置
◆経営セミナー
◆中小企業設備投資促進補助金
◆岡山県よろず支援拠点笠岡出張相談

◆地域産業魅力づくり応援補助金
◆岡山県信用保証協会保証料補給金
◆小規模事業者経営改善資金利子補助金

主要事業
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主担当課／農政水産課1-4

水産業振興
海に臨む笠岡市の特色ある産業として水産業を振興するため，水産資源の増加，担
い手の育成とともに，安くて新鮮な笠岡の水産物を広く提供するための取組を進め
ます。

基 本 方 針

①笠岡市の豊かな海を再生・維持するため，市民を中心としてアマモ場再生活動が行われていま
すが，その一方で環境の変化や乱獲によって漁獲高は減少しています。今後は漁場の整備等に
より，水産資源を増やし，安心・安全な水産物を需要に応じて安定的に供給することが必要で
す。地元に供給をして自給率を向上させる必要があります。

②漁業者の高齢化が進む中，担い手・後継者不足等によって漁業者が減少しており，漁業そのも
のの存続が危ぶまれています。

③若者を中心に「魚離れ」が進み，水産物の消費が減少している中で，笠岡の地魚の良さを広く
ＰＲするとともに，新たな販売ルートの開拓等により消費の拡大を図る必要があります。

①魚の住環境を再生するための漁場整備とともに，稚魚の放流の支援・養殖等により水産資源の増加を図
ります。

②漁業の担い手の育成に努めるとともに，漁業者自らが資源管理を行い，持続ある海づくりを推進するこ
とを支援していきます。

③新規販売ルートの開拓や直販体制の確立を支援するとともに，身近な地域で旬の地魚を新鮮に供給でき
る体制を構築し，消費の拡大を図ります。

現況と課題

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

漁獲量（海面漁業） t／年 700. 700. 700. 700. 700.
漁獲量（養殖漁業） t／年 650. 650. 650. 650. 650.
「水産業の振興」の満足
度（市民意識調査） ％ △ 11.6 － △ 10.0 △ 8.5

（2020年）
△ 7.0

（2024年）
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◆定着率の高いメバルやオコゼ等稚魚を放流
し，海洋牧場事業等の育成支援を行います。

◆漁網の網目の大きさや再放流等，漁業者自
ら行う資源管理の推進を支援します。

◆美しく豊かな海づくり協定の情報発信を強
化し，アマモ場の再生や海ごみ回収といっ
た漁場再生事業への一般市民の関心を高め，
事業の推進を図ります。

◆就学児童の漁業体験を通して，海や漁業へ
の理解と関心を広げます。

◆研修会を開催し，漁業者の知識の習得と技
術の向上を図ります。

◆他業種との情報交換を通じて，漁業の活性
化を推進します。

◆作業効率を向上させるため，漁業施設の整
備を支援します。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

漁獲量（海面漁業） t／年 643. 650. 650. 650.
漁獲量（養殖漁業） t／年 － 650. 650. 650.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

新規就業者数 人／年 2 2 2 2
漁業体験者数 人／年 90. 150. 150. 150.

水産資源の回復（※①②）

漁業者の担い手・後継者の確保と育成（※②）

達成目標

達成目標

1

2

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆種苗（稚魚）放流
◆栽培漁業（海洋牧場）
◆美しく豊かな海づくり協定事業

◆都市漁村交流事業
◆漁業者の研修会
◆各種水産業振興補助金

主要事業

主要事業
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◆新規の販売ルートの開拓や直売体制，各種
イベント開催を支援します。

◆消費者やその団体，漁業者との協力体制の
構築，調理方法等の紹介を通じて旬の地魚
の良さをＰＲし，消費拡大と漁業振興を図
ります。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

直売所の販売額（道の駅・大島朝市・神
外朝市） 千円 59,000. 59,000. 60,000. 61,000.

新鮮な地魚の提供（※③）達成目標 3

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆魚まつりやカキ祭りへの支援
◆備後フィッシュの取組

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年

漁業体験
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主担当課／商工観光課
関係課／企画政策課，定住促進センター，建設管理課，農政水産課，生涯学習課

1-5

観光振興
観光振興は，本市の産業振興施策において重要な柱の１つです。「瀬戸内海・笠岡諸
島」，「笠岡湾干拓地」といった本市の特徴・地域資源を活かして，本市の観光分野
の魅力を発信し認知度を高めるとともに，国内観光客の誘致，修学旅行の誘致，イ
ンバウンド誘致等，観光客の増加を図ります。

基 本 方 針

①笠岡市には他の地域にはない優位性を備えた笠岡諸島があり，その玄関口である笠岡諸島交流
センターとＪＲ笠岡駅とのアクセス整備や駐車場等の利便施設の充実が求められています。笠
岡諸島では，年間を通して「走り御輿ツアー」等の様々なツアーを実施していますが，一般的
には夏の海水浴を目的とした観光客が集中して訪れている状況です。笠岡諸島を含め笠岡市で
しか味わえないものを見出し，「旅行商品」に磨き上げる活動を推進することが必要です。

② 2014 年度から観光事業に特化した職員である「観光コーディネーター」を配置し，観光業エー
ジェントへの営業活動，地元観光業従事者への受け入れ体制の調整，新たな観光商品の開発・
販売活動等を推進していますが，今後は観光団体の更なる体制強化が求められています。

③笠岡市内の観光事業者は，経営者の高年齢化の進行，後継者不足等により，減少の一途をたどっ
ている状況です。

④観光ガイド役の不足，外国語による案内の表記等の不足等，受け入れ体制のソフト面の整備が
遅れており，海上交通についても決して充実しているとはいえない状況です。また，島（特に
白石島と真鍋島）を中心として欧米（特にヨーロッパ）等から一定の海外観光客が訪れている
ものの，宿泊施設や島内での食事場所等が不足しており，島への経済効果もあまり大きいとは
いえない状況です。

⑤今後もインバウンドの更なる拡大が見込まれる中で，海外の市場も対象に，笠岡市のイメージ
の向上にもつながるような情報発信を行うことが必要です。

⑥笠岡市へは年間約 129 万人の観光客が訪れていますが，このうち 80 万人以上が道の駅「笠
岡ベイファーム」を訪れており，更なる来場者の増加と，他の観光スポット等への周遊が求め
られます。

現況と課題
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①ＪＲ笠岡駅と笠岡港（住吉地区）との連携強化を図り，観光客の利便性向上を図ります。また，若者会
議や地域おこし協力隊等，若者の意見を取り入れながら，島しょ部の豊かな自然環境や広大な干拓地の
景観等，笠岡市独自の地域資源や優位性を活かした，観光客のニーズに合った観光メニュー・商品開発
を支援する等，誘客のための取組を推進します。 

②笠岡市の特産品をブラッシュアップし，付加価値の高い商品の開発を進めるとともに，多様な主体との
連携に取り組むことにより，更に効果的な観光振興を図ります。また，観光連盟等の機能強化・体制充
実を促進します。

③笠岡市で観光業に従事し，稼ぐことにつなげるための仕組みを検討するとともに，こうした仕組みを踏
まえた観光業への新規参入者や後継者の育成を支援します。

④交通・飲食・宿泊等の施設の整備に加え，外国人も含めた多様な観光客がスムーズに市内を観光するた
めのソフト面の整備を進めます。また，観光の取組の展開による経済効果を地域に循環させ，地域経済
の活性化につなげるため，宿泊や長期滞在を促す取組を推進します。

⑤観光関連イベント等の多様な情報発信の機会とともに，ＳＮＳ等の情報発信のツールを活用し，国内外
への笠岡市の観光関連情報の発信を進めます。

⑥将来，国道２号バイパスが全面開通し，交通の利便性がより一層高まることが予想されるため，道の駅「笠
岡ベイファーム」を訪れた人々が市内の観光施設等を周遊し，長時間滞在できるような取組を図ります。

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

観光客数（1～ 12月） 万人／年 129. 130. 131. 144. 198

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

かさおかブランド認定件数 件 22. 20. 22. 28.
カブトガニ博物館入場者数 人／年 68,013. 68,500. 69,000. 70,500.
竹喬美術館入場者数 人／年 13,303. 19,720. 20,000. 20,000.
修学旅行誘致件数 校／年 10 10 11 14

観光素材の商品化及び販売（※①②）達成目標 1
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◆井笠圏域，備後圏域及び高梁川流域圏域等の
広域観光商品を開発し，積極的に販売します。

◆修学旅行誘致事業助成金制度を活用し，教
育旅行の誘致に努めます。

◆笠岡市地域産業魅力づくり応援事業費補助
金制度を活用し，観光資源の開発・商品企
画等を支援します。

◆かさおかブランド協議会の活動による観光
商品の開発・販路拡大事業を支援します。

◆笠岡諸島の優位性を活かした多様なイベン
トの開催等を支援します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆観光事業の総合的なプロ
デュース

◆かさおかブランド育成事業
◆笠岡市地域産業魅力づくり応
援事業

◆白石踊保存会後継者育成事業
◆郷土芸能・伝統行事の保存育
成事業

◆エージェントツアー※
◆エクスカーション※
◆観光産業と他産業の交流事業
◆観光資源の調査・分析，観光
施策の提言

主要事業

※エージェントツアーとは，雑誌社や旅行業者等を対象として実施されるツアーで，雑誌等への記事掲載や旅行商品造成の
動機付けを図り，観光地の魅力について情報発信を促進するもの

※エクスカーションとは，従来の見学会や視察とは異なり，訪れた場所で案内人の解説に耳を傾けながら，参加者も意見を
交わし，地域の自然や歴史・文化と社会資本の果たす役割等を学び考え，理解を深める「体験型の見学会」

◆観光事業の後継者及び新規参入者の育成を
図ります。

◆外国人用観光案内看板・パンフレット等を整
備し，インバウンドの取り込みに努めます。

◆笠岡諸島の待合所，観光トイレ，遊歩道等
の整備改修や桟橋のバリアフリー化・有効
活用等の環境整備とともに，公共交通体系
を検討し，離島航路の維持に努めます。

◆笠岡市地域産業魅力づくり応援事業費補助
金制度を活用し，宿泊施設の整備を支援し
ます。

◆観光に従事する団体・個人経営者による勉
強会を開催し，「稼ぐ観光の街・笠岡」の具
現化を図ります。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

笠岡市地域産業魅力づくり応援事業（観
光商品・観光サービス開拓事業） 件／年 4. 1. 5. 5.

宿泊施設数 軒 16. 19. 19. 23.

観光客受け入れ体制の整備（※②③④）達成目標 2

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要
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◆笠岡市地域産業魅力づくり応援事業
◆観光施設の整備
◆ガイドボランティア育成事業
◆笠岡市観光連盟への事業補助
◆笠岡諸島めぐりツアー

◆外国人観光客受け入れ研修
◆観光従事者育成事業
◆観光事業後継者・新規参入者育成に
係る調査

主要事業

◆観光の売り込み等の見本市及び展示会への
出展を支援します。

◆観光コーディネーターによるエージェント
への積極的な宣伝活動を実施するとともに，
観光連盟への支援を強化します。

◆かさおかブランド認定資源の情報発信をす
るための広告宣伝を支援します。

◆笠岡市観光連盟のホームページや外国人誘
客サイトの活用，在住外国人との連携等に
より，インバウンドの取り込みに努めます。

◆笠岡市地域産業魅力づくり応援事業費補助
金制度を活用し，観光情報の発信システム
の構築や販路開拓等の事業を支援します。

◆市民観光レポーター，市外での情報発信協
力者等の確保を図ります。

◆観光アプリケーションの開発等，ＳＮＳを
活用した情報発信の推進を図ります。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

観光資料配布数 部／年 21,540. 8,000 8,500 10,000.
観光ホームページアクセス数 件／年 376,000 380,000. 385,000. 400,000.

観光情報の積極的なＰＲ（※②⑤）達成目標 3

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆笠岡市地域産業魅力づくり応援事業
◆観光事業後継者の育成
◆ガイドブック及びホームページ等の多言語化
◆Wi-Fi スポット，デジタルサイネージの整備
◆笠岡市観光連盟への事業補助
◆笠岡諸島交流センターの活用
◆観光客誘客活動

主要事業
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◆道の駅の誘客の最大コンテンツである四季
の景観作物の計画的な栽培管理を図ります。

◆中四国地域の道の駅の中でも「笠岡ベイ
ファーム」へ誘客するために，他の地域と
の差別化を図ります。

◆道の駅「笠岡ベイファーム」を観光拠点と
位置付け，積極的に誘客を図ります。

◆道の駅にゲートウェイとしての役割をもた
せ，笠岡市内の観光地へ誘客し，２次的な
経済波及効果を図ります。

◆道の駅の販売状況をモニタリング事業によ
り適切に管理します。

◆道の駅「笠岡ベイファーム」運営協議会の
推進を図ります。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

来場者数（1～ 12月） 千人／年 852 865.. 870. 940.
販売額（1～ 12月） 千円 501,842. 498,555 512,000 553,000..

道の駅の効果的な運営（※⑥）達成目標 4

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆巡回周遊バス運行事業
◆フラワーフェスティバル
◆景観作物栽培管理事業
◆施設整備事業
◆道の駅「笠岡ベイファーム」運営協議会

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市産業振興ビジョン 2014年３月 ５年
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年
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主担当課／農政水産課
関係課／建設管理課，商工観光課

1-6

干拓地農業の活性化
長い年月をかけて，先人の知恵と工夫によってつくられた干拓地を有効活用するた
め，農地のより効率的な利用と，干拓地農業の周知を進めるとともに，環境負荷に
配慮した持続可能な循環型農業の実現を目指します。

基 本 方 針

①後継者不足等により，個人農地は耕作放棄地となる一方で，事業規模拡大のための農地を探し
ている農業法人もあることから，農地の利用集積に向けた取組が必要です。

②長年赤字経営が続いていた粗飼料栽培は，粗飼料基地の全区画を農業法人等に貸付けることによ
り赤字が解消されています。一方で，南端エリアには岩石が多く，耕作不適地が存在しています。

③道の駅「笠岡ベイファーム」では，周辺の景観作物・季節ごとのイベントにより多くの方が来
場され，地域情報の発信拠点となっています。干拓地が有効利用されている実態が市民に十分
に浸透しているとはいい難い状況の中で，こうした施設等も活用しながら周知を進めていくこ
とが必要です。

④干拓地での牛の頭数が１万頭に達すると予測されている中で，排泄物の適切な処理は，臭気対策・
水質保全対策にもつながることから喫緊の課題となっており，早急な対応が求められています。

①離農者の農地が農業法人にスムーズに貸付けられるように，農地中間管理機構等を通じた農地の利用集
積と農家の法人化を推進します。

②粗飼料基地全区画の貸付を継続するとともに，耕作不適地の圃場を整備し，農地の有効利用を図ります。

③道の駅「笠岡ベイファーム」を活用して干拓地の有効利用をＰＲし，高付加価値化された農作物による
地域産品のブランド化を推進します。また，干拓地の視察を積極的に受け入れ，見学会・出前講座を実
施し，干拓地農業の認知度向上に努めます。

④牛の排泄物の増加に対応するため，県・畜産農家・耕種農家等と協働して牛糞堆肥の品質改善に努め，
干拓地内外への販売を促進します。あわせて，バイオマスの利活用等，牛糞の堆肥化以外での利用方法
を検討し，臭気対策・水質保全対策を進め，環境負荷の軽減に取り組みます。

現況と課題

対　策
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総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

農業事業所数（経済センサス統
計調査）※笠岡湾干拓地内 事業所 8. 8. 10. 11. 12.

従業者数（経済センサス統計調
査）※笠岡湾干拓地内 人 111. 111. 130. 380. 400.

◆農地中間管理機構及び農業委員会等と連携
を図り，高齢等の理由で離農した営農者の農
地を担い手となる農業法人等へ貸付けます。

◆岡山県と連携を図り，粗飼料基地の全区画
貸付を継続し，耕作不適地が圃場として活
用できるよう整備を行います。

◆道の駅「笠岡ベイファーム」における，菜
の花・ひまわり等の景観作物の栽培，イベ
ントでの旬の農産物の販売等を通じ，集客
増を図ります。

◆かさおかブランド協議会によるブランド認
定を行い，笠岡湾干拓地の農産物のブラン
ド化を推進します。

◆干拓地の魅力や先進的技術等の情報をホー
ムページ等で積極的に発信し，視察や見学
の要望に対応します。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

耕作面積
※干拓地の作付調査（年２回調査合計値） ha 329 300. 305. 324.

農業法人数 法人 25. 25. 26. 27.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

道の駅来場者数（1～ 12月） 千人／年 852. 865　. 870. 940.
視察の受け入れ件数 件／年 8. 11. 15. 25.

農地の有効利用（※①②）

干拓地農業と農産物の周知（※③）

達成目標

達成目標

1

2

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆道の駅管理運営事業
◆道の駅花いっぱい事業
◆かさおかブランド育成事業
◆干拓地農業支援・周知事業

◆農地中間管理事業
◆笠岡湾干拓地農業基盤整備事
業

◆粗飼料基地管理委託料による
粗飼料基地の管理

主要事業

主要事業
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◆笠岡市畜産クラスター協議会の中で，負荷
軽減施設の整備等，畜産環境問題の改善を
進めます。

◆笠岡湾干拓環境保全ネットワークによる排
水路の補修や維持管理等の活動を通じて，
水質保全を図ります。

◆共同堆肥舎の牛糞堆肥を干拓地内外の農家
へ販売することを通じて，牛糞の適切な処
理を進めます。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

共同堆肥舎の牛糞堆肥搬出量 ｔ／年 10,709. 8,903. 11,000. 11,000.
寺間遊水池のＣＯＤ※ mg/L 15. 18. 17. 16.

持続可能な循環型農業の確立（※④）達成目標 3

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

※ＣＯＤとは，水質汚濁の指標の１つで，水中に有機物等の物質がどれくらい含まれるかを，酸化剤の消費量を酸素の量に
換算して示すもの

◆畜産クラスター事業
◆多面的機能支払交付金事業（笠岡湾干拓環境保全ネットワーク分）
◆笠岡湾干拓地水質保全対策事業

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市田園環境整備マスタープラン 2003年２月 －
笠岡市農業経営基盤強化促進に関する基
本的な構想 2014年 10年

笠岡市農業の有する多面的機能の発揮の
促進に関する計画 2015年８月 －

笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年
笠岡市酪農・肉用牛生産近代化計画 2016年３月 10年

笠岡農業振興地域整備計画 2018年７月
（策定予定） 10年
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菜の花 Festival

ロータリーパーラー

道の駅「笠岡ベイファーム」

粗飼料基地の管理
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主担当課／都市計画課
関係課／全庁

2-1

魅力的で快適に暮らせる都市形成
市民の豊かで快適な暮らしを守り，子育て世帯の居住を誘導するため，「住みやすい」，「楽しめる」，「発
進力ある」まちづくりを目指して，中心市街地では公共施設の再編・集約と居住促進政策の推進に
より本市の魅力を活かした「都市機能の拠点」及び「歩いて暮らせるまち」を形成し，地域におい
ては恵まれた自然環境や田園風景と調和させながら地域特性にあった土地利用に取り組みます。

基 本 方 針

① 本市の都市拠点であるＪＲ笠岡駅周辺は，駅北側の区画整理事業は完成したものの，市役所から
笠岡諸島交流センターまでの駅を中心としたエリア内の移動がスムーズに行えないため，駅の持
つ機能効果が活かされておらず，特に駅南側での空き家の増加や商店街の活力の停滞等，中心市
街地としての拠点性が弱まっています。そのため，賑わいや魅力の向上に向けて，良好な市街地
環境の保全や創出，番町地区との連携強化や適切な機能分担による都市機能の強化が必要です。

②地域の魅力の創出や地域に密着したきめ細かい土地利用により，全ての人々が安心で快適に暮
らせるまちづくりを進めていくとともに，産業の振興に資する適正な土地利用の規制・誘導が
必要となっています。

③主要な道路の沿線の利用されていない土地に住宅開発等による居住の誘導を促進し，人口密度
の維持を図るとともに，公共交通の維持や徒歩圏における生活利便施設の誘導等といった，ま
ちの機能を高める取組が必要です。

①ＪＲ笠岡駅周辺については，将来的に駅舎の橋上化を見据えて，ＪＲ西日本の協力を得ながら都市再生
整備事業によりＪＲ笠岡駅の南口や駅前広場等の施設整備を実施していきます。また，それらの施設整
備を民間活力導入の起爆剤として，既存の駐車場や駅周辺の空き地の有効活用，商業施設や居住の活性
化を官民連携で推進し，埋立や公共施設の建設も視野に入れながら，集客力の向上による交流人口の増
加や中心市街地としての拠点性向上により都市機能強化を図り，定住人口の増加へとつなげます。

②用途地域，特定用途制限地域等の見直しにより，未利用地の有効活用を図り，企業誘致等の定住促進に
つながる土地利用を誘導します。

③居住機能及び都市機能を誘導するエリアの検討，公共交通の充実等に関する検討を行い，将来的な公共
施設の再編や人口密度を維持する拠点についてのまちづくりの方針を示し，関係施策との相乗効果によ
る魅力あるまちづくりを推進します。

現況と課題

対　策
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総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

人口集中地区の人口比率
（国勢調査基準に準ずる） ％ 33.8 34.0 34.5 36.0 38.0

「公共交通の利便性の向上」
の満足度（市民意識調査） ％ △ 39.1 － △ 30.0. △ 26.5.

（2020 年）
△ 19.5

（2024年）
「調和のとれた土地利用」
の満足度（市民意識調査） ％ △ 26.5. － △ 15.0. △ 11.5.

（2020 年）
△ 4.5

（2024年）

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

「公共交通の利便性の向上」の満足度（市
民意識調査） ％ △ 39.1 － △ 30.0. △ 26.5.

（2020 年）
地域公共交通の利用者数 千人／年 1,958 1,960. 1,962. 1,965

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

笠岡港工業用地以外での新規操業開始企
業数 企業／年 1. 1. 2. 2( 累計 8).

事業用地造成促進奨励金支給件数 件 0. 1. 1. 1( 累計 4).

地域の特性を活かした個性あるまちづくり（※①③）

産業振興に向けた調和ある土地利用（※②）

達成目標

達成目標

1

2

◆「ＪＲ笠岡駅周辺整備基本構想」に基づく
整備事業を実施し，ＪＲ笠岡駅と笠岡港（住
吉地区）の連携強化を図り，公共交通利用
者の利便性の向上を図ります。

◆都市機能誘導地区及び居住誘導地区の検討
を行い，将来的な公共施設の再編や人口密
度を維持する拠点についてのまちづくりの
方針を定めます。

◆定住促進につながる土地利用の誘導を行う
ため，用途地域，特定用途制限地域の見直
しを行います。

◆周辺の住環境や農業環境との調和に配慮し
つつ，産業振興等に資する土地利用を検討
します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆ＪＲ笠岡駅周辺整備事業
◆都市機能誘導地区及び居住誘導地区の検討
◆笠岡港の再開発についての検討

◆用途地域，特定用途制限地域等の見直し

主要事業

主要事業



66

Kasaoka City G
eneral plan

基
本
計
画

２　
活
性
化
戦
略

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市土地利用調整基本計画 2005年３月 20年
笠岡市都市計画マスタープラン 2015年４月 20年
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年
地域コミュニティネットワーク再生計画 2016年１月 ４年
福山・笠岡地域公共交通網形成計画 2017年３月 ６年
笠岡市空家等対策計画 2017年６月 ５年



67

基本計画

主担当課／定住促進センター
関係課／全庁

2-2

定住・住宅対策
市民と協働しながら，市政のあらゆる分野で定住促進事業を展開することによって，
市民一人一人が笠岡に住んでいて良かったと幸せを実感できるような，「住みたい住
み続けたいまち　笠岡」を目指します。

基 本 方 針

① 2010 ～ 2017 年度を計画期間とする「第６次笠岡市総合計画」においては，「定住促進」を
最重要課題と位置付け，全庁をあげて総合的な定住施策を実施してきました。一方で，笠岡市
の社会動態は若者を中心に転出超過が続いていることから，倉敷市や福山市への通勤利便性等
を活かした新たな定住人口の獲得等，更なる定住促進の取組が求められます。

②進学等に伴う若い世代の都市部への転出を抑制することは現実的に難しい中で，就職・結婚・
出産等を契機としたＵ・Ｉ・Ｊターンや，定住につながる取組が求められます。

③市内には管理されていない空き家が増加しており，防災，衛生，景観，防犯等の面で，近隣住
民の生活環境への影響が問題となってきています。また，市内の住宅団地の多くは，既存の居
住者によって埋まっている状況にあり，新たな住宅団地の増加が求められています。

④市営住宅は，1970 年以前に建てられたものが 43％を占めており，全体の７割は現在の耐震
基準が施行される以前に建てられています。既存住宅の耐震化・長寿命化を実施していく必要
がありますが，住宅確保配慮者への必要供給戸数を維持しながら統廃合を進め，建替に当たっ
ては定住促進に向けたニーズに応える必要があります。

①笠岡市のイメージアップや利便性をアピールし，移住・定住を促進するため，笠岡市の魅力や強みを積
極的にＰＲするとともに，若者が住みやすいまちづくり，魅力的な地域づくりに取り組み，若者を中心
とした地元定着を促進します。

②「笠岡市定住促進ビジョン」に基づき，ライフサイクルの中の「結婚」「妊娠」「出産」「子育て」といっ
た，定住の動機付けとなる時期に効果が期待できる定住促進の取組を進めます。

③まちづくり協議会との協働による空き家の活用を推進するとともに，公共施設の跡地，笠岡駅周辺整備
や県道整備等により利便性の向上が見込める地域に民間企業の力を活用した住宅用地造成を誘導する
等，官民連携した多様な住宅供給を進めます。

④市営住宅については，公営住宅長寿命化計画に基づき改善事業等を進めるとともに，廃止等により新た
に生じた土地については，民間活力を活用した住宅団地開発の誘導を図ります。

現況と課題

対　策
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総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

社会動態人口年間増減数 人／年 △ 400 △.290 △.50 4 12
20 ～ 39歳の女性婚姻率 ‰ 2.48 2.44 2.88 2.88 2.88
これからも笠岡市に住み続
けたいと感じている市民の
割合（市民意識調査）

％ 53.1 － 55.0 60.0
（2020年）

67.0
（2024年）

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

若者会議参加登録者数 人 96 120 120 120
若者会議延べ参加者数 人 440 360 500 500
地域おこし協力隊員数 人 5 8 10 10

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

結婚応援イベント参加人数 人／年 190 120 200 200
新婚世帯家賃助成新規交付件数 件／年 21 15 30 30

若者を中心とした地元定着・移住促進（※①）

結婚応援・子育て支援（※②）

達成目標

達成目標

1

2

◆若者が自ら考え，自ら企画し，自ら実行す
る場として「若者会議」を開催し，若者が
住みやすいまちづくりを進め，地元定着を
促します。

◆地域の新たな担い手となる「地域おこし協
力隊」等の多様な人材を積極的に育成し，
連携・協働することで地域を活性化します。

◆笠岡市の魅力や強みを積極的に情報発信し
ていくとともに，実際に移住体験ができる

「お試し住宅」を活用し，笠岡市への移住を
促進します。

◆結婚相談所の設置や結婚応援イベントの開
催等により，結婚を考えている独身の男女
を対象に出会いの場を提供し，結婚につな
がるサポートを行います。

◆新婚家庭に対して家賃助成を行い，経済的
負担を軽減します。

◆両親や祖父母との同居・近居により，出産・
子育てに対する負担を軽減できるような支
援を行います。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆若者会議開催事業
◆地域おこし協力隊事業
◆お試し住宅事業

◆結婚応援事業
◆新婚世帯家賃助成事業
◆多世代同居等支援事業

主要事業

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

住宅新築助成金交付件数 件／年 73 85 90 90
空き家バンク物件契約件数 件／年 14 20 20 20
定住化土地造成促進奨励金 件／年 0. 0. 1 1.

多様な住宅供給と住宅取得支援（※③④）達成目標 3

◆住宅取得に伴う経済的負担を軽減する支援
により，市内への定住を促進します。

◆市内で増加する空き家の情報収集を行い，
空き家の利活用を促進して空き家の低減に
努めるとともに，情報発信し流通に乗せるこ
とで，住む場所の選択肢を広げていきます。

◆笠岡市の魅力や強みを積極的にＰＲし，民間
活力を活用した住宅用地の造成を誘導します。

◆次世代に受け継ぐことのできる良質な住宅
ストック（既存の資源）の形成を促進します。

◆市営住宅について，老朽化したストックの
長寿命化と計画的・集約的な整備とを図り
ます。

◆市営住宅整備のため移転を推進するととも
に，市営住宅跡地での住宅整備等の活用を
検討します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市住宅マスタープラン 2014年３月 10年
笠岡市公営住宅等長寿命化計画 2014年３月 10年
人口ビジョン／笠岡市まち・ひと・しご
と創生総合戦略 2015年８月 ５年

笠岡市空家等対策計画 2017年６月 ５年
笠岡市定住促進ビジョン 2017年 10月 －

◆住宅新築助成金交付事業
◆定住促進に係る固定資産税相当額
の一部助成事業

◆住宅リフォーム助成金交付事業
◆空き家有効利用対策事業（空き家
バンク）

◆空き家バンク活用奨励金交付事業
◆定住化土地造成促進奨励金交付事
業（住宅用地）

◆公営住宅長寿命化事業

主要事業
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主担当課／建設管理課，建設事業課
関係課／都市計画課，農政水産課

2-3

道路ネットワーク及び港湾・漁港の整備
☆利用者が円滑に移動できる効率的な道路網を形成するとともに，安心して利用でき
るように道路や橋梁の安全性を高めます。
☆防波堤等の港湾・漁港施設を整備することによって，港を利用する船の出入や人の
乗降を容易にし，乗客や漁船員の安全を確保するとともに，港の利便性を高めます。

基 本 方 針

①笠岡駅周辺の拠点機能強化と駅南側の活性化が望まれている中で，住吉地区の国道２号は１日
当たり３万２千台の交通量があり慢性的な渋滞が発生しています。特に夕方は，生江浜・旭が
丘地区から富岡・浜中地区まで渋滞し，本市の主要都市拠点である笠岡駅及びその周辺への
アクセスが阻害されていることから , 国道２号バイパス（「玉島・笠岡道路」，「笠岡バイパス」
及び「福山道路」）の早期完成が必要です。また，定住促進や企業誘致に向けて市内各地の土
地利用を促進するためには，県道園井里庄線や山口押撫線，寄島笠岡線等の幹線道路の早期整
備が望まれます。さらに , 市民生活を支える各集落の生活道路には幅員が狭く緊急自動車の通
行に支障をきたしている路線が多くあり，改築整備が必要です。

②高度成長期につくられた橋梁等の多くの道路施設が耐用年数を迎えつつある中で，適切な施設
管理や更新事業を行う必要があります。

③防波堤や護岸，浮桟橋等の港湾や漁港施設は長期計画に沿って年次的に行ってまいりましたが，
新たな防波堤や係留施設の整備も求められています。また，長期間使用されていない船舶等が
増加し係留場所が不足している状況があり，こうした船舶等の整理に向けた取組が必要となっ
ています。

④港湾・漁港施設には建設からかなりの年数が経過している施設が多くあり，計画的な老朽化対
策が必要です。

⑤笠岡港の港湾内に不法係留されたプレジャーボート（遊漁船）は，定期旅客船など他の船舶の
航行に危険なだけでなく，洪水・高潮時等には水門からの流水を阻害し，艇が流出すれば災害
を招く恐れがあります。適切な係留場所・保管場所へ誘導する必要がありますが，係留施設の
不足が課題となっています。

現況と課題
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①国道２号バイパス（「玉島・笠岡道路」及び「笠岡バイパス」）の早期完成や県道の整備促進を国土交通
省と岡山県に対して強く要望するとともに，（仮称）笠岡西インターチェンジ以西の「福山道路」につ
いても福山市と連携を図りながら国土交通省に早期事業化を要望します。さらに , 篠坂スマートインター
チェンジの事業化についても重ねて国土交通省に要望します。生活道路については，狭あい区間の解消
に努めるとともに，国道２号バイパスや県道へのアクセス市道の整備を進め，利便性の向上を図ります。
また，県道整備事業の促進を，地元地域と一体になって岡山県に強く要望していきます。

②橋梁やトンネル等の道路施設の適切な維持管理と，建設当時から交通状況が変化していることを踏まえ
て，計画的に修繕や改修工事等を行い施設の長寿命化を図ります。

③港湾・漁港の安全性・利便性を高めるために，気象条件等に対応した防波堤，係留施設等の整備を進め
ます。また，係留場所不足の原因となっている長期間使用されていない船舶等については地元関係者と
も協議しながら改善を図ります。

④港湾・漁港施設を適切に維持管理するとともに，機能保全計画に基づいて計画的に改修や修繕工事を行
い，泊地浚渫も含めて施設の長寿命化を図ります。

⑤岡山県が整備した港町のプレジャーボート係留施設のように，笠岡港内にプレジャーボートを適切に係
留・保管できる場所を確保するための取組を推進します。

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

「道路の整備」の満足度（市
民意識調査） ％ △ 13.0 － △ 10.0 △ 8.0

（2020年）
△ 4.0

（2024年）
「港湾・漁港の整備」の満
足度（市民意識調査） ％ 2.5. － 3.0. 3.5

（2020年）
4.5

（2024年）

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

「道路の整備」の満足度（市民意識調査） ％ △ 13.0 － △ 10.0 △ 8.0
（2020年）

修繕橋梁数（累計） 橋 9. 16. 21. 35

道路の整備と維持管理（※①②）達成目標 1
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◆フェリー発着場における乗降の安全や利便
性の向上のために，施設整備等の対策を進
めます。

◆高島漁港に防波堤を整備し，他の漁港につ
いても安全で利便性の高い港整備を推進し
ます。

◆老朽化が進み機能が低下した港湾・漁港施
設に適切な改良を加え，安全性を確保しな
がら長寿命化を図り，更新コストの縮減を
図ります。

◆港湾・漁港の環境整備に向けて，長期間使
用されていない船舶等を調査し改善に取り
組みます。

◆笠岡港内に新たなプレジャーボートの係留
施設の整備を港湾管理者である岡山県に要
望していきます。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

港湾施設長寿命化実施率 ％ 17. 24. 38 69.
漁港施設長寿命化実施率 ％ 25. 29 38 58

港湾・漁港の整備と維持管理（※③④⑤）達成目標 2

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆港湾改修事業
◆漁港改修事業
◆水産基盤ストックマネジメ
ント事業

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
港湾施設長寿命化計画 2012年 －
水産物供給基盤機能保全事業基本計画 2015年４月 －
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年
笠岡市橋梁長寿命化修繕計画 2017年３月 ５年

◆国道２号バイパスや県道の整備促進・早期
完成に向けて要望活動を強化し，篠坂スマー
トインターチェンジの事業化に取り組みま
す。事業化に併せて，アクセス市道等，周
辺道路整備を計画的に進めます。

◆市民の利便性の地域間格差を少なくするた
め，市民の要望を踏まえた利便性の高い道
路施設整備を，コスト縮減を図りながら効
率的に進めます。

◆道路や橋梁等の道路施設は，定期点検を行
いながら修繕計画に基づいて長寿命化を図
り，計画的な修繕や改修工事を行います。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆国道２号バイパス及び篠坂
スマートインターチェンジ
整備事業

◆道路及び橋梁整備事業
◆道路ストックの長寿命化事
業

主要事業
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主担当課／企画政策課
関係課／都市計画課，商工観光課

2-4

利用しやすい公共交通システムの構築
鉄道，路線バス，タクシー，旅客船，フェリー等の多様な交通モードを連携し，市
民の利用ニーズはもちろん交流人口の増加に資するため，観光客等のニーズにも適
した，利用しやすい公共交通システムを構築します。

基 本 方 針

①人口の減少や高齢化，モータリゼーションの進展等に伴い，対象地域において運行（運航）さ
れる多くの公共交通の利用者数は島しょ部を中心に減少傾向にあります。市内で生活をするた
めに必要な公共交通機関の維持に向けて，市民ニーズを踏まえた各種公共交通機関のダイヤ等
の調整と，利用促進が求められています。

②自宅又は自宅付近から目的地へ直接赴くことのできる公共交通への市民ニーズが高まっている
一方で，市内の一部には公共交通の利用が困難な公共交通空白地域が存在します。また，道路
交通法改正に伴う免許返納高齢者の増加が見込まれる中で，地域での暮らしを維持するために，
多様な交通モードが連携した，公共交通システムを構築することが必要です。

③通勤や買い物，通院といった日常生活圏が拡大する中で，2017 年３月に策定した「福山・笠
岡地域公共交通網形成計画」等に基づき，より広域的な視点からも公共交通システムを検討・
構築することが求められています。

④笠岡諸島を中心に，今後市内へのインバウンド等の増加が見込まれる中で，観光客も利用しや
すい公共交通システムを検討・構築することが求められています。

現況と課題

①路線バスや海上交通等について，運行サービス内容が利用実態や住民ニーズ等に適していない場合は，
効率化や利便性向上を図るため，交通事業者と市が協議し，必要な改善について検討，実施します。また，
地域や学校団体，市民等と連携し，公共交通の社会的意義や利用意識の啓発を図るモビリティ・マネジ
メントを推進し，公共交通の利用を促します。

②高齢者等へのタクシー運賃等の助成に加え，高い住民ニーズがある地域への乗合タクシー等の導入・支
援を検討し，移動手段を確保することができる仕組みの構築を目指します。

③福山市をはじめとした日常生活圏の移動の利便性を高め，一層の交流促進を図るために，利用ニーズに
適した新たな公共交通の導入を検討します。

対　策
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④観光客のニーズを踏まえ，道の駅「笠岡ベイファーム」や笠岡諸島といった市内の主要な観光施設等へ
のアクセシビリティを高める公共交通システムを検討していきます。

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

地域公共交通の利用者数 千人／年 1,958 1,960. 1,962. 1,965. 1,970

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

路線バス等の利用人数 人／年 438,525 440,000. 440,000. 440,000.
路線バス運行に係る市の負担額の水準維持 千円 26,655 30,000. 32,000. 32,000.

市民が利用しやすい公共交通システムの維持・構築（※①②）達成目標 1

◆１日生活圏内の移動を視野に入れた公共交
通システムを検討します。

◆公共交通空白地の解消を図ります。

◆路線バスの利用者数維持のため，利用促進
策を図ります。

◆海上交通の利便性向上を図ることで航路を
維持します。

◆利用者の利便性向上のため，航路体系を改
善します。

◆公共交通維持のため，国，県等補助金を有
効活用します。

◆免許を持たない人の外出及び移動支援を実
施します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆陸上交通，海上交通の拠点整備及び
利用促進

◆各種利用促進事業
◆公共交通活性化協議会
◆航路改善協議会
◆バス車両の計画的な更新
◆安定的な航路の維持確保

◆高齢者タクシー料金助成事業
◆乗合タクシー，自家用有償旅客運送
等をはじめとした様々な交通モード
の検討と導入

◆科学技術の発展による新しい移動
サービス等の検討

◆免許返納高齢者支援の検討

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

旅客船の利用人数 人／年 172,611. 180,000. 180,000. 180,000.

交流人口の増加等に向けた公共交通システムの構築（※③④）達成目標 2

◆福山市との移動の利便性を高めていきます。

◆道の駅「笠岡ベイファーム」を中心とした
各観光施設等への回遊性を高めます。

◆ＪＲ笠岡駅南側を中心とした駅周辺地区の
整備を行い，交流人口の増加を図ります。

◆笠岡諸島への観光客を誘致します。

◆観光客が公共交通を利用しやすい仕組みづ
くりを構築します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆福山・笠岡地域公共交通再編実施計画
の策定

◆福山市，笠岡市間の県境を跨ぐ地域間
移動を可能にする新規路線等の導入

◆いいとこめぐりバスの運行
◆ＪＲ笠岡駅周辺整備事業
◆白石島港浮桟橋，待合所の整備

◆海上交通のダイヤ及び寄港地の検討
◆公共交通マップの作成
◆デジタルサイネージによる交通機関の
乗換及び観光情報の提供

◆重要な観光資源である道の駅「笠岡ベ
イファーム」や笠岡諸島への交流人口
拡大

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年
地域コミュニティネットワーク再生計画 2016年１月 ４年
福山・笠岡地域公共交通網形成計画 2017年３月 ６年
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主担当課／企画政策課
関係課／関係各課

2-5

離島振興
島民，民間団体，行政との協働を通じて地域コミュニティの継続的な維持や公共サー
ビスの提供，道路や港等の整備を図ることで，いつまでも安心して離島で住み続け
ることができる環境を実現します。また，島の魅力を発信し，観光客を増やします。

基 本 方 針

①笠岡諸島の人口は，1955 年頃をピークに大きく減少しており，地域の活力を維持することが
困難な状況となっていることから，多様な振興策の検討・推進が求められています。

②集落活動の担い手不足から，高齢者が高齢者を支える構図となっており，離島における集落活
動の維持が困難になるといった新たな問題等に対する支援が求められています。

③島民で構成される民間団体が自ら離島振興に取り組むとともに，行政と協働して各種地域づく
り事業にも取り組んでおり，全国的にも大きな評価を受けています。

現況と課題

①離島振興法に基づく国の交付金は，ソフト事業に幅広く利活用できる状況になっていることから，こう
した交付金事業を活用しながら計画的・包括的な離島振興を進めます。

②生活のために必要な福祉・介護・医療等の公共サービスの提供，就業の促進，観光の振興，通学支援，
社会活動参加支援を行います。また，道路，港，公共交通の乗り場環境等，公共施設の整備並びに島民
にとってなくてはならない島内の交通及び生活航路の確保維持等に取り組みます。

③民間団体との協働を更に進めるとともに，交流人口の拡大を目指して島の集落維持のための外部応援団
の育成を図る等，計画的な離島振興に取り組みます。

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

離島の人口減少の割合
（対前年比） ％ △ 5.2 △ 5.5 △ 5.5 △ 5.5 △ 5.5.
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

「離島の振興」の満足度（市民意識調査） ％ △.10.6 － △.10.0 △ 9.5
(2020 年 ).

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

健康長寿愛らんど事業への参加者 人／年 3,184 3,200. 3,230. 3,230.
旅客船の利用人数 人／年 172,611 180,000. 180,000. 180,000.

計画的な離島振興の取組推進（※①）

必要な公共サービスの提供と航路の維持確保（※②）

達成目標

達成目標

1

2

◆離島を有する自治体の全国組織や県内の離
島関係自治体で構成する団体等の活動を通
じて離島の振興に関する情報を交換，収集
し，自治体間の連携を強化し，各種課題の
解決に取り組みます。

◆離島振興に係る諸施策を計画的に実施しま
す。

◆笠岡諸島振興計画を計画的に実施します。

◆島しょ部で暮らし続けることができるよう
健康維持，介護予防に取り組みます。

◆島しょ部で暮らす高校生が陸地部の高校に
通学するための支援を行います。

◆島しょ部で暮らす小中学生が陸地部での文
化・スポーツ活動に参加するための支援を
行います。

◆島しょ部での医療体制及び救急体制の確保
を図ります。

◆航路の利用促進を図り，航路の維持を図り
ます。

◆離島での生活に必要な公共施設の整備を行
います。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆全国離島振興協議会..　◆岡山県離島振興協議会　◆日本離島センターとの連携

◆健康長寿愛らんど事業
◆離島高校生修学支援事業
◆離島小中学生交通費支援事業
◆医師輸送費補助事業，離島救急患者輸送委託
◆航路の維持を図るための取組

◆離島における道路整備事業
◆離島における港湾整備事業
◆離島における漁港等整備事業
◆港の乗り場環境改善事業

主要事業

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

北木島宿泊研修所「石切りの杜」利用者数 人／年 635 700. 700. 700.
交通空白地有償運送の利用者数 人／年 650 650 650. 650.

協働による地域づくりの推進（※③）達成目標 3

◆島の魅力を発信し，島しょ部への人の流れ
をつくり出します。

◆外部の人材を活用し，島しょ部の活性化を
図るとともに集落活動を維持する取組を行
います。

◆通所介護事業所，交通空白地有償運送をは
じめとした島しょ部に暮らす人の生活を支
える取組を支援します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆民間団体との連携強化
◆大学，高校等と連携した域学連携の取組の充実
◆通所介護事業所への支援
◆交通空白地有償運送への支援

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡諸島振興計画（第２次） 2013年４月 10年
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年

笠岡諸島 笠岡諸島交流センター「みなと・こばなし」（住吉港）
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主担当課／協働のまちづくり課2-6

市民参画・協働の推進
☆市民活動を更に進め，より笠岡らしい個性あるまちづくりを確立し，市民がいきい
きと活躍する持続可能なまちを目指します。
☆潜在的な住民自治力を引き出し，様々なセクターや市役所内の複数の部署が地域や
社会的な課題に関わることができるようなコーディネート機能を確立します。

基 本 方 針

①少子高齢化や人口減少社会が迫っている中で，自分たちの生活する地域を５年後 10 年後どの
ようにしていくかを，多くの住民の意見を取り入れながら，それぞれの地域の特色を活かした
将来像を描き共有する必要があります。

②地域活動の担い手が固定化している傾向にあり，世代交代の必要性や活動に偏りが生じる場合
があることから，若い世代を含めた地域の多くの住民がまちづくりに参画し，新たな担い手と
なってもらえるよう支援を行う必要があります。

③住民自治組織であるまちづくり協議会の活動を通じて，「地域のことは地域で守り育てる」と
いう市民の自治意識の高揚が図られており，更に地域の特色を活かした地域活動を進めていく
ためにも，寄附やコミュニティビジネス等の手法を使ったファンドレイジング（資金調達）に
ついて行政も一緒になって考えていく必要があります。

④ＮＰＯや市民活動団体等は，特定の課題や目的を達成するために行政と協働で事業を実施する
ことにより，新たな公共サービスの担い手として確立されはじめており，こうした団体への更
なる育成と支援が求められています。

⑤市民だけでなく市職員についても，持続可能な地域づくりについての意識を高め，地域の様々
な活動への積極的な参加につながる取組が必要です。

現況と課題

①各地域で様々な世代へのアンケートを実施し，また住民参加によるワークショップを重ねながら，地域
の特色を活かしたまちづくり計画の策定を目指します。

②市民が主体的にまちづくり活動を行えるように，中心的役割を担う人材の育成を進めていきます。

対　策
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③市内のまちづくり協議会が行う各地域の状況に応じた地域の課題解決や特性を活かした地域経営を行っ
ていけるように，独自財源獲得に向けた取組を進めます。

④市内で活動する多様な志縁型組織の育成を図り，活動に対して協働を進めていきます。

⑤協働のまちづくりを推進するため，市職員研修等の機会を設け，地域におけるまちづくりの市や職員の
役割などについて意識啓発を行います。また，地域の自立と住民の主体性を活かしながら，積極的に市
職員の地域まちづくり活動への参加・参画を促進します。

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

まちづくり協議会の認知率
（市民意識調査） ％ 60.7. － 65.0. 70.0

（2020年）
75.0

（2024年）
市民活動支援センター登録
志縁型組織数 団体 72. 73. 73. 75. 80

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

まちづくり協議会の活動への参加率（市民
意識調査） ％ 32.3. － 33.0. 35.0

（2020年）
地域のまちづくり計画を策定した協議会数 地区 0.. 2.. 4.. 20

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

ＮＰＯ法人数 団体 18 18 19 20
志縁型団体協働のまちづくり事業補助金の
交付件数 件／年 8. 9. 9. 10.

市民活動支援センター利用者数 人／年 17,208. 17,300. 17,300. 17,400.
市民活動支援センターが実施する研修会や
講座への参加者数 人／年 70 70. 70. 80.

市民活動総合補償保険の利用件数 件／年 12. 19. 19. 21.

地域コミュニティであるまちづくり協議会への支援（※①②③）

多様な市民活動の促進（※①②④）

達成目標

達成目標

1

2

◆まちづくり協議会が，市や市民活動団体と
協働して，地域にある課題の解決や魅力あ
る地域づくりに取り組めるように支援して
いきます。

◆より多くの市民による地域活動が活発に行
われるように，まちづくり協議会の活動の
周知に努めていきます。

◆まちづくり活動を担う新たな人材を確保す
るための育成に努めていきます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆まちづくり協議会の運営及び
活動の支援

◆地域担当職員制度
◆まちづくり協議会の連絡会議
◆まちづくり人材育成研修

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

地域担当職員延べ経験者数 人 198. 222. 246. 318.

市民と共に考え，力を合わせて取り組む市役所づくり（※⑤）達成目標 3

◆市の施策の方向に沿った，特定の目的の実
現や特定の課題解決を目指す市民活動団体
等の活動に協働で取り組んでいきます。

◆特定課題の解決に取り組むことができる団体
や政策提言のできる団体の育成や自立，さら
には志縁型組織と地縁型組織の様々な団体
相互の連携強化に向けての支援を行います。

◆市民活動支援センターは，人材育成を目的
とした研修会や講座の企画・実施や相談受
け入れ体制の充実を図ります。

◆市民が地域活動やボランティア活動等の市
民活動を安心して行えるような制度を維持
していきます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆志縁型団体協働のまちづくり事業
◆活動成果発表会
◆岡山県ボランティア・ＮＰＯ活動支援
センターとの連携強化

◆まちづくりフォーラム
◆この指とまれ講座 (人材育成講座 ).
◆まちづくり人材育成研修
◆市民活動総合補償制度

主要事業

◆地縁型組織，志縁型組織との協働による事
業を進めることの有効性・必要性の理解を
職員全体に促します。

◆各課において，地縁型組織・志縁型組織と
協働で，地域課題解決・特定課題解決とい
う新しい自治の形の取組が行われるように
推進・調整します。

◆職員一個人としても，地域で行われる活動
に積極的に参加するように呼びかけていき
ます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆協働のまちづくりに関する職
員研修

◆地域担当職員連絡会議

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
みんなが輝くまちづくり推進指針 2003年９月 －
笠岡市協働のまちづくりガイドライン 2008年２月 －
笠岡市地縁組織との協働システム構築計画 2010年１月 －
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年
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主担当課／協働のまちづくり課
関係課／学校教育課

2-7

多様な交流の促進
☆協働の取組によって国際交流に参加する市民を増やし，国際化に対応する人材を育
成するとともに，笠岡に住んでいる外国人が生活しやすい環境をつくり，多文化共
生のまちづくりを目指します。
☆友好都市等との交流を市民の積極的な参加により促進します。

基 本 方 針

①国際交流については，国際交流協会会員を中心とした活動を行っています。市民主導による国
際交流を進めていく中で，協会の活動を支援し，国際交流事業に協働で取り組んでいく必要が
あります。

② 1999 年 10 月 21 日にマレーシア・コタバル及びスウェーデン・モービロンガと友好握手都
市縁組を締結し，民間を中心とした交流を行っており，2019 年度には 20 周年を迎えます。
今後も，民間交流を支援するために友好的な交流関係を継続していく必要があります。

③ 1991 年に岡山県が設置し，2009 年度から笠岡市に移管された白石島国際交流ヴィラは，
2011 年の東日本大震災の影響により利用者が激減しています。笠岡市の国際交流と白石島の
活性化に重要な施設である本施設の利用者数を，地元住民との協働により増加させることが必
要となっています。

④外国人が安心して住めるまちを目指して，国際感覚を持った人材の育成に取り組むことが必要
です。

⑤友好都市交流については，1990 年から島根県大田市との交流事業を行っています。市民の友
好都市交流の意識を高揚させるため，市民間の交流を継続していく必要があります。

現況と課題
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①笠岡国際交流協会を中心に，市民を主体とした国際交流を推進していくために，同協会の活動を支援す
るとともに，事業企画・実施に市と協働で取り組んでいきます。

②友好握手都市縁組の２都市とは，民間交流を軸に交流事業の推進を図っていきます。

③白石島国際交流ヴィラについては，利用増に向けた体制・仕組みづくりについて地元住民と協働で取り
組んでいきます。

④外国人が笠岡で生活するために必要な様々な支援とともに，多様な交流機会を提供し，多文化共生のま
ちづくりを目指します。

⑤友好都市である大田市とは，交流事業推進補助制度を軸に，交流事業の推進を図っていきます。

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

語学事業及び国際交流事業の年
間参加者数 人／年 1,381. 1,850. 1,990. 2,320. .2,500.

大田市交流事業の年間参加者数 人／年 35. 50. 60. 70. 80

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

語学事業及び国際交流事業の年間参加者数（日
本語講座・日本語指導ボランティア養成講座
を除く）

人／年 1,149. 1,610. 1,735. 2,035.

白石島国際交流ヴィラ年間宿泊者数 人／年 683. 750. 800. 950.

国際交流の促進（※①②③）達成目標 1

◆笠岡国際交流協会を中心に，在住の外国人
や笠岡に訪れた外国人との交流の機会を増
やします。

◆友好握手都市との交流や，国際交流ヴィラ
運営の支援，国際感覚を養うための学習等
についても，市民との協働で取り組み，多
文化共生社会についての理解を深めます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆笠岡国際交流協会との協働による
交流事業

◆友好握手都市との交流

◆中学生の海外派遣事業
◆英語スピーチコンテスト
◆白石島国際交流ヴィラ運営支援

主要事業
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◆友好都市・島根県大田市との住民交流を支
援・促進します。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

日本語講座受講者数 人／年 164. 170. 180. 200.
日本語指導ボランティア養成講座受講者数 人／年 68. 70. 75. 85.

外国人が生活しやすいまちづくり（※④）達成目標 2

◆笠岡で暮らす外国人が生活しやすいように，
言語・生活の支援を行います。

◆講座をきっかけに，笠岡国際交流協会をは
じめとする市民活動団体や関係機関との交
流の機会を増やし，多文化共生のまちづく
りを目指します。

◆外国人が，安全で安心して暮らせるよう，市
民と協働して，環境づくりに取り組みます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

大田市交流事業の年間参加者数 人／年 35. 50. 60. 70.

地域間交流の促進（※⑤）達成目標 3

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆交流事業補助金

◆在住外国人向け日本語講座の実施支援
◆日本語指導ボランティア養成講座の実施支援
◆在住外国人向け情報提供，相談窓口の充実

主要事業

主要事業
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主担当課／企画政策課2-8

広域連携の推進
限られた行政資源を有効活用するため，近隣の市町との広域的な連携や多様な主体
との連携を推進し，行政運営の効率化を図るとともに地域の活性化を図ります。

基 本 方 針

①行政サービスの質の低下，コストの増加を回避するとともに，高度化・多様化する市民のニー
ズに対応するため，従来の行政区域という枠組みを超えた供給体制の更なる発展が必要です。

②圏域からの人口流出を抑制するため，広域自治体連携の一層の充実・強化が求められています。

③厳しい地方財政，少子高齢化の進展等の地域課題に対応するため，今まで以上に多様な主体との
連携，とりわけ貴重な人的・知的資源である大学との連携による課題解決が期待されています。

現況と課題

①笠岡市が現在推進している，高梁川流域圏の７市３町（新見市・高梁市・総社市・早島町・倉敷市・矢掛町・
井原市・浅口市・里庄町・笠岡市），備後圏域の６市２町（三原市・尾道市・福山市・府中市・世羅町・
神石高原町・笠岡市・井原市），井笠圏域の３市２町（笠岡市・井原市・浅口市・里庄町・矢掛町）の
３つの圏域での広域連携の取組を，更に発展させていきます。

②笠岡市では，消防，救急医療，ごみ処理，し尿処理，養護老人ホームや中学校の運営等の事務の共同処
理を行っていますが，更に一体的・効率的な運営を図ります。

③包括協定を締結している就実大学や地（知）の拠点大学である岡山県立大学等との連携を行い，地域の
活性化を図ります。

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

３圏域（高梁川流域圏，備後圏
域，井笠圏域）での連携事業数 事業 116 108. 116 117 117.
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◆地域住民，学生，各種団体等が協働して地
域課題解決のための活動をします。

◆島しょ部の拠点施設を中心として，限界集落
化した地域の継続を図るため，島外者が島しょ
部住民と共に地域を支える活動を行います。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

高梁川流域圏での連携事業数 事業 57. 58. 59. 60.
備後圏域での連携事業数 事業 57. 48. 55. 55.
井笠圏域での連携事業数 事業 2. 2. 2. 2.

近隣市町との連携の推進（※①②）達成目標 1

◆合わせて人口 150 万人を擁する高梁川流域
圏と備後圏の真ん中に位置する都市として，
両圏域をつなぐ役割を担いながら連携を推
進し，広域的で利便性の高い行政サービス
の提供に努めます。

◆井笠圏における取組を推進し，圏域全体の
活性化を図ります。

◆一部事務組合等の事業の円滑な推進を図り
ます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

地域創生コモンズかさおかを拠点とした域
学連携事業参加者 人／年 － 200. 230. 300.

域学連携の推進（※③）達成目標 2

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆高梁川流域圏及び備後圏における連携（交通ネットワークの構築や広域観光
ルートの設定，医療連携の推進，公共施設のあり方についての検討　等）

◆井笠圏域振興協議会事務
◆一部事務組合による事務の共同処理

主要事業

◆ＣＯＣ＋※大学※及び関係大学との連携強化
◆ＣＯＣ＋大学が実施する岡山創生学の支援
◆島しょ部で活動する高校，大学等との協働
◆地域創生コモンズかさおかの活用

主要事業

※「ＣＯＣ＋」とは，地（知）の拠点大学による地方創生推進事業のことで，大学が地方公共団体や企業などと協働し，地
方における魅力ある就職先の創出・開拓と，その地域が求める人材育成のための教育カリキュラム改革の取組に対し，文
部科学省が支援する補助制度

※「ＣＯＣ＋大学」とは，ＣＯＣ＋事業を中心となって推進する大学を意味し，具体的には岡山県立大学を指す

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年



87

基本計画

BINGOフェスティバル（備後圏域連携事業）
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主担当課／子育て支援課
関係課／市民課，こども育成課，学校教育課，生涯学習課

3-1

子ども・子育て環境の整備
将来の笠岡市を担う子どもたちの成長は，家庭や地域にとって大きな喜びです。子ど
もが健やかに育つことができるよう，子育て家庭が安心して子どもを産み育てられる
環境づくりを進め，子育てを地域や社会全体で支えるまちの実現を目指します。

基 本 方 針

①妊婦健康診査の公費負担が充実したことから，妊娠初期から適切な時期に健診を受けることが
できるようになり，安心して出産が迎えられる環境が整ってきています。出産後は，赤ちゃん
訪問や各種健診等により保健指導及び計画的な予防接種の勧奨を行い，健やかな成長を支援し
ています。また，訪問や健診等の機会や来所電話相談等を活用し，きめ細やかな相談支援を行っ
ています。子どもが病気にかかった際には，医療費の公費負担制度があることから，安心して
医療機関を受診できる体制を整えています。

②市が実施する１歳６か月・３歳児健診では，身体発育と精神発達の状況を把握し，幼児の特性
に応じた支援を行っています。また，発達に課題を抱える子どもへの支援ニーズが高まる中，
備後圏域６市２町によるこども発達支援センターの共同運営を行っています。今後は，医療機
関や療育機関，市内の幼稚園・保育所と連携しながら，保護者と共通認識のもと，発達段階や
家庭環境に応じた支援を行っていく必要があります。

③今後も引き続き出生数の減少が進むと予想される中，結婚・出産・子育ての希望を持てるよう
に，若い世代を中心とした子育てに関わる意識の啓発が求められています。

④近年，急速な少子化及び核家族化の進行，共働き及びひとり親家庭の増加，家庭での教育・養
育能力の低下，地域のつながりの希薄化により，家庭・地域の子育て力が低下してきています。
このような背景から，保護者の子育てに対する経済的・精神的負担感が増大し，悩みや不安を
抱えるとともに，児童虐待へ発展することも課題となってきています。

⑤就労や経済的な状況に関わらず，子どもを持つ親が安心して子育てができるように，幼稚園・
保育園の一体化や，多様な保育サービス等，計画的な支援が求められています。

①妊娠期から就学までの乳幼児とその保護者に対して，健やかな発育を支援するとともに，子どもたちの
健康管理や感染症予防を推進します。また，生涯にわたる食習慣の基礎となる乳幼児期からの食育に取
り組みます。さらに，子どもの病気の際に必要な家庭での対応方法を保護者に伝えるとともに，適正な
医療受診を勧めます。

②発達に課題を抱える子どもに対して，成長段階により医療機関や療育機関，市内の幼稚園・保育所等と
連携しながら，保護者と共に子どもの育ちを支援します。

現況と課題

対　策
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③若い世代が出産適齢期や妊娠・出産・子育てについて正しく理解し，結婚・出産・子育ての希望が持て
るように啓発します。

④家庭・地域での子育て力の低下に対しては，様々な支援サービスの充実に取り組むとともに，地域・社
会全体で子どもや子育て家庭を支えるよう，「子育て世代包括支援センター」の設立も検討しながら，
子どもを産み育てやすい仕組みづくりを進めます。また，乳幼児期から思春期に至る成長段階での保護
者の子育て不安に対し，保護者の気持ちに寄り添いながら，関係機関とも連携を図り支援を行います。
子どもとの適切な関わり方を学び，虐待予防にもつながるコモンセンス・ペアレンティング（子育て技法）
の普及や，要保護児童への支援体制の充実を図ります。

⑤子どもの健やかな育ちにつながるよう，幼稚園・保育園の一体化も含め，良質で適切な教育・保育環境
の整備を支援し，親・家庭に寄り添う支援を行い，子どもたちの健やかな成長を支えていきます。

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

安心して子どもを産み育てられると感
じている市民の割合（市民意識調査） ％ 44.1 － 46.3 48.5

（2020年）
52.9

（2024年）
年度末における５歳児の人口と５年前
の０歳児の人口を比較した増減割合 ％ 11.1. 11.5. 12.0. 13.0 14.0

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

妊娠 11週以下で妊娠届出をする妊婦 ％ 91.6. 90.0. 91.0. 92.0.
子育て意識啓発のための講座を受講した人 人／年 292. 300 310 330.

安心して子どもを産み育てられる環境（※①②③）達成目標 1

◆妊娠期から就学前の乳幼児とその保護者に
対して，健診や訪問・相談等の母子保健サー
ビスを提供し，子どもの健やかな発達・発
育を関係機関と共に支援します。

◆医療・福祉・教育との連携を図り，広報等
の各種媒体を活用し，予防接種の知識と必
要性を保護者に周知し，子どもたちの感染
症予防を推進します。

◆生涯にわたる食習慣の基礎となる乳幼児期
からの食育に取り組み，健康づくりの一環
としての食育を推進します。

◆若い世代が結婚・出産・子育ての希望を持
てるよう，子育て意識の啓発を行います。

◆保護者が妊娠期から乳幼児期までの健康管
理を行えるよう，これまでの母子手帳に加
えて「電子母子手帳」を検討します。

◆出産後，スムーズな子ども医療の申請につ
なげるとともに，受給資格者証の交付によ
り，必要な医療を安心して受けることがで
きるようにします。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆不妊・不育治療に関する助成
◆産後ケア事業　◆健康診査
◆訪問指導
◆健康教育・健康相談
◆４歳児発達支援事業
◆予防接種の推進　◆食育の推進
◆若い世代の子育て意識啓発事業
◆子ども医療費公費負担制度

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

子育てコンシェルジュ利用件数 件／年 169. 200. 250. 350

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

保育所（園）・認定こども園（保育所部分）・
事業所内保育（地域枠）定員 人 1,293. 1,264. 1,349. 1,360.

子どもを健やかに育てるための家庭支援の充実（※④）

安心・安全な子育て環境の充実（※⑤）

達成目標

達成目標

2

3

◆地域・社会全体で子どもや子育て家庭を支
えるよう，子どもを産み育てやすい施策の
充実を図ります。

◆子育て中の家庭に対し，子育てに関する情
報提供や相談対応・助言等を行うことによ
り，家庭の育児力を高め，子育ての孤立化
を防止します。

◆ひとり親家庭の自立を促すため，相談体制
を整備し，関係団体と相互連携を図り就業
を支援します。

◆要保護児童への支援については，各関係機
関や地域の各団体等で構成する要保護児童
対策地域協議会を活用します。

◆子どもの貧困について，実態把握を図り効
率的な貧困対策を推進していきます。

◆子ども条例で推進する取組を含めた子ども・
子育て支援に関する施策の総合的かつ計画
的な推進を図り，子育て支援環境の更なる
充実を図ります。

◆子どもを持つ親が安心して働くことができる
よう，多様化する保育ニーズを把握し，保育
料の負担軽減の拡充を図るとともに，必要な
サービスの提供に努め，子どもが安心・安全
に過ごせる施設環境の充実を図ります。

◆幼稚園・保育園の一体化に向けて取り組み，
就学前教育・保育の充実を図ります。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆子育て世代包括支援センター　◆地域子育て支援拠点事業　◆利用者支援事業
◆家庭児童相談（要保護児童）　◆コモンセンス・ペアレンティング（子育て技法）の普及
◆母子自立支援相談　◆高等職業訓練促進等給付金　◆要保護児童対策地域協議会の活用

◆保育サービスの充実
◆保育料負担軽減の拡充
◆放課後児童クラブ事業

◆ファミリー・サポート・センター事業
◆施設環境の充実
◆子どもの食と居場所づくり支援事業
◆子ども・子育て支援事業計画の策定及び推進

主要事業

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市健康づくり計画 2014年３月 10年
笠岡市子ども・子育て支援事業計画 2015年３月 ５年
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年
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主担当課／学校教育課，教育総務課
関係課／こども育成課

3-2

学校教育の充実
新しい時代に必要となる資質・能力を備え，笠岡を愛し，共に生きていこうとする
子どもたちの育成を目指し，「自立して，共に生きる子どもを育てる学校教育」を推
進します。

基 本 方 針

①子どもたちに育てたい「生きる力」には，主体的に学びに向かい，必要な情報を選択し自ら知
識を深めて個性や能力を伸ばすことができること，集団としての考えを発展させたり他者への
思いやりを持って多様な人々と協働したりすることができること，試行錯誤しながら問題を発
見・解決し，新たな問題の発見・解決につなげていくことができること等があります。そうし
た資質・能力は地域社会と連携 ･ 協働しながら育む必要があり，そのために「社会に開かれた
教育課程」を実現することが求められています。

②教育及び子どもを取り巻く環境は，教育基盤としての家庭や地域社会の変化，人間関係の希薄
化等の中で，いじめ・不登校の問題やコミュニケーション能力・学習意欲・規範意識の低下等，
様々な課題が懸念されています。

③居住地域等を含めた学習環境によって，子どもたちの学力に差が生じることが懸念される中で，
都市部等との学習の機会・内容等に遜色のない，市独自の学力向上に向けた取組が求められます。

④現在，子どもの発達を軸に保幼小中学校が連携した教育を進めていますが，今後の幼児・児童・
生徒数の推移を踏まえ，望ましい教育環境に向けて学校（園）規模の適正化等についても検討
が必要です。

①目まぐるしく変わる社会の変化に対応した教育を進めるとともに，コミュニティ・スクールや地域学校
協働本部事業を活用し，学校・家庭・地域が一体となって進める地域社会に開かれた学校教育を推進し
ていきます。

②誰もが安心して学習できる環境づくりに努めるとともに，施設の整備を進めていきます。

③確かな学力を身に付けるために，望ましい学習集団の規模の確保やＩＣＴ機器を活用した授業改善を進め，
小中学校が連携して行う英語教育，道徳教育の推進等，現在進めている特色ある教育を更に充実します。

④保・幼と小，小と中，中と高の学校間のつながりを十分に踏まえ，就学前教育と小中９年間を見通した
一貫した教育を推進するため，小中一貫校（施設一体型※・施設隣接型※・施設分離型※）の設立を検
討します。また，学校規模適正化計画の見直しを進め，望ましい学校（園）規模について検討します。

現況と課題

対　策
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※施設一体型とは，小学校と中学校の校舎の全部又は一部が一体的に設置されているもの（小学校と中学校の校舎が渡り廊
下などでつながっているものを含む）

※施設隣接型とは，小学校と中学校の校舎が同一敷地又は隣接する敷地に別々に設置されているもの
※施設分離型とは，小学校と中学校の校舎が隣接していない異なる敷地に別々に設置されているもの

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

自分にはよいところがあると思う
児童の割合 ％ 71.9. 72.5. 75.0. 78.0. 81.0.

自分にはよいところがあると思う
生徒の割合 ％ 68.5. 73.9. 72.0. 75.0. 78.0

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

児童の地域行事への参加率 ％ 78.3. 68.9 83.0. 85.0
生徒の地域行事への参加率 ％ 52.5. 55.4. 56.5. 61.0
コミュニティ・スクール実施学校数 校 3. 4. 6. 11

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

小学校全国学力・学習状況調査国語Ａ問題の
全国正答率との差 ポイント ＋ 1.8. 0. ＋ 2.2. ＋ 3.2.

小学校全国学力・学習状況調査算数Ａ問題の
全国正答率との差 ポイント ＋ 1.7. 0. ＋ 2.0. ＋ 3.0.

中学校全国学力・学習状況調査国語Ａ問題の
全国正答率との差 ポイント － 0.7. ＋ 0.6. ＋ 0.5. ＋ 1.5.

中学校全国学力・学習状況調査数学Ａ問題の
全国正答率との差 ポイント － 1.2. － 0.6. ＋ 0.5. ＋ 1.5.

中学校検定チャレンジ事業における「中学校
卒業程度」級合格者（全中学生に占める割合） ％ － 8.0 9.0 10.0

郷土愛の育成（※①③）

郷土愛の育成（※①③）

達成目標

達成目標

1

2

◆地域の方々との交流，地域の調査といった，
笠岡の自然，歴史，文化，人物等のよさを
見つめる学習を通して，郷土への愛着を深
めていきます。

◆地域ぐるみで子どもの教育を推進する開か
れた学校づくりを推進します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆ＣＭで伝える地域自慢コンテスト事業
◆豊かな心を育む総合推進事業
◆地域に伝わる伝統や文化に関する教育の
充実

◆いきいきチャレンジ体験事業
◆コミュニティ・スクール事業
◆学校支援地域本部事業
◆いきいきオープンスクール事業

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

西備支援学校・笠岡学園・社会福祉施設と
の交流学習を実施する学校 ％ 29. 35. 43. 64.

共生の心の育成（※①②③④）達成目標 3

◆体験活動の重視，道徳教育の充実により豊かな
人間性や社会性を育む教育の充実を図ります。

◆障害の有無やその他の個々の違いを認め合
いながら，共に学ぶための特別支援教育を
充実します。

◆体験活動を通して，生命の大切さや自然の大切
さを理解できるような活動の充実を図ります。

◆不登校やいじめ，虐待等の課題に対応でき
るように教育相談・支援体制を充実します。

◆共生社会を目指した人権教育を推進します。

◆子どもたちが安心して学習できる環境づく
りを行います。

◆学力県下Ｎｏ . １を目標にして，学力向上
に取り組みます。

◆ＩＣＴ機器を活用した授業改善，主体的・
対話的で深い学びを充実していきます。

◆放課後等の学習の機会の増加や，家庭学習
の習慣化を図り，学習習慣づくりを進めます。

◆英語教育の推進，情報活用能力の育成，道
徳の教科化等，時代の変化に対応した学校
教育を進めます。

◆基本的な生活習慣や規範意識を身に付けさ
せ，好ましい人間関係づくりを推進し，落
ち着いた学習集団づくりを進めます。

◆教職員の資質・能力の向上と研修体制の確
立に努めます。

◆「中学校検定チャレンジ事業（漢検，英検，
数検）」を実施する中で，「中学校卒業程度」
級合格者の増加を図ります。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆豊かな心を育む総合推進事業
◆支援員の配置による教育活動支援事業
◆４歳児発達支援事業
◆かさおか海の学習の推進
◆いきいき交流スクール事業

◆転入学特別制度
◆教育相談室事業・教育支援センター事業
◆空調設備設置事業
◆学校施設の整備と安全確保の推進
◆いじめ・不登校対策総合推進事業

◆笠岡市『確かな学力』育成プロジェクトの推進
◆放課後，土曜日，長期休業中等の学習機会の充実
◆ＩＣＴ機器の整備やＩＣＴ支援員の配置
◆小中が連携した英語教育の推進

◆若手教員パワーアップ研修会事業
◆笠岡市教育研修所への業務委託
◆中学校検定チャレンジ事業
◆「井戸平左衛門賞」事業

主要事業

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

小中一貫教育の実施 校 － － － 1

小中一貫教育及び学校規模適正化の実施（※④）達成目標 4

◆これまで進めてきた中学校ブロック単位の
連携教育の成果をもとに，小中一貫教育の
推進を図ります。

◆９年間の系統性・体系性に配慮した教育課
程を編成し，小学校と中学校における教育
を一貫して施すためにふさわしい運営の仕
組みを整えます。そのために「笠岡市教育
審議会」を設置し，協議します。

◆各学校で，地域と連携した特色ある教育活
動を，これまでよりも長期的・発展的に実
施できる環境を整えます。

◆小学校における英語教育の充実を図ります。
また，全教科において，つまずきやすい学
習内容を長期的視点から，きめ細やかに指
導します。

◆幼児期から小・中学生期までを見通し，継
続した学びの充実を図ります。

◆児童生徒数の推移を見据えながら，学校規
模適正化計画を見直します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆小中一貫教育の推進
◆保幼小接続カリキュラムの充実
◆中学校への接続を見据えた指導体制の推進
◆学校規模適正化計画の見直し

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市立小・中学校の学校規模適正化計画 2014年３月 概ね６年間
笠岡市いじめ問題対策基本方針 2014年３月 －
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年

笠岡市教育大綱 2018年４月
（策定予定） ３年間

笠岡市教育振興基本計画 2018年９月
（策定予定） ３年間

笠岡市小中一貫教育推進計画 (仮称 ) 2019 年４月
（策定予定） 概ね 10年間



95

基本計画

主担当課／生涯学習課
関係課／協働のまちづくり課，子育て支援課

3-3

生涯学習の推進
☆市民が，いつでも，どこでも，自由に学ぶことができ，その成果が適切に活かされる生涯
学習社会を構築するため，市民の生涯学習を推進するとともに，環境の整備推進を図ります。

☆市民一人一人の豊かな学びにより地域力を高め，自立した地域社会の形成を目指します。
☆行政・家庭・地域・関係機関等の連携を強化し，地域ぐるみで活動の拡大を目指します。

基 本 方 針

①技術の高度化・情報化により，市民のライフスタイルや価値観は変化し続けており，市民は新
しい知識や技術を習得するための多様な学習機会を求めています。

②様々な生涯学習については，学ぶことそのものが重要であるとともに，市民の更なる学習意欲
の向上に向けて，そうした学習の成果を活用する機会の提供や，活用方法の提案も重要です。

③少子高齢化や核家族化の進展により，地域社会の人間関係が希薄化し，家庭や地域の教育力が
低下している中で，地域ぐるみで多様な教育支援を行う仕組みの検討が求められています。

④笠岡市では市民団体，社会教育事業者等によって多様な生涯学習の機会が提供されており，行
政としても機会を提供することに加え，こうした活動への支援の拡充に努めることが重要です。

①市民に多様な学習機会を提供するとともに，公民館や図書館等の社会教育施設の利用促進を図るため，
各施設の環境整備・サービスの充実を図ります。

②地域課題の解決や地域の特徴を活かした地域づくりの場としての公民館やまちづくり協議会の取組の状
況や活動の成果を広く知らせる等，市民や団体が活動成果を発信する機会をつくり，市民の主体的な学
習や活動意欲を引き出します。

③家庭・地域・学校における人と人とのつながりの輪を広げる交流を盛んにするとともに，地域文化を高め，
地域に誇りを持つことのできるように地域全体で子どもの健やかな成長を見守りながら，地域ぐるみの
教育支援を行います。

④市民団体等の育成・支援を図り生涯学習の輪を広げることにより，活力ある地域社会を形成します。

現況と課題

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

まちづくり出前講座受講者数 人／年 16,000. 16,000. 16,500. 16,500. 17,000
「生涯にわたって学習できる環境づく
り」の満足度（市民意識調査） ％ 20.3. － 21.0. 22.0

(2020 年 )
23.0

(2024 年 )
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

公民館で行う講座数 講座 395. 400. 400. 400.
図書館への来館者数 人／年 66,000. 86,000. 93,000. 100,000.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

生涯学習フェスティバル参加者数 人／年 3,600. 3,200. 3,300. 3,600.
まちづくり出前講座開催数 回／年 330. 350. 360. 360.

いつでも，どこでも，学びたいときに学ぶことができる機会の提供（※①）

学習成果を活かしたまちづくり（※②）

達成目標

達成目標

1

2

◆図書館において，来館者が利用しやすい環
境の整備，ニーズに合った図書や自習室の
拡充等サービスの充実を図ることで，来館
者数の増加につなげます。

◆公民館・サンライフ笠岡・老人福祉センター
等での講座をはじめ，市民団体等が自主的
に行う学級等を支援し，市民が学ぶ機会の
充実を図ります。

◆市民ニーズを把握し，ニーズに応じた講座
を新設する等，学習内容を充実します。さ
らに，ホームページやＳＮＳ等を活用し，
学習情報を広く提供します。

◆教育委員会が提供する講座等の他に，政策
部，健康福祉部，産業部等様々な部署がそ
れぞれの行政目的に提供している「出前講
座」においても，「生涯学習によるまちづく
り」の意識を共有できるように工夫します。

◆地域課題の解決に向けた市民自身の学習や，
学習した成果を発揮する場を提供し，地域
コミュニティ活動の一層の活性化を図りま
す。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆公民館等講座
◆公民館活動助成事業
◆図書館事業
◆出前講座
◆市民大学教養講座
◆県西部の文化事業

主要事業

◆生涯学習フェスティバル
◆若いいちょうの木の集い
◆スピーチコンテスト
◆明るい家庭作文

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

放課後子ども教室等の実施団体数 団体 9. 9. 11. 11.
街頭補導活動中の声かけ件数 人／年 620. 650. 650. 650.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

子どもフェスティバル参加者数 人／年 2,300. 2,200. 3,000. 3,000.
学校支援活動への参加者数 人／年 20,000. 20,000. 20,000. 20,000.

家庭・地域・学校と一体となった地域ぐるみの教育支援（※③）

社会教育に取り組む市民や団体との協働と支援（※④）

達成目標

達成目標

3

4

◆関係機関等と連携を取りながら地域の人材
育成に取り組む等，地域の教育力向上を図
ります。

◆青少年には，声かけを実施するとともに，
関係機関・団体との連携を強化し，地域で
見守り活動を行います。

◆社会教育関係団体や市民団体と行政との協
働による事業を進めることで，市民の知恵や
力をまちづくりに発揮できるようにします。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆放課後子ども教室推進事業
◆土曜日教育支援事業
◆たくましい笠岡っ子事業
◆高校ＶＹＳ事業

◆防災キャンプ事業
◆育成センター事業
◆青少年健全育成事業

◆地域学校協働本部事業
◆子ども会事業育成事業
◆笠岡市婦人協議会育成事業
◆笠岡市ＰＴＡ連合会育成事業

◆高齢者学級，婦人学級，幼児学
級等の諸学級事業

◆子どもフェスティバル

主要事業

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
第２次笠岡市子ども読書活動推進計画
～かさおかわくわく読書プラン～

2019年
（策定予定） 概ね５年間
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主担当課／スポーツ推進課
関係課／健康推進課，都市計画課，学校教育課

3-4

スポーツの振興
☆子どもから高齢者まで，誰もが生涯を通して健康で活力に満ちた生活を送るため，
いつでも，どこでも，誰でもスポーツが楽しめるまちを目指します。
☆優れた選手を育成するため，競技団体等との連携を深め，競技力強化を行います。
☆施設の整備や有効利用を進めるとともに，スポーツ・レクリエーション活動に取り
組める場を提供します。

基 本 方 針

①本市のスポーツに関する取組は，体育協会，スポーツ推進委員 , スポーツ少年団，教育委員会
等を中心に展開しており，各種のスポーツ大会やスポーツ教室を開催している他，様々なクラ
ブでスポーツ活動が行われています。

②少子高齢化社会を迎える中，市民のニーズも多様化・高度化しており，各世代に応じた多様な
スポーツ・レクリエーションの活動機会を増やすとともに，指導者の育成や各種団体への支援
等を通して，市民一人一人が健康で，いつでも，どこでも，誰でもスポーツを楽しむことが
できる環境づくりが必要です。特に，30 代から 50 代にかけてスポーツの実施率が低いため，
スポーツに親しむことができる環境を提供することが求められています。

③競技スポーツの強化に向けて，選手と指導者を総合的に支援する体制づくりが求められていま
す。

④笠岡総合スポーツ公園，笠岡運動公園，かさおか古代の丘スポーツ公園等のスポーツ施設をは
じめ，かさおか太陽の広場等の各種公園施設やかさおか古代の丘スポーツ公園内のキャンプ場
等レクリエーション施設も整備されています。また，学校教育施設のグラウンドや体育館等も
地域開放と併せてスポーツ・レクリエーション活動に広く活用されている一方で，多くの施設
で老朽化が進み，耐震工事や大規模な修繕工事の時期を迎えています。

現況と課題
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①笠岡総合スポーツクラブを有効に活用し，多世代・多種目・多志向という面から，地域でスポーツに親
しむことのできる体制の強化を図ります。

②体力づくりや生きがいと健康づくりを重視し，年齢，性別，障害の有無等に関わらず，日頃運動不足に
なりがちな人たちも，いつでもどこでも気軽に楽しめるスポーツを広めます。また，介護予防や健康増進，
高齢者の生きがいづくりを含めた健康を目指す生涯スポーツを推進していきます。

③競技者の資質・能力を最大限に引き出す客観的なデータに基づいた科学的なトレーニングを取り入れ，
指導者の育成とアスリートの育成を図っていきます。

④総合的かつ計画的な施設の整備を進め，夜間照明施設の整備等既存施設の有効利用を図っていきます。

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

各種スポーツ大会・教室の参加者数
（市民体育大会・教室） 人／年 2,311. 2,350. 2,400. 2,550. 2,750.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

週１回以上スポーツをしている人の割合
（市民意識調査） ％ 35.2. － 37.0 43.0

（2020年）
小・中学生の体力テスト（国・市比較） ％ 68.8. 71.0. 75.0. 84.0.
総合型地域スポーツクラブ会員数 人 52. 60. 65. 80.

生涯スポーツ活動の活発化（※①②）達成目標 1

◆各種スポーツ教室を開催し，体力と運動能
力の向上を図ります。

◆市民ニーズに対応した多彩なスポーツ情報，
ネットワーク機能の充実を図り情報を発信
します。

◆クラブ活動種目の多様化と指導者の育成に
より，総合型地域スポーツクラブの推進を
図ります。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆子どもの体力と運動能力の向上
◆少子化による部活動廃止対策
◆健康・体力づくりの増進
◆高齢者の生きがい対策

◆スポーツ情報の発信
◆ネットワーク機能の充実
◆スポーツ推進委員活動
◆クラブ活動種目の充実

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

全国・世界大会延べ出場者数 人／年 118. 120. 122. 128.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

市内体育施設の利用人数 人／年 310,000. 310,000. 320,000. 330,000.

競技スポーツの強化・アスリートの育成（※③）

誰もが利用しやすいスポーツ施設の整備（※④）

達成目標

達成目標

2

3

◆公益財団法人笠岡市文化 ･ スポーツ振興財
団や体育協会と協働して，競技団体等へ支
援を行い，競技力を強化します。

◆スポーツ指導者を育成するとともに，競技
スポーツの強化・アスリートの育成を図り
ます。

◆誰もが利用しやすいスポーツ環境を整備し
ていきます。

◆老朽化した施設の改修等も併せて，誰もが
気軽に利用できる時間帯を確保するため，
既存体育施設を有効利用した夜間照明施設
等を計画的に整備します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆選手への支援
◆スポーツ指導者の育成

◆老朽化したスポーツ施設の
整備

◆既存の施設を有効利用し
た，夜間照明施設等の整備

◆公園内施設の整備

主要事業

主要事業

◆大会・強化練習等の開催・誘致
◆プレ・ゴールデンエイジ期のスポーツ教室

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市スポーツ振興基本計画 2014年６月 10年
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年
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主担当課／生涯学習課
関係課／商工観光課

3-5

歴史の継承・文化の振興・カブトガニの保護と活用
☆豊かな歴史・伝統を持つ笠岡市にとってかけがえのない文化財を保護・活用します。
☆市民が文化に親しみ文化活動に参加できる環境をつくり，文化・芸術の担い手を育成します。
☆国の天然記念物に指定されているカブトガニ繁殖地の保全に努め，繁殖地内でのカブトガ
ニの増加を目指すとともに，「カブトガニのまち笠岡」の知名度を高めていきます。

基 本 方 針

①個々の文化財の価値や性質を踏まえた上で，周辺環境も含めた総合的な保護，活用を行うこと
が求められています。

②竹喬美術館の利用者は市外の割合が高く，笠岡市民のリピーターが少ないため，市民のリピー
ターを増やすための取組が求められます。

③これまで文化祭，芸能祭等市民団体による事業が行われてきましたが，特に若者が文化・芸術
にふれあう機会が十分とはいえず，担い手が固定化している傾向がみられます。

④市では下水道の整備や海岸清掃，啓発運動等を実施することにより，カブトガニが生息できる
環境づくりに取り組んでおり，近年では，多くの成体や幼生，産卵を確認することができるよ
うになっています。一方で，アナジャコやアサリを採取する入浜者がいるため，干潟に悪影響
が出ています。

①文化財を総合的に保護・活用するための基本構想を策定し，保護と活用の一体的な取組を進めていきま
す。また，文化財と関わることで，地域への理解や愛着を深め，交流や連携を推進する契機となるよう
な取組を実施します。

②美術館設立の趣旨を基本に，市民のニーズを踏まえた企画展の開催や環境づくりにより，市民が何度で
も訪れたい場所へと変革していきます。

③市民参加による幅広い自主的な創作活動を促進し，若者の視点も踏まえて，優れた文化・芸術にふれあ
う機会を増やします。

④カブトガニが繁殖力を取り戻すまで，カブトガニ保護の活動を継続していきます。また，子どものうちから
干潟等の環境保全の重要性とカブトガニ保護の意義を理解してもらうための多様な取組を行うとともに，カ
ブトガニと博物館を活かした笠岡市のＰＲを行い，様々な機会を利用して全国に情報発信していきます。

現況と課題

対　策
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総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

博物館等総入館者数 人／年 85,595 92,920 93,600 95,700 97,700
館事業・文化事業総参加者数 人／年 14,155 14,100 14,100 14,100 14,100

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

文化財保護・調査件数 件／年 45. 40. 40. 40.
文化財普及・活用件数 件／年 42. 40. 40. 40.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

竹喬美術館入館者数 人／年 13,303. 19,720. 20,000. 20,000.
竹喬美術館館蔵品数 点 2,812. 2,850. 2,900. 3,050.

文化財の保護・活用（※①）

竹喬美術館の活性化と館蔵品の充実（※②）

達成目標

達成目標

1

2

◆文化財を総合的に活用するため，日本遺産
認定を目指します。

◆文化財保護・活用のマスタープランとなる
歴史文化基本構想を策定し，一貫性を持っ
て施策を実施します。

◆史跡津雲貝塚の保存・活用に向けて，調査・
指定を進めます。

◆文化財及び笠岡市立郷土館の活用を図ります。

◆郷土笠岡の歴史と文化を再発見する機会を
提供します。

◆入館者数の増加を目指します。

◆収蔵竹喬作品を充実させます。

◆市民が見る，知る，体験する場と機会を創
出します。

◆電子媒体の活用を促進します。

◆収蔵機能を拡充します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆日本遺産研究事業
◆歴史文化基本構想の策定
◆津雲貝塚調査保護事業
◆文化財講座・郷土館企画展
◆笠岡ふるさと再発見事業

◆魅力的な展覧会の開催
◆購入，寄贈，寄託の促進
◆美術品取得基金への積立金の
確保

◆各種イベントの開催
◆音声ガイドの充実
◆新収蔵庫建設の具体化

主要事業

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

文化事業参加者数 人／年 9,306. 9,300. 9,300. 9,300.
笠岡市木山捷平文学選奨への応募者数 人／年 3,632. 3,700. 3,700. 3,700.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

カブトガニ自然産卵確認箇所数 箇所／年 56 60 65 80
カブトガニ博物館入館者数 人／年 68,013 68,500 69,000 70,500

芸術文化活動の振興・交流と担い手の育成（※③）

カブトガニの保護とカブトガニ博物館の運営（※④）

達成目標

達成目標

3

4

◆幅広い世代の多くの市民が，文化芸術活動に参
加，鑑賞できる機会を増やし，文化祭・芸能祭
をはじめとする文化事業の充実を図ります。

◆国民文化祭継承事業としての小・中学生へ
の能・狂言体験学習等，市民ニーズにあっ
た文化活動を実施します。

◆公益財団法人笠岡市文化・スポーツ振興財団
と連携して総合的な文化活動を実施します。

◆木山捷平文学選奨を通じて全国へ情報を発
信するとともに，市民の文芸創作活動を奨
励し，文化的風土を育みます。

◆市民団体の主体的な活動に対し支援を行い，
文化芸術の担い手を育成します。

◆文化向上の拠点として，市民会館の維持・
整備を行います。

◆幼生を大量飼育し放流を行うことで，繁殖
地内のカブトガニの増殖に取り組みます。

◆カブトガニの生息状況を確認するため，定
期的な調査を行います。

◆カブトガニの生息環境を良好に保つため，
繁殖地の保護を行います。

◆博物館において魅力的な特別展を開催する
とともに，積極的に情報発信し，入館者の
増加を目指します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆文化事業の充実　　◆能・狂言体験学習　　◆笠岡市木山捷平文学選奨
◆市民団体の文化活動への支援　　◆市民会館整備事業

◆幼生の飼育・放流事業　　◆繁殖地内での産卵・幼生・成体調査
◆監視活動，干潟・砂浜の保護活動
◆年間１回の特別展，１回の特別陳列を開催　　◆博物館のＰＲ

主要事業

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間

笠岡市歴史文化基本構想 2019年
（策定予定） ２年
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主担当課／人権推進課
関係課／人事課，地域福祉課，商工観光課，学校教育課，生涯学習課

3-6

人権・男女共同参画・平和
全ての市民が様々な分野で，個性と能力を十分に発揮するとともに，互いにその人権を尊
重しつつ，いきいきと心豊かに共生できる社会の実現を目指します。また，人権侵害につ
ながる戦争を二度と繰り返さないために，平和の大切さに気づき，平和な社会を築いてい
こうとする意識を高めます。

基 本 方 針

① 社会情勢の変化により複雑多様化している人権問題への対応に向けて，子ども，高齢者，障が
いのある人，在住外国人等様々な人を対象とした解決すべき問題を正しく理解し，身近なこ
とから人権問題を考え日常生活の中に活かすことができるよう，人権感覚を身に付けるための
様々な機会の提供・活用が重要です。

② 男女共同参画に対する理解・認識は進んできていますが，性別による固定的役割意識は根強く
潜在していると考えられるため，様々な機会を通した教育・学習，広報・啓発が必要です。また，
女性活躍推進のための取組，ワーク・ライフ・バランス実現の促進が求められています。さら
に，ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）等が複雑・多様化する中で，ＤＶ等相談機関とし
ての笠岡市男女共同参画推進センター「てらすセンター」の認知度が低いため，センターの広
報及び利用の充実を図る必要があります。

③戦争・被爆体験者の高齢化が進んでいるため，若い世代への戦争・被爆体験の継承や，非核・
平和への取組を引き続き行うことが必要です。

① 様々な人権問題の解決に向けて，関係機関と連携し，人権を尊重する環境づくりや，人権感覚を身に付け
るための教育，啓発事業を継続して推進します。

② 男女共同参画社会に対する意識の向上を図るため，様々な機会を捉えて情報発信，情報提供を行い，講座
を開催する等啓発を行います。また，あらゆる機会を通してＤＶ等の暴力防止を啓発するとともに，笠岡市
男女共同参画推進センター「てらすセンター」の広報を行い，１人でも多くの方が認知し利用することがで
きるように努めます。

③ 戦争や平和に関する教育・学習を推進するとともに，各種行事等における広報，啓発活動を積極的に行い
ます。

現況と課題

対　策
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総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

「人権尊重・男女共同参画の推進」の
満足度（市民意識調査） ％ 8.1. － 8.5. 9.0

（2020年）
10.0

（2024年）
審議会等委員に占める女性の割合 ％ 40.1. 39.8. 40.0 以上 40.0 以上 40.0 以上
「平和の取組」の満足度
（市民意識調査） ％ 15.7 － 17.0 18.0

(2020 年 )
20.0

（2024年）

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

人権週間のつどいのアンケートで人権問題
について関心や理解が「とても深まった」
「深まった」という回答の割合

％ 87.0. 82.5. 90.0 以上. 90.0 以上.

吉田文化会館利用者数 人／年 5,970. 6,100. 6,200. 6,500.

人権に対する正しい理解と人権意識の高揚（※①）達成目標 1

◆人権についての正しい理解を深めるための
啓発を更に進めます。

◆教育課程の中に，「人権教育」を位置付け，
いじめや差別を許さない好ましい集団づく
りに取り組みます。

◆人権施策基本方針に基づき，関係機関と連
携しながら様々な課題の解消に取り組むと
ともに，高度情報化社会を背景としたイン
ターネットによる人権侵害等，新たな人権
課題の解決に向けた取組及び支援をします。

◆吉田文化会館を笠岡市の福祉の向上や人権
啓発，住民交流の拠点となる開かれたコミュ
ニティセンターとし，生活上の各種相談，
人権情報の発信，福祉施策，教育・文化活
動等の事業を総合的に行います。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆人権啓発事業
◆学校教育での人権教育
◆社会教育での人権教育
　（地区公民館人権啓発事業等）
◆人権教育指導者研修事業
◆企業等人権問題連絡協議会事
業

◆行政職員人権研修
◆人権教育推進チームでの取組
◆人権・部落解放文化祭事業
◆吉田文化会館運営事業
◆教育集会所運営事業

主要事業

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

審議会等委員に占める女性の割合 ％ 40.1. 39.8. 40.0 以上. 40.0 以上.

男女共同参画の推進・啓発（※②）達成目標 2
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

平和祭参加者のアンケートで「とてもよ
かった」「よかった」という回答の割合 ％ 91.1. 84.2. 90.0 以上. 90.0 以上.

平和について考え，平和な社会を築こうとする意識の高揚（※③）達成目標 3

◆政策・方針等決定過程への女性の参画につ
いて，笠岡市の審議会等における女性委員
比率が 40％以上となるよう働きかけを継続
して行います。

◆育児・介護休業制度等の利用促進に取り組
みます。

◆市民や企業に対する情報提供，啓発活動を
充実させ，仕事と生活が調和することがで
きる環境づくりを促進します。

◆様々な機会を捉えて男女共同参画に関する
情報，研修会等について情報発信を行いま
す。

◆男女共同参画に関する講座を開催し，男女
共同参画についての理解を深めます。

◆男女共同参画推進センター「てらすセン
ター」の広報活動を行い，センターの利用
者数の増加に取り組みます。

◆非核平和都市宣言啓発実行委員会と連携し
て行事や式典に取り組むとともに，市民の
平和に対する意識の向上に努めます。

◆年間指導計画の中に「平和に関する学習」
を位置付け，平和な社会を築こうとする意
欲をもった児童・生徒を育てます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆審議会等における積極的改善措置を推進するための審査会の開催
◆国・県等からのセミナーや制度に関する情報提供
◆育児休業制度の利用促進
◆すてき・さんかく塾（男女共同参画講座），パープルリボンセミナー（ＤＶ防
止啓発講座）の開催

◆笠岡市平和祭，平和学習バス，原爆死没者鎮魂式並びに平和のつどいの開催
◆小中学生の平和学習
◆戦没者追悼式

主要事業

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市人権施策基本方針 2014年３月 －
第４次かさおかウィズプラン (笠岡市男女共
同参画社会の形成の推進に関する基本計画 ) 2018 年３月 ５年
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人権文化祭

人権スポーツふれあい教室

原爆死没者鎮魂式ならびに平和祈念のつどい
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主担当課／地域包括ケア推進室
関係課／地域福祉課，長寿支援課

4-1

地域福祉の推進
子どもから高齢者まで，年齢や障害の有無，性別等の違いに関係なく，住み慣れた
地域で，共に支え合い，助け合いながら，その人らしく暮らし続けることができる
まちづくりを目指します。

基 本 方 針

①核家族化，ひとり親世帯の増加，地域のつながりの希薄化等により，貧困や虐待，育児・介護
放棄，孤立死等課題が複雑化・多様化し，地域全体で支える力を再構築することが必要となっ
ています。

②医学の進歩に伴い，医療を受けながらも地域で暮らす患者が増加し，障がい者福祉については，
施設から地域への移行が進む中，分野を問わず包括的に相談・支援を行う体制の構築が求めら
れています。

③生活環境や疾病構造の変化により，生活習慣病罹患患者や要介護認定者，精神疾患の増加といっ
た新たな健康課題が生じている中，よりよく生きる，生きがいを感じるといった生活の質の向
上が求められています。

①地域で生活する住民にしか見えない生活課題や身近でなければ早期発見しにくい課題等，これまでの福
祉サービス等の制度のすき間から生じる課題を拾い上げる仕組みをつくります。

②近隣の声掛け，見守りや自治会から始まり，ＮＰＯ・ボランティア団体による助け合い，更に地域包括
支援センター等による専門的な相談・支援等，段階的に課題を共有し重層的に支援する体制をつくりま
す。

③個人の健康，医療，介護に関する情報を用いて，医療費や介護費の将来予測に基づく分析を行い，病気
の予防から治療中の方，介護を要している方等が，それぞれの健康レベルの段階に応じた健康づくりに
取り組み，生きがいを持って生活できる環境を整備します。

現況と課題

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

地域見守り活動に関する協定の締
結団体数 団体 10 11 12 15 15

「地域福祉活動の推進」の満足度
（市民意識調査） ％ 13.6 － 16.0 18.0

（2020年）
20.0

（2024年）
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

生活支援サービス団体数 団体 92 94 96 102
在宅での看取りに対応する病院・診療所数 箇所 5 5 8 10
在宅での看取りの割合 ％ 8.7 8.7 10.0 10.5
施設入所の割合 ％ 50.6 51.2 50.0 48.0

地域包括ケアシステムの構築（※①②③）達成目標 1

◆子育て世代や高齢者，障がい者等支援が必
要な方への地域の支え合いによるサービス
の供給と，自己の社会への参加意識を高め
ることを目的に，ボランティアの登録者を
増やす育成支援やＮＰＯ・福祉団体等関係
機関とのネットワークを構築し，地域の早
期発見機能やコーディネート機能を強化し
ます。

◆複数分野の問題や複雑に絡む問題を抱える
対象者や世帯に対し，相談・支援を横断的
にかつ包括的に提供できるワンストップ窓
口として設置した地域包括ケア推進室を中
心に，地域包括支援センター，井笠圏域障
害者相談支援センター，社会福祉協議会等
と連携した総合相談体制を充実します。

◆全ての世代，健康レベルで，日常的に望ま
しい生活習慣に取り組めるよう，発症予防，
重症化予防，リハビリ等の支援を行い，健
康寿命の延伸を目指します。

◆地域の関係団体やボランティア団体，医療・
介護の専門職，地域の民間団体等の連携を
強化するとともに，住民のニーズや社会資
源の現状を共有し，全市的な課題や政策的
な課題について，対応策を検討する地域ケ
ア会議を定期的に開催します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆住民ボランティア等活動支援
◆いきいき百歳体操
◆医療・福祉専門職の知識や情報，技術習得のための研修等への支援
◆地域ケア会議
◆地域の実態把握体制の充実
◆地域の関係機関との連携強化
◆地域でのネットワークの構築と拡大整備
◆笠岡市社会福祉協議会との連携強化

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市地域福祉計画【改訂版】 2016年３月 ８年
第２期笠岡市国民健康保険保健事業実施
計画（第２期データヘルス計画） 2018年３月 ６年
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主担当課／健康推進課
関係課／市民課，長寿支援課

4-2

健康づくり
市民の健康寿命の延伸に向けて，生涯を通じて健康づくりに励むことのできる環境
をつくるとともに，生活習慣病や要介護状態を早期発見，早期対応できる体制を整
え，安心して暮らせるまちを目指します。

基 本 方 針

①笠岡市の人口は今後も少子化・高齢化を伴いながら減少していくことが予測される中で，地域
の活力を維持する観点からも，市民それぞれが自ら気軽に継続的に健康づくりに取り組むこと
のできる環境づくりが重要であり，地域と協働で心と体の健康づくりの実践の輪を広げていく
必要があります。

②ライフスタイルの多様化等に伴う生活習慣病の発症率の増加や高齢化に伴う各種検診の受診率
の低下が懸念される中で，病気の発症や重症化を防ぐ多様な取組が求められます。

①愛育委員協議会，栄養改善協議会，ヘルスアップ推進会及び健康づくりの自主団体で構成された「いき
いき笠岡 21 評価推進委員会」を中心に，健康づくり活動の輪を広げ，自主的に健康づくりを行う市民
の増加に取り組みます。

②疾病予防や健康づくりの視点から，生活習慣の改善に取り組む一次予防を積極的に進めるとともに，ロ
コモティブシンドローム対策等の介護予防にも取り組みます。また，特定健康診査やがん検診等を受け
やすい環境づくりに努め，早期発見，早期治療につなげていく二次予防に取り組みます。さらに，疾病
予防や重症化予防を推進し，健康寿命の延伸を目指して取り組みます。

現況と課題

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

健康寿命※（男性） 年 79.50 79.63 79.77 80.17 80.63
健康寿命（女性） 年 83.99 84.12 84.25 84.65 85.10
平均寿命（男性） 年 80.87 81.00 81.13 81.52 81.95
平均寿命（女性） 年 87.21 87.34 87.46 87.84 88.28

※健康寿命とは，「健康寿命の算定方法の指針」に基づいて，「日常生活が自立している期間の平均」という介護保険情報を
利用した算出方法で，過去３年間の人口及び死亡数を用いて算出
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※運動習慣者とは，１日 30 分以上，週２回以上を１年行っている者のこと

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

運動習慣者※の増加 ％ 40.0. 41.0. 42.0. 45.0.
健康ポイント事業への参加者 人／年 － 600 800 1,400

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

特定健康診査の受診率 ％ 26.6 27.0 27.5 29.0
メタボリックシンドローム該当者及び予備
軍の割合 ％ 27.9. 27.6. 27.3. 26.4.

糖尿病性腎症による年間新規透析導入患者
の数 人／年 11 10 10 9

自主的な健康づくりの促進（※①）

病気の発症予防・重症化予防の推進（※②）

達成目標

達成目標

1

2

◆『“食の見直し”＋“今より歩く”×みんな
で一緒に』をキャッチフレーズに，子ども
から高齢者までの全ての世代の健康づくり
を推進します。

◆歩いて全国を一周する“ぐるりんウォーク”
や働く世代を対象とした“60 日間 6,000
歩チャレンジ”等を開催し，気軽に運動に
取り組める環境整備を行います。

◆健康ポイント事業を実施し，「運動する」「出
かける」等の行動を誘発して，いきいきと
暮らすことができるように市民の健康づく
りを推進します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆ウォーキング大会
◆ぐるりんウォーク
◆ 60 日間 6,000 歩チャレンジ

◆ウォーキングマップの作成
◆健康ポイント事業
◆健康まつり

主要事業



112

Kasaoka City G
eneral plan

基
本
計
画

４　
安
定
戦
略

◆特定健康診査
◆各種がん検診（肺，胃，大腸，乳，子宮頸部）
◆糖尿病性腎症等重症化予防事業
◆保健指導事業
◆歯科検診
◆後期高齢者健診

主要事業

◆複数のリスクを持つ受診者に対して特定保
健指導を行い，糖尿病や高血圧，脂質異常
症等の生活習慣病の発症や重症化予防に取
り組みます。

◆生活習慣の改善や感染症の知識等の普及啓
発によるがんの罹患の減少を図ります。

◆定期的ながん検診を行い早期発見に努める
とともに，精密検査が必要な場合は医療機
関への受診勧奨を行います。

◆糖尿病や糖尿病性腎症で通院する患者に対
して，主治医と連携を図りながら重症化予
防に努めます。

◆特定健康診査の結果，糖尿病発症危険度の
高い受診者に対して重点的に保健指導を行
い，要治療者に対しては受診勧奨を行いま
す。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市健康づくり計画 2014年３月 10年
第２期笠岡市国民健康保険保健事業実施
計画（第２期データヘルス計画） 2018年３月 ６年

健康まつり



113

基本計画

主担当課／健康推進課，警防課
関係課／市民病院

4-3

医療・救急体制の整備
医療関係機関等と連携しながら，地域医療体制，救急医療体制の整備に努め，住む
場所や時間に限らず，必要な医療を市民が安心して受けることができるまちを目指
します。

基 本 方 針

① 2017 年３月１日現在，市内には病院と診療所を合わせて 62 か所の施設があり，そのうち島しょ
部に９か所の診療所が設置されています。一方で医療機関の診療時間外に救急車の要請があった
場合，救急患者の管内医療機関への収容率が低く，病院収容に時間を要しています。特に島しょ
部で救急患者が発生した場合，発生場所から委託船の寄港までは消防団員が，港から陸地部ま
では委託船舶業者が搬送を担っており，救急隊と接触するまでの時間は陸地部に比べ遅くなって
います。また，救急患者の観察や応急処置は，陸地部に到着するまで行われていない状況です。

②救急救命士が医師の指示のもと行える処置が拡大している中で，医学的知識や静脈路確保等の
技術の維持向上のための取組を継続的に実施する必要があります。

③島しょ部においては，小飛島を除く有人島において診療所を運営するとともに，巡回診療船「済
生丸」を運航していますが，急激に進む高齢化，人口減少により運営が難しくなっています。

④市民病院は，常勤医師及び看護師の減少（不足），医療環境の変化への対応の遅れ，病院施設
の老朽化等により入院・外来患者数の減少傾向が続いています。医業収支比率や経常収支比率
も 2014 年度以降更に悪化しており，経営改善に向けた取組が求められています。

⑤管内では，救命講習会や応急手当の講習会を年間３千人程度を対象に実施していますが，普及
率は低く，救急現場で適切な応急手当が十分に行われていないため，更なる普及活動が必要です。

⑥管内の救急出動件数は増加の一途をたどり，2016 年中は過去最高の 4,005 件を記録する中で，
軽症者の占める割合が 43.9％を占めています。緊急性が低い軽症者の出動件数を減らし，限
られた救急車を有効に活用する必要があります。

現況と課題

①市民が安心して暮らせるよう，医師会等の関係機関と協議しながら地域医療体制及び救急医療体制の整
備に努めます。島しょ部の救急対策として，搬送を担っている消防団員等への応急手当講習会を実施し，
知識・技術の向上を図ります。また，救急隊が救急患者へ接触するまでの時間を短縮し，早期に観察等
が行える体制をつくります。

対　策
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総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

救急出動件数(人口１万人当たり) 件／年 468. 487. 502. 528. 501
救命講習会を受講したことがある
人の割合（管内人口に対する割合） ％ 16.0. 17.7. 19.2. 23.5. 30.0

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

休日当番医（医科）の診療科目数 科目 1. 1. 1. 1.
二次救急医療の診療科目数 科目 2. 2. 2. 2.
管内医療機関への収容率 ％ 46.2 46.9 47.7 50.0
救急活動症例検討会等への救急隊員１人当
たりの参加時間 時間 6.0 7.0. 8.0. 11.0.

医療体制の整備（※①②）達成目標 1

◆地域内の医療機関相互の機能分担及び連携
強化，県や近隣自治体との協力体制の構築
により，休日・夜間における救急医療体制
の整備に努めます。

◆岡山県救急搬送体制連絡協議会，備中地区
メディカルコントロール協議会の情報を救
急救命士や救急隊員に伝達します。

◆笠岡・倉敷・福山管内の病院の事後検証会，
笠岡症例検討会，近隣の消防本部の症例検
討・検証・研究会へ参加します。

◆医療機関において救急救命士の再教育を実
施します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆在宅当番医制事業
◆二次救急医療体制事業
◆県境を越えた医療の広域連携
の推進

◆岡山県救急搬送体制連絡協議
会及び備中地区メディカルコ
ントロール協議会への参加

◆各症例検討会への参加
◆救命士再教育病院実習，島しょ
部病院実習

主要事業

②指導救命士を中心に症例検討会等の勉強会を実施し，救急救命士や救急隊員が行う応急処置の更なる専
門知識・技術の向上を図ります。

③島しょ部においても安心して医療を受けることができるよう，医療環境の確保に努めます。

④医師や看護師等の医療スタッフの確保に努めるとともに，「新市民病院改革プラン」に基づいた各種取
組を確実に実施し，市民病院の経常収支の黒字化を目指します。

⑤救命講習会や応急手当の講習会を継続実施し，一家庭に１人以上の受講者の育成を目指すとともに，応
急手当普及員の養成，事業所に対する応急手当普及啓発活動を推進します。

⑥広報紙及びホームページ，ケーブルテレビの活用に加え，各種講習会やイベント等でチラシを配布し，
救急車の適正利用の啓発活動を実施します。
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

島しょ部診療所（医科・歯科）数 箇所 9. 9. 9. 9.
救急隊が救急患者へ接触するまでの時間 分 45 45 45 45

島しょ部における医療体制の整備（※①③）達成目標 2

◆小飛島を除く有人島に開設されている９か
所の診療所が継続して運営できるよう支援
します。

◆島しょ部間の通院の交通手段としての患者
輸送艇の運航及び救急患者や医師の輸送に
ついて支援します。

◆救急患者が発生した際，一刻も早く医療機
関に搬送します。

◆消防団員等対象の救命講習会，応急手当，
搬送法等の講習会を実施します。

◆管内医療機関への収容率を向上させ，収容
時間の短縮を図ります。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆診療委託
◆離島救急患者及び医師輸送費
補助金

◆島しょ部での救命講習会等の
開催

主要事業

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

医業収支比率 ％ 73.5. 84.6. 86.8. 90.4.
経常収支比率 ％ 83.8. 97.8. 100.3. 102.0.

市民病院の経営改善（※④）達成目標 3

◆病棟再編及び病床数の見直しによる効率化
を図ります。

◆紹介率・逆紹介率の向上を推進し，地域医
療連携による入院患者の確保を行います。

◆総合内科の新設等による外来患者の確保を
行います。

◆ベンチマークシステム等の導入，薬品・医療材
料等の共同購入等による経費節減を図ります。

◆市民の利便性の向上を図るため，より駅に
近い場所を含めて適地での用地の確保や市
民ニーズに応えた診療体制・診療科目，適
正病床規模等新病院の建設について検討を
行います。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆病院事業管理者の招へい　　◆病棟の再編及び病床数の見直し
◆総合内科の設置　　◆ベンチマークシステム等の導入による経費の見直し
◆薬品・医療材料等の共同購入の推進　　◆新病院建設の検討

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

救命講習会の参加者数 人／年 1,080. 1,200. 1,200. 1,200.
心肺蘇生法，ＡＥＤ取扱指導受講者数 人／年 2,120. 2,200. 2,200. 2,200.
救マーク認定事業所数 事業所 18 22 25 30
救急搬送人員に占める軽症者※の割合 ％ 43.9. 43.5. 43.0. 41.0.

市民への医療に関わる普及啓発の推進（※⑤⑥）達成目標 4

◆救命講習会（上級，普通，Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ）を
開催するとともに，応急手当普及員及び指
導員の養成を行います。

◆各事業所に対する応急手当の普及啓発活動
を推進し，救マーク事業所への加入促進を
図ります。

◆市内の 24 時間営業店舗へＡＥＤの設置，
維持管理を行います。

◆心肺蘇生法，ＡＥＤの取扱指導を推進します。

◆応急手当に対する理解を深めるため，啓発
イベントを開催します。

◆救急車の頻回利用等，不適切な利用につい
て実態を把握し抑制します。

◆広報紙及びホームページ，ケーブルテレビ，
各種講演会を通して，救急車の適正利用を
推進します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆救命講習会及び応急手当普及員講習会・応急手当指導員講習会の開催
◆心肺蘇生法等の出前講座実施
◆救マーク事業所の認定推進
◆救急法競技大会の開催
◆市内の 24時間営業店舗へＡＥＤの設置，維持管理事業の継続実施
◆救急車適正利用広報活動

主要事業

※軽症者とは，入院を要しない傷病者をいう

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市立市民病院の今後のあり方について
（基本方針骨子） 2014年３月 －

（新）笠岡市立市民病院改革プラン 2017年 10月 ５年
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主担当課／地域福祉課
関係課／建設管理課，都市計画課

4-4

障がい者・障がい児福祉の充実
ノーマライゼーションの理念の下，障がい者・障がい児が，必要とする障がい福祉
サービス・障がい児通所支援サービス等の支援を受けつつ，住み慣れた地域社会で
自立して生活し，全ての市民と共に参加できるまちを目指します。

基 本 方 針

①障がいのある人が地域の人々に支えられ自立した地域生活を営むことのできる「福祉のまちづ
くり」の実現のためには，市民一人一人が障害の種類・違い，それぞれの障害の特性や実態に
ついて正しく理解することが重要です。障害を理由とした差別や偏見をなくすため，市民全て
が障害に対する理解を深め，意識の向上を図っていく必要があります。

②障害や障がいのある人についての理解を深めるためには，実際に「ふれあう」ことが重要であ
り，笠岡市ではこれまでも学校教育をはじめ多様な交流機会の拡充に努めてきましたが，改善
が必要な状況もみられます。

③障がい福祉サービスや障がい児通所支援サービスの利用に関しては，全体的には利用者数・給
付費共に増加しており，特に障がい児通所支援サービスについては，近隣の事業者数の増加と
ともに顕著な伸びを示しています。今後はサービスの質の向上に向けた取組や，障がい児の親
をはじめ家族等への支援が必要となっています。

④笠岡市ではこれまで，障がいのある人が地域で暮らしやすい環境をつくるため，公共交通機関
や公共・民間施設等，市全体のバリアフリー化とともに広報・ホームページ等のユニバーサル
デザイン化を推進しており，今後もこうした取組を更に充実することが必要です。

現況と課題

①市内の福祉関係者や井笠地域障害者自立支援協議会等と連携し，障害について正しく理解し，人権を尊
重し認め合う地域づくりのための広報・啓発活動を推進します。また，これからの笠岡市を担う子ども
たちが障害について正しい理解を持って成長するよう，幼い頃からボランティア等の体験的な福祉教育
を推進します。

②学校教育における福祉施設訪問や当事者による講演会等の実施に加え，障がい者施設が行う行事やイベ
ントへの市民の参加促進，障がいのある人が参加しやすいイベント開催等，交流機会の拡大に努めます。

対　策
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③障がい福祉サービスや障がい児通所支援サービスの質の担保・向上のためには，相談支援専門員の質と
提供されるサービスの質の向上が必要不可欠になるため，岡山県備中県民局や倉敷市との連携を図り，
集団指導の実施等に努めます。また，障がい児の親をはじめ家族等に寄り添いながら，関係機関とも連
携を図り，支援に努めます。

④スロープの設置やオストメイト対応トイレの整備等，交通・公共施設等のバリアフリー化とともに，障
害の有無に関わらず様々な情報にアクセスしやすい環境整備等に努めます。

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

年間相談支援件数 件／年 3,130 3,145. 3,160. 3,205. 3,250
「障がい者福祉の充実」の満足度
（市民意識調査） ％ 1.8 － 2.0 2.2

（2020年）
2.6

（2024年）

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

理解を深める研修，支援者の事例検討等への参加
者数 人／年 305 300 300 300

障害関連イベント参加者数 人／年 298 300 300 300

理解と交流の促進（※①②）達成目標 1

◆各種研修会や講演会等の開催，広報・ホー
ムページ等の活用，障害福祉施設や井笠地
域障害者自立支援協議会等との連携により，
障害の正しい理解，ノーマライゼーション
の考え方についての広報・啓発活動を推進
します。

◆「かさおかふれあいスポーツ大会」等の障
がいのある人が多く参加するイベントを開
催する等，障がいのある人と住民がふれあ
う機会をつくります。

◆学校教育の中で車いす・アイマスク体験，「夏
のボランティア体験」といった取組を行い，
子どもたちの障害に対する正しい理解を促
します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆市民への啓発・広報事業
◆かさおかふれあいスポーツ大会
◆いきいきスポーツ教室
◆かさおか夢アート
◆障がいのある人に対する理解
を深める研修（民生児童委員，
市職員等）

◆事例検討（支援者の資質向上
と連携強化）

◆障害者週間の作品募集（庁舎
での展示，告知）

◆避難訓練（障がいのある人）

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

訪問系サービスの月間実利用者数 人／月 82 89. 93. 95
日中活動系サービスの月間実利用者数 人／月 332. 359. 379. 405.
障がい児通所支援の月間実利用者数 人／月 113. 113 128 128.
就労支援を利用して，一般就労に移行した
延べ人数 人 45 60 70 91

障がい者・障がい児への支援の充実（※③）達成目標 2

◆障害者総合支援法に基づく各種障がい福祉
サービスの提供に向けて費用の給付を行い
ます。

◆義肢，装具，車いす等の補装具の購入・修
理に要する費用について，給付を行います。

◆精神通院医療，更生医療，育成医療の医療
給付を行います。

◆市が創意工夫により，利用者の状況に応じ
て柔軟に実施する地域生活支援事業等を行
います。

◆障がい者虐待防止センターの設置，事例の
収集等，虐待防止の取組を行います。

◆障がい者の一般就労を支援するため，県，
ハローワーク，民間企業等を含めた関係機
関と連携を図ります。

◆各種相談窓口の周知を行うとともに，気軽
に相談できる体制を強化します。

◆障がい者スポーツ，文化・芸術活動への支
援強化に努めます。

◆児童福祉法による障がい児通所支援サービ
スに要する費用の給付を行います。

◆重症心身障害児者レスパイトサービス拡大
促進事業により医療型短期入所事業所の支
援を行います。

◆社会福祉資源の充実や各種サービスの提供
体制の整備を福祉施設関係者やＮＰＯ法人
に働きかけます。

◆障がい者・障がい児の家族等への支援を行
います。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆障がい福祉サービス事業　　◆補装具費給付事業　　◆自立支援医療給付事業
◆相談支援事業　　◆意思疎通支援事業　　◆社会参加支援事業
◆日常生活用具給付事業　　◆日中一時支援事業　　◆移動支援事業
◆地域活動支援センター事業　　◆障がい者虐待防止事業
◆障がい者就労促進事業　　◆障がい者集いの場運営事業　　◆生活訓練事業
◆訪問入浴事業　　◆成年後見制度利用支援事業　　◆手話奉仕員養成研修事業
◆児童発達支援　　◆放課後等デイサービス　　◆保育所等訪問支援
◆重症心身障害児者レスパイトサービス拡大促進事業
◆かさおかふれあいスポーツ大会　　◆いきいきスポーツ教室　　◆かさおか夢アート

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

公共施設の新規バリアフリー化件数 件／年 4 6 3 3

地域で暮らすための環境整備（※④）達成目標 3

◆公共施設や建築物のバリアフリー化を推進
し，ユニバーサルデザインのまちづくりの
実現に努めます。

◆歩道の対策としては，段差解消や点字ブロッ
クの設置，岡山県に対し音声信号機の設置
要望を行うとともに，鉄道やバス・船舶等
においては関連施設の整備や安全に乗降で
きる設備の設置等，外出時の安全・安心の
確保に努めます。

◆福祉制度等の音訳や情報支援機器の活用促
進等により，効果的に情報が得られる環境
づくりに努めます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆市民への啓発・広報事業
◆声の広報等発行事業
　（広報かさおか，議会だより，
社協だより）

◆朗読奉仕員養成事業
◆駅前視覚障害者用信号機事業

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市交通バリアフリー基本構想 2003年９月 －
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年
第４次笠岡市障がい者福祉計画 2018年３月 ６年
笠岡市障がい福祉計画（第５期） 2018年３月 ３年
笠岡市障がい児福祉計画（第１期） 2018年３月 ３年
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主担当課／長寿支援課
関係課／地域包括ケア推進室，健康推進課

4-5

高齢者福祉・介護の充実
団塊の世代が後期高齢者となる 2025 年を目途とし，高齢者が住み慣れた地域で暮
らし続けられるよう，住まい・医療・介護・予防・生活支援を一体的に提供する地
域包括ケアの推進に取り組みます。

基 本 方 針

①笠岡市では，地域包括ケアの推進に向けて「ゲンキプラン 21」に基づき「みんなで支えあう福
祉のまち 笠岡」を基本理念に高齢者施策を推進しています。高齢者のニーズに対応した相談
支援を地域包括支援センターを中心に実施していますが，更なる機能強化が求められています。

②住み慣れた地域で在宅で可能な限り自立した生活が行えるように，高齢者のニーズに合った新
たなサービスや生活支援サービス体制の整備が求められています。

③市内 60 か所で高齢者の小グループが地域での介護予防として，いきいき百歳体操といった取
組を行っていますが，更なる実施箇所の拡大やグループの相互交流が求められています。

④島しょ部での人口減少と高齢化が深刻化する中で，介護サービス事業者への支援を行う等，島
民や事業者への様々な支援を実施していますが，今後も更なる支援の充実が必要です。

現況と課題

①地域包括ケア推進室を中心に地域包括ケアシステムの構築を推進するとともに，３年ごとに策定する「ゲ
ンキプラン 21」の中で適宜課題を明確にし，事業を見直していきます。また，地域包括ケア推進室を
有効に機能させることで，相談支援の要である地域包括支援センターの機能強化を図ります。

②生活支援サービスの現状把握を行い，生活支援コーディネーターを配置し，ニーズに合った生活支援サー
ビスの充実を行います。

③安全で安心な実施体制のもと，いきいき百歳体操の実施箇所数を拡大するとともに，グループ間の交流
を促進します。

④島しょ部での生活を継続できるよう，島民及び島の介護事業者への支援を行っていきます。

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

要介護認定率 ％ 20.5 20.7. 20.9. 21.4. 22.3
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

75歳以上世帯の実態把握件数 件 629. 660. 700. 750.
認知症サポーター延べ養成数 人 3,950 4,250 4,550 5,500

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

いきいき百歳体操の実施箇所数 箇所 62. 65 70. 80.
自立支援ヘルパー派遣延べ利用人数 人 49. 50. 50. 50.
緊急通報装置設置台数 台 212. 220. 230. 250.

地域包括ケアの推進（※①）

在宅生活継続に向けた支援強化（※②③）

達成目標

達成目標

1

2

◆高齢者のニーズに対応した相談が適切に行
われ，必要な支援が得られるように努めま
す。

◆認知症への理解を深めるとともに，当事者
が早期受診，早期治療ができる体制づくり
を行います。

◆医療介護の連携を推進し，切れ目のない支
援が行える環境づくりに取り組みます。

◆生活支援ニーズに対応したサービスができ
る環境づくりに取り組みます。

◆地域住民で地域の声を地域包括等につなげ
られる人を増やします。

◆住み慣れた地域で自立した生活を継続でき
るよう，介護予防の取組への参加等，身体
機能の維持に向けた取組を推進します。

◆生きがいを持てるように，芸術やスポーツ
等に参加する機会づくり，居場所を確保で
きる取組を行います。

◆配食や虚弱高齢者の生活支援の費用を補助
します。

◆独居高齢者の安心安全のための緊急通報体
制の充実に取り組みます。

◆重度の要介護家族を慰労します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆地域包括支援センター事業
◆認知症施策推進事業
◆認知症介護研修センター事業

◆在宅医療・介護連携推進事業
◆生活支援サービス体制整備事業
◆地域福祉サポーター養成事業

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

島しょ部にある介護事業者数+島しょ部
訪問事業者数 事業者 9. 10. 10. 10.

健康長寿愛らんど事業への参加者 人／年 3,184. 3,200. 3,230. 3,230.

島しょ部での生活や介護サービスの充実（※④）達成目標 3

◆陸地部への通院目的の交通費を補助します。

◆島しょ部の独居高齢者の安心とバリアフ
リーの住環境を確保します。

◆島しょ部の介護サービス事業の確保に取り
組みます。

◆島しょ部で暮らし続けることができるよう
健康維持，介護予防に取り組みます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆島しょ部交通費補助事業
◆北木島高齢者共同生活住居事業
◆島しょ部介護サービス事業交通費補助金交付事業
◆通所介護事業者への家賃補助・施設改修補助金交付事業
◆健康長寿愛らんど事業

◆高齢者生きがいと健康づくり事業
◆生きがい対応デイサービス
◆一般介護予防事業
◆訪問型サービス事業
◆通所型サービス事業

◆自立支援ヘルパー派遣事業
◆食の自立支援事業
◆緊急通報装置設置事業
◆家族介護慰労金

主要事業

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市高齢者福祉推進計画　笠岡市介護
保険事業計画《ゲンキプラン 21－Ⅶ》 2018年３月 ３年
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主担当課／市民課，地域福祉課，長寿支援課
関係課／税務課，収納対策課，地域包括ケア推進室，健康推進課，恵風荘

4-6

社会保障
社会全体で負担を分かち合い，全員で支え合う社会保険制度は，誰もが安心して生
活を営むための裏付けとなるものであり，適切な運営と周知徹底に努めます。

基 本 方 針

①笠岡市の生活保護の状況は，全国的な傾向と同様に年々増加傾向にあり，受給者のうち 65 歳
以上の高齢者の割合が約５割を占める等，福祉行政の支援の必要性がますます高くなっていま
す。生活困窮世帯の態様やニーズは複雑化・多様化しており，生活保護制度の適正な運営を図
るとともに，多様化する世帯のニーズに適切に対応するための支援対策が求められています。

②救護施設恵風荘では，居宅での日常生活が困難な入所者一人一人が心安らかに生活できる環境
づくりに努めていますが，よりいきいきとした生活が送れるよう，余暇時間の有効活用等が求
められています。

③急激な少子高齢化による医療費の増加や経済の停滞による保険税収入の減少等により，近年厳
しい財政運営が続いている状況にあります。2018 年度から，都道府県が国民健康保険の財政
運営の責任主体となり，市町村と共同で運営を行うに当たり，こうした制度改革に的確に対応
していくことが求められています。

④急速な高齢化に伴う介護給付費の増大を社会全体で支える必要がある中で，介護保険事業計画
に沿った的確な介護保険サービスの提供，利用者への情報提供や事業者への指導監督の強化等
により，安定した介護保険事業を運営する必要があります。

現況と課題

①生活保護に至る前段階での支援も含めた，自立助長・支援対策の強化に努めます。

②救護施設恵風荘では，居宅での日常生活が困難な入所者各人の自主性を尊重し，一人一人が心安らかに
生活できる施設づくりに取り組みます。

③国民健康保険財政の健全化を図るため，年間保険給付費の増加率を前年度比１％未満に抑えるように医
療費適正化に努め歳出を抑制するとともに，国民健康保険税の収納率向上を推進し歳入の確保に取り組
みます。

対　策
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総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

人口 1,000 人当たりの生活保護
者数 人 8.9. 9.0. 9.0. 9.0. 9.0

自立支援により状況が改善した生
活保護世帯数 世帯／年 7. 10. 15. 15. 15

国民健康保険年間保険給付費 億円 42.0 42.4. 42.8 44.0 45.6

④介護保険事業サービスに必要な提供体制を確保するとともに，利用者の視点に立った利用しやすい環境
づくりを推進します。また，将来にわたり安定してサービス提供ができるよう，介護給付適正化に取り
組みます。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

人口 1,000 人当たりの生活保護者数 人 8.9. 9.0. 9.0. 9.0.
自立支援により状況が改善した生活保護世帯数 世帯／年 7. 10 15. 15.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

国民健康保険年間保険給付費 億円 42.0 42.4. 42.8 44.0

生活保護者・生活困窮者の支援（※①②）

国民健康保険医療費の適正化（※③）

達成目標

達成目標

1

2

◆ハローワーク等関係機関との連携を更に強
化し，稼働年齢受給者のうち就労可能者の
自立支援を行います。

◆高齢受給世帯への訪問調査の実施等により，
高齢世帯の社会的自立を図ります。

◆生活困窮者自立支援制度を活用した相談支
援員，就労支援員を配置して，生活に困窮
する市民の早期自立を推進します。

◆救護施設恵風荘の健康的な生活環境づくり
と，クラブ活動の充実を図ります。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆稼働年齢受給者への就労支援事業
◆生活保護高齢者の生活安定事業
◆生活保護に至る前の生活困窮者への自立相談支援事業，就労支援事業
◆救護施設恵風荘の良好な住環境づくり
◆救護施設恵風荘のクラブ活動の充実

主要事業
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◆医療費通知や後発医薬品差額通知を行うこ
とにより，被保険者の意識啓発を図ります。

◆レセプト点検・第三者求償・柔道整復療養
費の適正受診指導について取組の充実・強
化を行い，医療費の適正化を図ります。

◆健康寿命の延伸のために，特定健康診査の
受診促進に努めます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆医療費通知
◆レセプト点検体制の充実
◆後発医薬品の利用促進
◆第三者求償の実施強化
◆柔道整復療養費の適正化
◆特定健康診査の受診促進
◆糖尿病の重症化予防

主要事業

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

要介護認定率 ％ 20.5 20.7. 20.9. 21.4.

適切な介護保険サービスの充実と適正な運営（※④）達成目標 3

◆適正な介護保険サービスを確保し，質を向
上させるとともに，要介護認定調査・審査
会においても公平公正な運営を行います。

◆介護保険サービス事業者を指導監督し，適
正な保険給付の執行を図ります。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆介護保険事業
◆介護給付適正化事業
◆介護相談員派遣事業
◆地域密着型サービス事業者等指導監督業務

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
第２期笠岡市国民健康保険保健事業実施計画
（第２期データヘルス計画） 2018年３月 ６年
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主担当課／水道課4-7

身近な上水道
本市水道事業の基本理念「市民のための水道を未来へ」のもとで，「安全」「強靭」
「持続」の３つの観点から，水道基準に適合した水を，いつでも，どこでも，誰でも，
合理的な対価で持続的に受け取ることができるように，水道の理想像を実現するた
めの施策を示し，事業を推進します。

基 本 方 針

①安全な水道水を供給するために，水道法に定められた浄水基準項目等に沿った水質検査の定期
的な実施の継続が求められています。

②地震をはじめとした様々な災害や渇水等の発生に備え，災害等に強い水道システムの構築に向
けた水道施設の耐震化や関係機関との連携が求められます。

③管路総延長 489㎞，配水池 42 か所，加圧ポンプ室 35 か所といった既存の水道施設のうち，
経年による老朽化が進行している施設については，今後順次更新時期を迎える中で，長寿命化
を図りながら，更新を進める必要があります。

④水需要の減少は，水道料金収入の減少に加え，経営面で大きな影響を及ぼすことが想定されま
す。持続可能な水道事業運営に向けて，適正な施設規模の検討や事業運営の効率化等，コスト
縮減に向けた取組の検討が求められています。

⑤水道の更新事業の増加や，水道技術の知識や経験豊富な職員の退職・異動等により，技術の継
承，人材育成は急務となっており，今後も技術研修等による技術者の育成が求められています。

現況と課題

①水道水の安全・安心を確保するため，基幹施設においてリアルタイム（即時）の自動水質監視システム
を増設する等，水質管理の徹底を図ります。

②災害に強い水道システムの構築に向けて，水道施設の耐震化を推進するとともに，広域的応援協力体制
の強化に積極的に取り組みます。

③水道施設の更新については，中長期的な計画を策定し，定期的な漏水調査結果等を踏まえた合理的な更
新箇所の選定を行い，管路の耐震化対策も含めて，長寿命化を図りながら，経済的・効率的に進めます。

対　策
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総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

水道水を安心して使用できると
感じている市民（市民意識調査） ％ 61.3. － 62.0. 64.0

(2020 年 )
66.0

(2024 年 )
有収率 ％ 91.0 89.4 91.0 91.6 92.0

④水需要の的確な将来予測に努め，料金の適正化を図るとともに，アセットマネジメント（資産管理）の
手法を導入し，既存施設の適切な維持管理を進めるとともに，事業運営の効率化等により，安定的な事
業運営を目指します。

⑤土木・建築に関するものだけでなく，水質，法制度，施設管理，経営等の多面的な知識を身に付けるこ
とのできる人材の育成を進めます。

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

水質検査箇所密度 箇所 /100㎢ 2.2. 2.2. 2.2. 2.2.
水質基準不適合率 ％ 0.0. 0.0. 0.0. 0.0.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

配水施設（基幹配水池）耐震化率 ％ 93.7 93.7. 100.0. 100.0.
配水施設（管路）耐震適合率 ％ 12.9. 13.7. 14.3. 16.4.
災害時応援協定締結団体数（累計） 団体 3 10 11 11

安全な水道水の供給（※①）

強靭な水道システムの構築（※②③）

達成目標

達成目標

1

2

◆水道水の残留塩素濃度の適正な維持管理に
努めます。

◆水質基準に適合し，安全で良質な水道水で
あることを確認するために，水質検査の実
施内容を定めた水質検査計画を毎年作成し
公表します。

◆水源から給水栓に至る各段階で危害評価を
行い，安全な水の供給を確実にする水道シ
ステムを構築する「水安全計画」を作成し
ます。

◆ホームページや，市広報等を活用したＰＲ
活動を行います。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆水質管理事業
◆情報提供・広報活動事業

主要事業
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◆配水池やポンプ場，管路等の水道施設の耐
震化等を推進していきます。

◆大規模地震等の災害に備えて，広域的応援
協力体制の強化に積極的に取り組みます。
また，各種団体等と応援協定を締結し，連
携を図っていきます。

◆危機管理マニュアルの整備や人為的災害の
予防としてのセキュリティシステムの強化
といった，危機管理体制の充実を図ります。

◆定期的な管路の漏水調査を実施し，その結
果に基づく速やかな修繕を行いながら更新
時期を見極めます。

◆水道施設の長寿命化を図るとともに，水需
要に適合した更新の検討や配水区域の見直
し等により，老朽管路の更新を計画的に進
めていきます。

◆多面的な視点から広域化のあるべき枠組み
について検討します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆緊急時給水拠点確保等事業
◆水道管路耐震化等推進事業
◆老朽配水管改良事業

◆生活基盤耐震化等事業
◆漏水調査事業
◆漏水修繕

主要事業

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

収納率（現年度） ％ 99.6. 99.6. 99.6. 99.6.

持続可能な水道事業運営（※④⑤）達成目標 3

◆市民皆水道に向けて，公営企業としての公
平性を維持しながら，普及率向上を図りま
す。

◆内部・外部の職員研修等の充実による人材
育成を図ります。

◆事業の効率化とコスト縮減を図るため，状
況に応じた組織体制の見直しに取り組むと
ともに，包括的な委託を含めた民間委託等
についても検討していきます。また，周辺
事業体との連携のもと，広域化によるスケー
ルメリットを検討します。

◆資産管理及び業務の効率化のため，情報管
理システム等の整備・拡充を行います。

◆必要となる施設更新の財源確保を行いつつ，
料金の適正化を図り，経営基盤の強化に努
めていきます。

◆アセットマネジメントの結果から将来の更新需
要を把握し，適正な規模へのダウンサイジン
グを考慮した水道施設の再構築を図ります。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆中長期更新計画の策定
◆未給水地区解消事業

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市水道事業ビジョン 2017年６月 10年
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主担当課／下水道課4-8

健全な下水道運営
社会情勢及び財政情勢の変化に即し，効率的かつ安定した下水道経営による持続的
な下水道サービスを提供します。

基 本 方 針

①笠岡市の汚水処理施設の整備は，公共下水道，特定環境保全公共下水道，漁業集落排水施設及
び合併処理浄化槽の４施設により，日常生活に必要不可欠なものとして，公共福祉の増進に大
きく寄与しています。一方で，未だ下水道が使用できない地域もあり，下水道未普及の早期解
消が必要です。

②供用開始から 30 年を超える公共下水道施設については，更新及び長寿命化対策や災害対策を
講じる必要があります。

③公共下水道事業は地形的条件から工事コストが割高となり，特定環境保全公共下水道事業及び
真鍋島の漁業集落排水施設整備事業については一般会計からの繰入金の依存度が高くなってい
ます。一方で，人口減少時代の到来と節水機器の普及等により，今後の下水道使用料収入の低
下が予想される状況も踏まえ，下水道使用料のあり方を改めて検討する必要があります。

現況と課題

①社会情勢及び財政情勢の変化を踏まえ，下水道整備による汚水処理のみでなく，合併処理浄化槽を含め
た早期の汚水処理の概成を目指します。また，長期的な計画としての汚水処理のマスタープランである

「笠岡市下水道基本構想」の見直しを実施します。

②ストックマネジメント手法を導入し，下水道施設の更新及び長寿命化対策を実施するとともに，地震対
策事業も実施します。

③新規の下水道使用者の開拓による使用料収入の確保等，収益の増加に努めるとともに，地方公営企業法
の適用により財務情報の見える化を進め，適正な下水道使用料の算定を行います。また，経営戦略を策
定し，経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図ります。

対　策
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総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

汚水処理人口※普及率（汚水処理施設
を利用できる人口 /行政人口× 100） ％ 78.2 78.7. 79.3. 81.2 83.8

※汚水処理人口とは，公共下水道，特定環境保全公共下水道，漁業集落排水施設，及び合併処理浄化槽を利用できる人口

※下水道処理人口とは，笠岡処理区と北部処理区の公共下水道事業の処理区域内で下水道施設を利用できる人口

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

下水道処理人口※普及率（処理区域内人口／
行政人口× 100） ％ 57.3. 57.4. 57.6 58.2

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

下水道ストックマネジメント計画策定進捗率 ％ － 30 60 100.
管路施設耐震診断調査実施率 ％ － 40 100 100

下水道処理人口普及率の向上（※①）

災害・老朽化対策（※②）

達成目標

達成目標

1

2

◆計画的に下水道の整備を実施します。

◆今後の人口減少等社会情勢の変化に応じて，
「笠岡市下水道基本構想」の見直しを実施し
ます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆下水道施設の整備主要事業

◆ストックマネジメント手法により，下水道
施設及び漁業集落排水施設全体の将来にわ
たる改築需要を勘案しつつ，費用対効果，
緊急度を十分に考慮した事業選択による更
新及び長寿命化を行います。

◆地震発生時に下水道が有すべき機能やその
緊急性に応じて，重要な下水道施設の耐震
化を図る「防災」と，被災を想定して被害
の最小化を図る「減災」を組み合わせた総
合地震対策を実施します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆ストックマネジメント事業
◆総合地震対策事業

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

水洗化率（水洗化人口※ /処理区域内人口×
100） ％ 87.9. 87.9 88.0 88.1

下水道使用料徴収率（徴収額 /下水道使用料
確定額× 100） ％ .99.4. 99.4 99.5. 99.5

下水道使用料収入の向上（※③）達成目標 3

◆下水道が有効に利用され，下水道会計の健
全化を目指すために，下水道接続の阻害要
因を分析し，積極的な広報と個別訪問を実
施することで水洗化率の向上を目指します。

◆下水道使用料の徴収を強化します。

◆適正な下水道使用料の算定を行います。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆下水道普及・啓発事業
◆下水道使用料徴収業務
◆適正な下水道使用料の算定

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市下水道基本構想 2016年３月 20年

※水洗化人口とは，公共下水道，特定環境保全公共下水道，及び漁業集落排水施設により下水処理を行っている人口

マンホールカード
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主担当課／消防総務課
関係課／警防課，予防課，通信指令課

4-9

消防体制の整備
住民の生命，身体及び財産を火災から保護し，安全・安心に暮らせる地域社会の実
現に向けて，管内の消防体制の強化に加え，地域防災力の強化，危険物施設等の保
安対策を進めます。

基 本 方 針

①管内における火災・救急・救助業務その他の災害対応を確実に遂行するために，消防施設等の
更新整備とともに，高度で専門的な知識・技術を習得した人材育成が必要です。また，人口減
少の進行により，人的・財政的な資源が限られる一方で，消防は，大規模地震，豪雨災害等の
複雑多様化する災害に対応していく必要があります。

②地域の消防体制は，消防団をはじめ，自主防災組織，婦人防火クラブ及び幼年・少年消防クラ
ブ等の多様な主体が役割分担をしながら，相互に連絡協力し確保されるものであるため，各主
体の育成強化を図る必要があります。

③住宅火災による死者の多くは 65 歳以上の高齢者である中で，住宅用火災警報器の設置推進，
設置後の維持管理の啓発等に取り組む必要があります。

④不特定多数の者が出入りする防火対象物で火災が発生した場合，多くの人命危険があり，こう
した防火対象物の防火安全対策が求められます。また，石油コンビナート等の危険物施設は，
地域経済の活性化に寄与している一方で，扱い方を誤れば大事故につながる可能性があり，こ
うした施設においては保安対策が求められます。

現況と課題

①年次別施設整備計画に基づき消防施設設備等の更新整備を実施するとともに，多種多様な災害に対応す
るため消防大学校・県消防学校他各種研修に多くの職員を派遣し，消防戦術並びに知識の習得を図り，
個々の資質向上，さらには組織全体のレベルアップを図ります。また，近隣消防本部と消防の連携を図り，
災害対応能力の向上を図ります。

②若手・女性消防団員の入団促進及び育成強化を図り，消防団員数を確保するとともに，管内及び近隣市
町の自主防災組織等と連携・協力して地域の消防活動の強化に努めます。また，未来を担う子どもたち
に防火・防災教育を実施し，防火意識の高揚を図ります。

対　策
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③管内の住宅への戸別訪問やチラシ・ポスター等による啓発により住宅用火災警報器の設置・維持管理の
呼びかけを行い，設置率を高めます。

④防火対象物の防火安全対策，危険物施設の保安対策として，立ち入り調査や大規模な訓練，講習等を実
施します。

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

人口１万人当たりの出火率 件 3.27. 3.79. 3.66. 3.66. 3.66

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

消防施設設備の整備数（消防組合）
　　　　　　　　（笠岡市消防団） 棟 8

42
9
41

9
41

9
41

消防車両等の整備数　（消防組合）
　　　　　　　　（笠岡市消防団） 台 .25

49.
25
48

25
48.

25
48

消防学校等派遣者数 人／年 64. 61. 65. 65.

管内消防体制の強化（※①）達成目標 1

◆消防施設整備等整備計画に基づき更新整備
を図ります。

◆指令装置及びデータの保守メンテナンスを
実施し，精度の向上を図ります。

◆近隣消防本部との連携強化を図ります。

◆消防大学校・県消防学校，救急救命研修所
及び各種研修所等へ計画的に職員派遣を実
施します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆消防本部非常用発電設備の設置（2018年）
◆消防施設設備等の更新整備
◆高機能消防指令施設及び消防・救急デジタル無線等の保守・更新（2023年）
◆消防大学校・県消防学校・各種研修所へ派遣並びに入校
◆各種資格の取得

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

消防団員数 人 956. 957. 960. 980.
女性消防団員数 人 19. 20. 20. 31.
婦人防火クラブ数 クラブ 54. 54. 54. 54.
幼年・少年消防クラブ数 クラブ 16. 16. 17. 18.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

住宅用火災警報器設置率 ％ 78.6 54.0 58.0. 70.0.
住宅防火診断 世帯／年 24 24 26 32

地域の消防活動の強化（※②）

住宅防火対策の推進（※③）

達成目標

達成目標

2

3

◆活力ある消防団づくりを行い，消防団員が
活動しやすい環境をつくるために，消防施
設設備等の充実強化と処遇の改善を図りま
す。

◆婦人防火クラブ員を育成します。

◆幼年・少年消防クラブに防火意識の高揚を図
るため，研修会や防火講話等を実施します。

◆住宅用火災警報器設置管理推進のチラシ・
ポスターを作成し，戸別訪問等で呼びかけ
を行い，設置率を高めます。

◆火災予防運動期間及び年間を通して，行政・
町内会・民間関係機関等と連携し，要配慮
者宅の防火防災診断を実施します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆消防団活動協力事業所等の加入促進
◆消防団応援事業所登録要綱に基づく消防団員の優遇措置
◆消防施設設備等の計画的な整備
◆消防団安全装備品の充実
◆女性消防団員の入団促進
◆教育・訓練の実施
◆機能別消防団員制度の導入
◆消防団員の活動環境の整備
◆婦人防火クラブ研修会
◆幼年・少年消防クラブ研修会及び防火講話

◆住宅用火災警報器設置推進啓発及び設置率の把握
◆ひとり暮らしの高齢者及び要配慮者世帯の防火防災診断

主要事業

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

防火対象物立入検査 棟／年 201 231 250 310
危険物施設立入検査 施設／年 86 100 110 140
重大違反防火対象物 棟 4 4 2 0
保安・防火講習受講者数 人／年 103. 110. 110. 110.

防火対象物の防火安全対策及び危険物施設の保安対策（※④）達成目標 4

◆年間査察計画を立て，防火対象物及び危険
物施設に立入検査を実施します。

◆防火対象物の自衛消防隊を育成します。

◆石油コンビナート地区における大規模消防
訓練を実施します。

◆市内事業所の自衛消防隊員を対象に保安講
習を実施します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆立入検査
◆初期消火訓練大会
◆防火管理者講習
◆石油コンビナート地区総合防災訓練
◆危険物取扱者保安講習

主要事業

消防庁舎公開デー「消防たんけん隊」
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主担当課／危機管理課
関係課／建設管理課，建設事業課，都市計画課

4-10

地域防災の推進
市民の生命，身体及び財産並びに市政に重大な影響を及ぼす全ての危機を未然に防
止し，こうした事態が発生した場合には被害を最小限に食い止め，市民の安心・安
全を確保します。

基 本 方 針

①近年相次ぐ大規模な自然災害の発生により防災への関心が高まる中，平常時における危機管理
能力の向上が求められています。

②災害時における情報伝達手段の充実，自主防災組織等への緊急告知ＦＭラジオの貸与や，緊急
速報メール（エリアメール）及び同報系デジタル防災無線の整備等を行っており，各種情報伝
達手段に関する普及・啓発をより一層進めていく必要があります。また，こうした災害に関わ
る情報等を市民が共有することで，災害時における自助・共助の意識の向上につなげていくこ
とが必要です。

③水害対策として，河川や護岸の整備を年次的に進めていますが，残る未整備箇所について早急
な整備が必要です。

現況と課題

①業務継続計画（ＢＣＰ）の策定を急ぎ，これを受けて受援計画を定めます。また，笠岡市耐震改修促進
計画に基づき，所有者による耐震診断及び耐震改修を支援するとともに，市が所有する公共建築物の耐
震化を進めます。さらに，大規模な災害に備えて，適地に防災公園を整備します。

②自助・共助による被害減少を目的に自主防災組織の活性化や活動支援を進めるとともに，各家庭での防
災対策（家具の転倒防止，ガラスの飛散防止等），各種情報伝達手段に関する普及・啓発をより一層進
めていきます。また，避難時に支援が必要となる方の把握と個別計画の策定を進めます。

③河川等の改修や海岸保全施設の整備等により，浸水・高潮被害の軽減を図ります。

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

防災士の人数 人 29 43 54 84 124
家庭で防災対策をしている割合
（市民意識調査） ％ 16.7. － 23.0. 30.0

(2020 年 )
40.0

(2024 年 )
「自然災害への対策」の満足度（市
民意識調査） ％ △ 14.3 － △ 12.0 △ 10.0

(2020 年 )
△ 8.0

(2024 年 )
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

食料の備蓄 食 15,000. 17,500. 20,000. 25,800.
公共建築物の耐震化率 ％ 85.0. 87.0. 91.0. 98.0.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

防災士の人数 人 29 43 54 84
地域密着型訓練の参加者数 人／年 4,700. 5,000. 5,250. 6,000.

平常時に対策が整っている危機管理（※①）

自助・共助の体制が取れた自主防災組織（※②）

達成目標

達成目標

1

2

◆平常時から危機を想定し，応急対策及び事後
対策の準備を進め，予防に最善を尽くします。

◆様々な事例に対する調査研究を行い，地域
防災計画，国民保護計画の推進や危機管理
関連マニュアル（ＢＣＰ・受援計画等）の
整備・作成に努めます。

◆地震による建築物の倒壊等の被害から市民
の生命，身体及び財産を保護するため，建
築物の耐震改修を進めます。

◆自主防災組織が，自助・共助の所期の目標を
達成できるよう，防災資機材の充実，整備や
人材育成を図ります。

◆地域密着型訓練の推進により，地域の実情に
応じた防災対策を進めるとともに，市民意識
の高揚を図ります。

◆市民の自助・共助の意識の高揚及び各種情報
伝達手段に関する普及・啓発研修や広報に努
めます。

◆消防団，自主防災組織や婦人防火クラブ等の
防災関係機関が密に連携できるよう支援し，
地域の防災力を高めます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆危機に関する調査研究
◆防災関係機関との連携
◆関連計画の推進及び各種マニュアル
の整備・作成

◆備蓄品の適正な調達・管理
◆建築物の耐震診断，耐震改修事業及
び普及啓発事業

◆防災公園の整備

◆防災士の育成
◆防災資機材の配布
◆地域密着型訓練の開催
◆研修会の開催

主要事業

主要事業 ◆各地域での訓練指導
◆家庭における防災対策の普及啓発
◆災害時要支援者台帳の整備及び個別計画の策定
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

海岸保全施設整備率 ％ 60.0 74.0. 79.0. 94.0.
海岸保全施設点検実施率 ％ 0.0 27.0 90.0 100.0

浸水・高潮被害を防ぐ安心できる備え（※③）達成目標 3

◆河川や排水路，ため池等の決壊や越流を防ぐ
ため，河川等の浚渫や改修を進めます。

◆高潮対策として，海岸保全施設の整備を進め
ます。

◆海岸保全施設の長寿命化に向けて点検を行
い，修繕計画を策定し，適切な維持管理を行
うとともに，計画的な施設の修繕や改修工事
を行います。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆河川整備事業
◆海岸保全施設整備事業
◆農村地域防災減災事業
◆海岸堤防等老朽化対策事業

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市水防計画 2000年５月 －
笠岡市国民保護計画 2010年３月 －
笠岡市新型インフルエンザ等対策行動計画 2010年５月 －
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年
笠岡市耐震改修促進計画 2016年３月 ５年
農村地域防災減災推進計画書 2016年 11月 ５年
漁港海岸施設老朽化対策事業計画 2017年２月 －
笠岡市地域防災計画 2017年３月 －
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主担当課／協働のまちづくり課
関係課／学校教育課

4-11

防犯・交通安全の環境づくり
市民の安全に対する関心や意識を高め，日々安心して過ごすことができる健全な地
域社会の構築を基本として，市と市民の協働による安らぎのあるまちを目指します。

基 本 方 針

①防犯関係機関や団体，地域住民と連携し，防犯パトロール活動や啓発を強化し，継続的に取り
組む必要があります。

②交通安全教育を推進するとともに，交通安全関係機関や団体等と連携した取組や地域での広報
啓発活動を展開し，今後も継続して多様な取組を進める必要があります。

③消費相談体制や情報発信を強化するとともに，消費者団体の育成等を通して，安心して生活す
るための環境づくりが必要です。

現況と課題

①地域で取り組んでいる防犯活動と連携し，防犯活動の支援を継続し広報啓発活動を強化するとともに，
安らぐまちの環境づくりに努めます。

②児童生徒に参加体験型の交通安全教育を実施するとともに，高齢者等を対象とした出前講座の開催，広
報啓発活動による交通安全意識の向上を図ります。また，交通安全関係機関や団体，事業所，地域住民
の広報啓発活動を支援し，交通安全対策に協働で取り組みます。

③インターネットの発展により，複雑多様化する消費生活相談に対応できるよう相談員や担当職員のスキ
ルアップを図り，消費生活センターの機能を充実させます。消費者相談や出前講座，イベント等を通じ
て市民への情報発信を行い，消費者団体と協力して消費者被害の未然防止・拡大防止に努めます。

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

人口千人当たりの犯罪発生件数 件／年 4.7. 4.5. 4.4. 4.2 4.1
人口１万人当たりの交通事故（人
身）発生件数 件／年 26. 25. 24. 22 20
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

防犯活動登録団体数 団体 43. 43. 45. 48.
笠岡市消費生活問題研究協議会の会員数 人 146. 146. 150. 165.
消費生活相談窓口の利用件数 件／年 325 370. 380. 400.
法律相談窓口の利用件数 件／年 47. 50. 52. 58.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

交通安全教室実施回数 回／年 55. 56. 58. 60.
高齢者の交通安全教室参加人数 人／年 839. 850. 870. 900.
交通事故相談窓口の利用件数 件／年 4. 10. 10. 10.

犯罪・消費者被害のない環境づくり（※①③）

交通事故のない環境づくり（※②）

達成目標

達成目標

1

2

◆地域で取り組まれている自主的な活動と連
携を取りながら，防犯活動の支援と広報活
動に協働で取り組みます。

◆消費生活センターの機能を維持し，関係機関・
団体と連携を取りながら，ネット被害等の消
費者被害の未然防止，拡大防止に努めます。

◆消費生活に関する情報の収集や提供等を行
い，消費者団体と連携を取りながら，消費
者の意識向上に協働で取り組みます。

◆関係機関や弁護士等と連携を取りながら，
適切な予防や解決方法について相談できる
窓口を継続します。

◆交通安全関係機関や団体と密接な連携を取り，
活動を支援するとともに，交通安全教育及び
交通安全広報活動に協働で取り組みます。

◆関係機関や弁護士等と連携を取りながら，
適切な解決方法等について相談できる窓口
を継続します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆登下校時見守り活動
◆青色回転灯装備パトロールカー活用
◆消費生活センターの運営

◆交通安全市民運動推進大会
◆交通安全教室
◆交通安全テント村

主要事業

主要事業 ◆セーフティドライバースクール
◆自転車等点検整備
◆早朝街頭指導

◆法律相談
◆行政相談
◆交通事故相談

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年８月 ５年

◆市民活動団体の活動支援
◆くらしと消費生活展
◆法律相談　　◆行政相談
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主担当課／環境課
関係課／岡山県西部衛生施設組合，岡山県西部環境整備施設組合

4-12

廃棄物・環境保全
笠岡市の豊かな自然環境を保全し，次の世代へつないでいくために，ごみの減量化・
資源化，地球温暖化対策等を進めるとともに，市民の意識啓発・学習活動等に取り
組み，自然共生社会の実現を目指します。

基 本 方 針

①笠岡市では，2000 年９月から資源ごみの分別収集を行っていますが，家庭及び事業所から排
出される可燃ごみの量は近年概ね横ばいで，ごみの減量化が進んでいない状況です。ごみの減
量化の推進とともに，資源化が可能なごみ等のリサイクルに向けた取組も求められます。

②市内各地でごみのポイ捨てや不法投棄がみられる中で，廃棄物の適正な処理に対する市民意識
の向上が求められています。

③地球温暖化対策を推進する観点から住宅用太陽光発電システム等設置費補助金を交付していま
すが，低炭素社会の実現に向けて，更に取組を充実させる必要があります。

④笠岡市には希少な動植物が生息しており，市民と協働して保護していく必要があります。また，
こうした動植物を含めた独自の自然環境の保全に，市民が主体的に関わるための多様な取組が
求められています。

現況と課題

①ごみの減量化・資源化について，家庭と事業所に対しての啓発活動を行うとともに，効果的なインセン
ティブを導入するなど，排出抑制や資源化の推進を図ります。

②不法投棄をさせないため，出前講座等の啓発・学習活動を進めるとともに，万が一不法投棄が発生した
場合は早期発見，早期回収を行います。

③地球温暖化対策を推進するため，温室効果ガスの発生を抑制する設備の導入等に関わる補助金等の制度
の拡充を進めていきます。

④自然共生社会の実現に向けて，関係機関と連携し，笠岡市の自然環境や生態系等に対応した意識啓発，
人材育成等に取り組みます。

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

処理施設へ搬入するごみの減量化率
（2016年比） ％ 100.0 98.8 97.5 93.8 88.8



143

基本計画

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

ごみのリサイクル率 ％ 19.8 20.5 20.9 22.4
ごみの減量化・資源化に取り組んで
いる市民の割合（市民意識調査） ％ 83.7 ― 88.0 88.0

（2020年）

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

住宅用太陽光発電システム等設置費
補助金交付件数 件／年 60. 110. 110. 110.

ごみの減量化・資源化の推進及び廃棄物の適正排出（※①②）

地球温暖化対策の推進（※③）

達成目標

達成目標

1

2

◆市民に対し出前講座等を活用し，ごみの減
量化・資源化推進を図り，循環型社会の構
築を目指します。

◆「笠岡市事業所ごみ減量化連絡会議」の取
組を市内の事業所に広め，排出量の抑制を
図ります。

◆ごみの排出抑制につながる意識改革を行い
ます。

◆太陽光をはじめとする新エネルギーの導入を
加速させます。

◆次世代自動車や低燃費かつ低排出ガス認定
車など，環境に配慮した自動車の普及促進を
図ります。

◆エアコンや照明機器など，省エネルギー対策
が図れる機器の導入を推進します。

◆出前講座やイベント，広報媒体などを通じて
情報を発信し，地球温暖化防止への動機付け
を図ります。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆出前講座
◆笠岡市事業所ごみ減量化連絡
会議

◆ごみゼロ運動推進事業

◆住宅用太陽光発電システム等設置費補助
◆電気自動車，プラグインハイブリッド車購入費補助
◆緑のカーテンの普及促進
◆ＣＯＯＬ・ＣＨＯＩＣＥの推進
◆ノーマイカー運動，エコドライブの実施
◆クールビズ，ウォームビズの推進
◆マイバッグ運動，ノーレジ袋運動の推進
◆環境フェスティバルの開催

主要事業

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

海域の環境基準達成率 ％ 50.0 50.0 51.0 54.0
自然環境学習会の参加者数 人／年 170 170 170 170

自然と共生した社会の保全（※④）達成目標 3

◆事業者との環境保全協定の締結を推進します。

◆岡山県など関係機関と連携し，希少な動植
物の保護に取り組みます。

◆多様な生態系を保全し豊かな自然環境を創
る環境教育を推進します。

◆生物多様性の保全と持続に向けて行動でき
る人材を育成します。

◆市民による環境保全活動を支援します。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆自然環境学習会の実施
◆人材を育成するための講座開催とエコツアーの実施（高梁川流域連携事業）

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
第８期笠岡市分別収集計画 2016年６月 ５年
第２次笠岡市環境基本計画（後期計画） 2018年２月 ５年
第２次笠岡市一般廃棄物処理基本計画 2018年３月 10年
第４次笠岡市・一部事務組合地球温暖化
対策実行計画 2018年３月 13年
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緑のカーテン普及活動

海岸清掃活動

環境フェスティバル
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主担当課／企画政策課
関係課／危機管理課，総務課，商工観光課

5-1

情報・プロモーションの推進
市民の利便性向上，来訪者等の拡大に向けて，公式ウェブサイト等の情報発信力の
向上を図るとともに，市内の情報基盤の整備を進めます。また，市の情報システム
のセキュリティを高め，安心・安全なネットワーク環境を実現します。

基 本 方 針

①公式ウェブサイトは情報量が多く複雑化する傾向にあることから，閲覧者がほしい情報にたど
り着くことが困難な状況となっています。

②一部観光拠点には公衆無線ＬＡＮ（Wi-Fi）が導入されているものの，防災拠点を含めた必要
箇所全てに整備が進んでいるとはいい難い状況であり，情報基盤の更なる整備が求められてい
ます。

③高度化・巧妙化するサイバー攻撃等による機密情報の窃取等の被害を未然に防ぐため，職員の
研修も含めたセキュリティの向上等による，安心・安全なネットワーク環境の実現が求められ
ています。

①公式ウェブサイトについて，情報を体系的に整理し，ＳＮＳ等を活用したわかりやすい情報発信を行い
ます。また，オープンデータの公開にも取り組みます。

②観光や防災の拠点等における来訪者や住民の情報収集等の利便性を高めるため，観光拠点及び防災拠点
等における Wi-Fi の整備を行います。

③市民に対する行政サービスの充実を前提として，行政事務の効率化を図るとともに，情報資産の機密性
等を維持することを考慮した業務システムの整備・更新と適切な運用を図ります。また，サイバー攻撃
に関する知識の習得や情報漏えいの防止に向けて，職員のセキュリティ研修を行います。

現況と課題

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

公式ウェブサイトアクセス数
（１か月当たり平均） 件／月 40,353 43,000. 45,000. 48,000. 50,000
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

オープンデータの公開件数 件 12. 20. 30. 60.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

Wi-Fi スポットの整備箇所数 箇所 13. 14. 14. 17.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

市職員のセキュリティ研修終了率 ％ 90.7. 95.0. 95.5. 97.0.

情報発信の強化（※①）

公衆無線ＬＡＮ（Wi-Fi）の整備促進（※②）

情報セキュリティの向上（※③）

達成目標

達成目標

達成目標

1

2

3

◆ 2017 年度にリニューアルした公式ウェブ
サイトをはじめ，ＳＮＳを積極的に活用し，
市民はもちろん，市外からの観光や移住情
報等のニーズにも応える，わかりやすく魅
力的な情報発信を行います。

◆岡山県や高梁川流域連盟とも連携しながら，
利用者にとって有益な情報の公開に努めます。

◆観光や防災の拠点等における来訪者や住民
の情報収集等の利便性を高めるため，観光
拠点及び防災拠点等における Wi-Fi 環境の
整備を行います。

◆セキュリティ対策の充実や職員の活用能力
向上に努めます。

◆情報資産の機密性，完全性及び可用性を維
持することを考慮した業務システムの整備・
更新と適切な運用を図ります。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆Wi-Fi 環境の整備・拡充の
促進

◆セキュリティ研修
◆業務システムの運用・整備

主要事業

主要事業

◆公式ウェブサイトの運用・
整備

◆オープンデータの公開

主要事業
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主担当課／財政課5-2

健全な財政運営
将来にわたって安定した市政運営を行い，将来世代に大きな財政負担を残さないよ
うに，市全体の負債額を適正な水準で維持するとともに，基金の確保，歳入・歳出
状況を踏まえた事業の見直し等による，健全な財政運営を目指します。

基 本 方 針

①これまで笠岡市では，債務の縮減を中心に財政健全化に積極的に取り組んでおり，土地開発公
社の抜本的な経営健全化を進める等，市全体の負債の大幅な縮減を図り，財政指標においても
順調に改善が進んでいます。一方で，防災関連事業の積極的な実施や給食センターの建設事業
等により，市債残高は増加傾向に転じており，財政指標も今後は悪化が予想されます。

②本市は非合併団体であるため，地方交付税等の財政措置が合併団体と比較して相対的に縮減され
ており，財政調整基金は合併団体に比べると低い水準となっています。今後，社会保障給付費
やインフラ等公共施設の維持管理・更新経費の増加が見込まれる中，市債に過度に依存するこ
となく年度間の財政負担を平準化するために，適正な基金残高を確保しておく必要があります。

③人口減少が進む中，歳出縮減の取組と人口減少対策としての積極的な投資を同時に進める必要
があり，バランス感を持った財政運営が求められています。

①負債の適正な水準を維持するために，市債発行の抑制や繰上償還を継続します。

②財政調整基金や公共施設整備費引当基金等の積立を行います。

③新規事業の立ち上げに当たっては，財源の確保又は既存事業の廃止を基本とし，継続事業についても，
効果必要性等を検証し，歳出縮減に向けた見直しを進めます。

現況と課題

対　策

総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

実質公債費比率 ％ 5.8 5.6. 6.5. 6.5. 6.5
将来負担比率 ％ 67.5. 80.6. 80.0. 80.0. 80.0.
経常収支比率 ％ 95.3. 95.9. 96.0. 96.0. 96.0.
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

普通会計建設地方債残高 億円 130.9. 151.0. 153.1. 159.1.
市全体の建設地方債残高 億円 274.0. 281.9. 279.3. 277.6.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

財政調整基金残高 億円 10.3 8.5 9.5 10.8
公共施設整備費引当基金残高 億円 0.2 0.3 0.5 0.9

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

事業の廃止・縮小による効果額 百万円 2.8. 2.3. 5.0. 20.0.
経常経費充当一般財源額（退職手当除く） 億円 124.0. 124.0 124.0 124.0

負債額の適正化（※①）

適正な基金残高の確保（※②）

歳出の縮減（※③）

達成目標

達成目標

達成目標

1

2

3

◆単年度の建設地方債発行額に上限を設ける
とともに借入金の繰上償還を行い，市債残
高の抑制を図ります。

◆財政調整基金の積立目標額を 20 億円とし
て，年次的に積み増しを行います。

◆大規模ハード事業，長寿命化事業に備えて，
公共施設整備費引当基金の積み増しを行い
ます。

◆補助金等事業の効果を検証し，担当課にヒ
アリングを行いながら，事業の廃止・縮小
を進め歳出削減を図ります。

◆数値目標を設定して，内部管理経費の縮減
を図ります。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市財政運営適正化計画 2017年９月 11年
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主担当課／財政課，収納対策課
関係課／税務課，ふるさと寄附課

5-3

財源の確保
将来にわたって安定的な財源を確保するため，公平公正な賦課と税収の確保，市の
公有財産の適正な管理とともに，時代状況を踏まえた自主財源確保の実現を目指し
ます。

基 本 方 針

①人口減少に伴い，市税等の一般財源も減少傾向にある中で，様々な人口減少対策に関わる取組
等を展開するための自主財源の確保が求められています。また，未利用地の積極的な処分や有
効活用とともに，公共施設等の使用料についても，適正なコストを把握した上で見直しを図る
必要があります。

②ふるさと納税については，国のふるさと納税の見直し（規制）の動向を踏まえながら，寄附額
の更なる増額に向けて取り組む必要があります。

③市税の賦課漏れ及び賦課誤りが発生している状況を踏まえ，確実な収納を図るため，未申告者
の解消及び課税客体の適正な把握が必要です。なお，市税の収納率については向上しており，
今後も継続した取組強化が求められます。

④不良債権を抱えている部署がある中で，全庁的に適正な債権管理と確実な収納対策が必要です。

①国等の補助金・助成金の積極的な活用やクラウドファンディング※，広告収入等による自主財源を検討・確
保します。また，未利用地の掘り起こしに努めるとともに，こうした未利用地や用途廃止した行政財産につ
いて，有効活用の早期実現を図るため将来的な利活用の方策を検討し，積極的な処分，貸付を図ります。

②ふるさと納税のポイント制の活用や新たなポータルサイトへの登録及び記念品の拡充を検討する等，ス
ムーズに安心して寄附できる環境を整備します。また，本市のふるさと納税のＰＲ強化，リピーターの
増加へ向けた取組を推進します。

③市税の未申告者の実態や課税客体の把握を確実なものとするため，現地調査をはじめあらゆる手段によ
り情報の収集を図ります。また，未納者の個々の経済状況を把握し，岡山県市町村税整理組合，岡山県
滞納整理推進機構等との連携を図り，滞納処分を強化して収納率向上に努めます。

④笠岡市収納対策本部会議等を開催し，債権回収の調整を図ります。

※クラウドファンディングとは，インターネット等を介して不特定多数の個人から寄附等の形で資金を調達する仕組み

現況と課題

対　策
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総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

自主財源の確保 百万円 217. 430. 431 431 431
市県民税等の未申告件数 件／年 140. 135. 130. 115 95
市税収納率（国民健康保険税除く） ％ 96.16. 96.21. 96.26. 96.41. 96.61
債権未収金額 百万円 1,120. 846. 637 474. 348

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

新たな財源の確保 百万円 － 50. 50 50
土地売払収入 百万円 25. 74 20 20
土地建物貸付収入 百万円 29 36 43 43
ふるさと笠岡思民寄附件数 件／年 21,437. 66,800. 66,800. 66,800.
ふるさと笠岡思民寄附金額 百万円 329. 900. 900. 900.

自主財源の確保と強化（※①②）達成目標 1

◆新規事業の立ち上げに当たっては，必ず財
源確保を検討した上で実施します。

◆クラウドファンディング等の新たな財源確
保の仕組みを検討・導入します。

◆広告料収入の更なる拡充の手法を検討・導
入します。

◆使用料・手数料等の見直しを行います。

◆既存事業等についても，該当となる国庫補
助制度等がないか，情報収集に努めます。

◆市の公有財産として保有する必要性のない
財産の民間への売却処分とともに，供用予
定のない財産の民間等への貸付による有効
活用を図ります。

◆処分可能財産の掘り起こしを行い，公有財産
活用検討チームを中心に処分に向けた検討を
行います。

◆一般社団法人岡山県宅地建物取引業協会と
の市有地処分の媒介に関する協定に基づき，
民間活力を活用した市有地処分の円滑な推
進を図ります。

◆ふるさと納税のポイント制の活用や寄附
フォームの見直しを行い，寄附者が寄附し
やすい環境を整備します。

◆新たな記念品の発掘や記念品のお届けプラ
ン等の検討を行い，寄附者にとって魅力あ
る記念品を拡充します。

◆新たなふるさと納税ポータルサイトへの加
入や情報発信方法等の検討を行い，寄附の
増加に努めます。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆財源の検討，情報収集
◆公有財産活用検討チームを中
心とした処分可能財産の検討

◆市有地売却促進助成事業

主要事業 ◆分譲地紹介者奨励金事業
◆ふるさと納税のポイント制の活用
◆ふるさと納税の新たな記念品の発掘等記念品の拡充
◆ふるさと納税のＰＲの推進
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

市県民税等の未申告件数 件／年 140. 135. 130. 115.
償却資産（固定資産税）の未申告件数 件／年 245. 284. 240. 220.
市税収納率（国民健康保険税除く） ％ 96.16. 96.21. 96.26. 96.41.
国民健康保険税収納率 ％ 79.64. 79.69. 79.69. 79.74.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
H28 H29 H30 H37

債権未収金額 百万円 1,120. 846. 637 474

適正な市税収納の推進（※③）

債権を含めた市有財産の適正管理（※④）

達成目標

達成目標

2

3

◆未申告者への催告通知，電話による呼び出
しや臨戸訪問を徹底します。

◆現地調査，聞き取り調査，追跡調査等によ
る課税客体の適正な把握を行います。

◆積極的な情報収集により納税義務者を確定
し，公示送達の解消を図ります。

◆岡山県市町村税整理組合，岡山県滞納整理
推進機構等との連携等を進めるとともに，
未納者への文書送付や電話催告を実施し，
滞納処分滞納整理を強化します。

◆コンビニ収納の利用促進，口座振替キャン
ペーンを実施します。

◆差押え物件等について，岡山県市町村合同
公売会やインターネット公売により適正な
処分を進めます。

◆笠岡市収納対策本部会議及び笠岡市収納対
策本部ワーキンググループ会議を開催します。

◆毎年度，債権担当課ごとの長期延滞債権に
係る徴収計画を策定し，適切な債権管理を
行います。

◆笠岡市債権管理条例に基づき，徴収の見込
みのない不良債権について，債権管理検討
委員会にて審議し，適正な処理を行います。

◆専門研修等で人材育成を行い，債権管理の
スキルアップを図ります。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆課税漏れの解消
◆公示送達の解消　
◆口座振替キャンペーン
◆岡山県市町村合同公売会

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
笠岡市土地開発公社経営健全化計画 2013年６月 ５年
笠岡市財政運営適正化計画 2017年９月 11年
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主担当課／企画政策課
関係課／総務課，人事課，財政課

5-4

計画管理
総合計画の目標達成に向け，限られた行政資源の有効活用と効率的な行政運営を実
践します。

基 本 方 針

①行政サービスに対する市民ニーズが多様化・高度化する中で，行政評価制度を活用して指標を
もとに事業効果の検証や進行管理を行うことで，見直しや改善につなげていく必要があります。

②厳しい社会経済情勢にあって，行政運営の資源（人・物・資本）は制限されており，限られた
予算，人員を選択と集中により有効に活用していくため，行政改革を着実に推進する必要があ
ります。

③市が保有する施設の多くは高度経済成長期に整備されており，今後，老朽化による建替等が一
時期に集中することが予想されます。人口減少や人口構造の変化等により公共施設等の利用需
要の変化が予想される中で，長期的な視点から施設の長寿命化，統廃合，更新について検討を
行う必要があります。

④地方分権の進展をはじめとする情勢の変化や多様化する市民ニーズに対応するために，職員の
更なる意識改革や資質の向上が求められます。

①行政評価制度の運用を通じて，指標実現に向け職員自らが従来の業務を見直し，自ら課題を見つけ，改
善につなげていくＰＤＣＡサイクルを効率的に回していきます。

②行政改革を一層推進することで，単に経費の削減だけでなく，質の高い行政サービスの実現を図ります。

③笠岡市公共施設等総合管理計画に基づき，老朽化した公共施設の予防保全による長寿命化，統廃合や機
能の複合化により総量の抑制を図り，その更新費用の縮減と平準化を図ります。

④人材育成基本方針のもと，能力開発により職員の個の能力を高めるとともに，階層別等の研修を強化す
ることで組織力を高めます。

現況と課題

対　策
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総合指標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年 2025年

施策評価の総合評価がＡ（計画ど
おり進行している）の施策数 施策 1 2 2 3 5

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

「市民の意見や提案が市政に反映されている」と
感じている市民の割合（市民意識調査） ％ 11.7. － 14.0 15.0

（2020年）.

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

行財政改革年間効果額 億円 4.9 3.0 5.0 5.0

行政評価の有効活用（※①）

行政改革の推進（※②）

達成目標

達成目標

1

2

◆実施している施策や事務事業について，外
部委員を含めた委員による施策評価を実施し
て，事業効果の検証や進行管理を行います。

◆施策評価結果を市政報告書としてまとめま
す。

◆市民意識調査により，市民ニーズを把握し，
施策や事務事業，仕事のやり方を常に改善
していきます。

◆行政改革大綱に基づき作成した実施計画を
計画的に推進します

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆施策評価
◆市政報告書の作成
◆市民意識調査

◆行政改革大綱及び実施計
画の推進と進行管理

主要事業

主要事業
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指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

ハコモノ施設総量の増減 ㎡ △ 826 4,254. △ 1,669 △ 1,669

指　標 単　位
実績値 実績見込 目標値
2016年 2017年 2018年 2021年

階層別必須研修の実施種類 種類 7. 8. 9. 12.

適正な公共施設の維持・管理（※③）

職員の育成（※④）

達成目標

達成目標

3

4

◆財政状況に応じて施設総量を縮減するととも
に新規整備を抑制し，施設の複合化と運営
の効率化を図ります。

◆総合的に市民サービスの維持・向上を図るた
め，ＰＰＰ等の事業手法を用いた施設運営へ
の民間活力の導入に向けた検討を行います。

◆人材育成基本方針のもと，新規採用職員の
研修や階層別等の研修を強化することで組
織力を高めます。

◆人事評価システムに基づき，職員の能力や実
績を適正に評価します。

◆業務内容に応じた各種職員の配置を含め，適
材適所の配置等により業務の効率化を図りま
す。

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

目 標 達 成 の た め の 取 組 概 要

◆ハコモノ施設の建替，老朽化等による施設の除却，周辺施設との複合化等の
手法を検討

◆ＰＰＰ等による民間活力活用の検討

◆人事評価システムの有効活用
◆定員管理の適正化

主要事業

主要事業

主な関連計画 計　画　名 策定（改訂）年月 計画期間
人材育成基本方針 2013年３月 －
笠岡市特定事業主行動計画 2016年３月 ５年
笠岡市公共施設等総合管理計画 2016年６月 10年以上
第８次行政改革大綱 2018年３月 ４年

定員適正化計画 2018年９月
（策定予定） ４年
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Ⅳ　資料編
資料１　第７次笠岡市総合計画策定経過

資料２　笠岡クロニクル（ワークショップ）の概要

資料３　指標一覧

資料４　笠岡市総合計画審議会委員名簿　

資料５　諮問書・答申書

第７次笠岡市総合計画
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１　　第７次笠岡市総合計画策定経過

年　月 市民参加等 総合計画審議会 議会／行政

2016 年 6月 市民意識調査
（市民 3,000 人対象）

9月 第１回審議会（9/26）
諮問

第１回推進協議会第１会議
（9/16）

11月 第２回審議会（11/24） 第１回推進協議会第２会議
（11/4）

2017年 1月 第３回審議会（1/27） 第２階推進協議会第１会議
（1/19）

5月 第１回笠岡クロニクル（5/31）
※ワークショップ 第４回審議会（5/31） 第３回推進協議会第１会議

（5/9）

6月 第５回審議会（6/30）

7月
第２・３回笠岡クロニクル

（7/23）
※ワークショップ

第６回審議会（7/3）
第７回審議会（7/23）

8月 パブリックコメント開始
（8/25）

9月 パブリックコメント終了
（9/21） 市議会より意見提出

10月 第８回審議会（10/13）

11月 答申

2018年 2月 市議会で議決
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とりわけアンケートの回答
率の低い若者や，アンケー
トの対象となっていない高
校生等のまちづくりに関す
るニーズの把握

多様な主体が一堂に会して
取組を行うことにより，日
常的に交流する機会の少な
い世代間・学校間に，新し
いつながりを生み出す

若い世代に，これまでの笠
岡市のまちづくりを知る機
会と，未来の笠岡市を考え
る機会を提供し，まちづく
りへの参加を促す

２　　笠岡クロニクル（ワークショップ）の概要

笠岡クロニクル（Chronicle= 年代記）とは，これから「まちづくりを担う世代（若者）」，現在「ま
ちづくりを担っている世代」が協力し合い，笠岡市の過去と未来をつなぐ，まちづくりに関
する年代記を作成するという新しいワークショップの手法です。

笠岡クロニクルとは

❶笠岡クロニクルの実施目的

PAST
&

FUTURE

①市民ニーズの把握 ②世代間・学校間交流 ③次代の担い手育成

計画策定に向けて 計画推進に向けて

PAST
&

FUTURE
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❷笠岡クロニクルの参加者

❸笠岡クロニクルの実施概要

総合計画審議会委員 市内の高校に通う高校生若者会議参加者

10名 10名 ◇笠岡高校. 生徒３名
◇笠岡商業高校. 生徒５名
◇笠岡工業高校. 生徒８名＋教員１名
◇岡山龍谷高校. 生徒３名＋教員１名

第１回
◇過去のトピックスの作成
※「まちづくりを担っている世代」が，笠岡市のまちづくりに関わる出来事を年代に沿っ
て一覧化するとともに，それぞれの出来事を点数化

第２回
◇過去のトピックスの伝承
※「まちづくりを担っている世代」から，「これからまちづくりを担う世代」へ，笠岡
市で起こった過去のまちづくりにまつわる“物語”と“想い”を伝承

第３回

◇未来のトピックスの作成・発表
※「これからまちづくりを担う世代」がそれぞれの未来の自分の姿，また，そのときの
笠岡市の姿を想像し，市内でこれから起こる出来事や環境の変化等について検討・提
案し，それぞれの出来事を点数化し発表

第１回 第 2 回 第 3 回

開催日
平成 29年 5月 31日（水）
16：15～ 17：45

平成 29年 7月 23日（日）
9：00～ 9：45

平成 29年 7月 23日（日）
9：45～ 11：30

会　場 笠岡中央公民館　集会室（4階）

参加者
◇総合計画審議会委員
　10名

◇総合計画審議会委員 4名
◇市内の高校に通う高校生　　
　19名
◇市内の高校の教員 2名
◇若者会議参加者 10名

◇市内の高校に通う高校生
　19名
◇市内の高校の教員 2名
◇若者会議参加者 10名

チーム 2 チーム なし 4チーム
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❹笠岡クロニクルの成果

今回の成果として，２つの「過去」と４つの「未来」の年代記が作成されています。

２
つ
の
過
去 1970年代

140点

50点

-100点

-70点

260点

1980年代 1990年代 2000年代 2010年代
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0

-50

-100

-150

評価点 2017年現在
過去のトピックス　①

＜2000 年代＞
◇「よっちゃれ」で　にぎわう（30点）
◇個人情報保護法でキュークツ！（±０点）
◇台風被害・高潮（－20点）
◇契約社員の規制緩和で
　非正規雇用増加（－80点）

＜2010 年代＞
◇道の駅オープン（100点）
◇３人目の保育料無償化（100点）
◇まち協 24地区立ち上げ（30点）
◇ふるさと納税返礼品（30点）
◇「みなと・こばなし」オープン（30点）
◇井笠バス倒産（-30点）

＜1990 年代＞
◇大井ハイランドで人口増
　（30点）
◇おかげ橋開通（30点）
◇水不足で断水（-10点）

＜1970 年代＞
◇駅前整備（-100点）
※「ニチイ」オープン⇒商店街経営悪化

＜1980 年代＞
◇干拓オープン（計100点）
　・水道整備（160点）
　・自然環境悪化（-30 点）
　・利活用不足（-30 点）
◇井笠ボールでボーリングを
　みんな楽しんだ（30点）
◇駅前地下道開通（10点）
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評価点 2017年現在
過去のトピックス　②

＜2000 年代＞
♡「笠岡ラーメン」が有名に（150点）
♡子ども医療費の減免開始（100点）
♡「倉敷ナンバー」誕生（50点）
♡島の小学校が減少（-100点）

＜2010 年代＞
♡「道の駅」ができる！（100点）
♡映画「草原の椅子」公開（100点）
♡「ひったか・おしぐらんご」復活！（50点）

＜1990年代＞
♡「笠岡湾干拓」「ふれあい空港」
　オープン（150点）
♡子どもの健診が充実（150点）
♡カブトガニ博物館開館（100点）
♡映画「渋滞」公開（100点）

＜1970 年代＞
♡商店街が福山よりはるかに賑やか！（150点）
♡北木島の石屋が元気！海外旅行に行き，外車や
　モーターボート所有（150点）
♡白石島・北木島の海水浴の賑わいがすごい！（100点）
♡映画「獄門島」公開（100点）
♡カブトガニの歌を小学生が歌いながら帰宅（30点）
♡井笠鉄道廃止（-100点）
♡区画整備が遅い（-250点）

＜1980 年代＞
♡日本初痴呆（認知症）専門病院
　「きのこエスポアール」ができる（150点）
♡高速の「笠岡ＩＣ」「篠坂ＰＡ」ができる！
　（100点）
♡西備養護学校義務化（100点）
♡映画「悪霊島」「海峡※」
　「瀬戸内少年野球団」公開（100点）
※高倉健が笠岡グランドホテルに！
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４
つ
の
未
来　
①
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評価点 2017年現在
未来のトピックス　①

＜2040 年代＞
◇ロケーションを活かした
　オンリーワン笠岡（200点）
　＋α

＜2030年代＞
◇ロケーションを利用した
　スポーツ競技のメッカに！（200点）
◇介護離職・老々介護の増加を防ぐ！！（200点）
◇離島のＰＲ，全国に誇る島として
　（白石の海水浴等）（150点）
◇市営住宅の充実とゲストハウス
　（民泊対応可）の創設（150点）
◇雑草の整備（150点）
◇孤独死ゼロを目指す！！（50点）

＜2010 年代＞
◇空き店舗を利用した
　高校生カフェ等の開催（100点）
◇地域コミュニティの見直しと再編（50点）
◇ソーラーパネル増設による
　環境破壊の進行（-20点）
◇地域の縮小が進行（-50 点）
◇有能なスポーツ選手のための
　環境整備不足（-50 点）

◇学校単位での部活が盛んでない（-50 点）
◇娯楽施設・職場等の不足（-50 点）
◇消滅可能性都市の進行（-100点）
◇産婦人科等の減少（-100点）
◇島しょ部のロケーションが
　有効活用されていない（-100点）
◇空き家の増加（-150点）

＜2020 年代＞
◇商店街の集約化による生活環境の向上（150点）
　※その一帯で生活に必要なものが揃う
◇子育てしやすい環境整備／大学誘致（150点）
◇地域特区を利用した大学の創設（100点）
◇学校間の連携によるスポーツ力の向上（100点）
◇空き家を利用した異文化交流施設設置（100点）
◇空き家の有効活用によるゲストハウス誕生（100点）
◇少子高齢化社会を見すえた体制構築の前倒し（50点）
◇空き家の増加による維持・処分費の負担増（-100 点）
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評価点 2017年現在
未来のトピックス　②

＜2030 年代＞
◇ドローン全国大会⇒
　世界大会へ（200点）
◇晴れを活かして太陽光
　発電（100点）
◇ラーメン博開催（100点）
◇カブトガニブーム（50点）
◇祭り存続の危機（-50 点）
◇祭り終わる（-50 点）
◇老人の増加（-50 点）

＜2050 年代＞
◇老若男女，皆が幸せ
　（200点）

＜2040年代＞
◇宅配場増やす（100点）
◇空き家を老人ホームに（50点）
◇空き家のＵ・Ｉターン利用（50点）
◇農業が盛んになる（40点）
◇介護施設ができる（30点）
◇大学で都会に出た人の８割は
　笠岡へ戻ろうと思う環境にある
　（20点，-50 点）

＜2010 年代＞
◇ドローンプロジェクト（100点）
◇ゲーセン・カラオケ・
　ボウリング施設（80点）
◇キャッチコピー「ベッドタウン
　笠岡～福山と倉敷のために
　笠岡（うち）がある～」（50点）
◇津波対策⇒干拓の壁等を補強
　（10点）
◇お土産決定（－）

＜2020 年代＞
◇ドローン全国大会 in 笠岡（150点）
◇笠岡駅にスターバックス等，目につく有名店をつくる（100点）
◇保育士の養成（100点）
◇干拓地を遊び場にする（100点）
◇プロパンだけでなく都市ガスも使えるようにする（50点）
◇海の家をつくる（50点）
◇笠岡駅に学生が立ち寄れる店がない（-30点）
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４
つ
の
未
来　
②
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評価点 2017年現在
未来のトピックス　③

＜2040年代＞
◇高齢者向けのビジネス（100点）

＜2010 年代＞
◇高校生による店の増加（200点）
　※高校生がいろいろな物を集めて売る
◇有名人を呼ぶ（60点）

＜2020 年代＞
◇道の駅周辺の整備（200点）
◇オリンピックに合わせてイベント（100点）
◇病院 24 時間体制（80点）
◇海などの観光地を有効活用（80点）

＜2050 年代＞
◇工場設立（30点）
◇笠岡に大学設立（30点）

＜2030 年代＞
◇空き家を使って農業村をつくる（50点）
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評価点 2017年現在
未来のトピックス　④

＜2040年代＞
◇島に遊びにこられるように
　（30点）
◇運送会社を増やす（30点）
　⇒ターミナル化（野菜工場
　で生産）⇒配送

＜2050 年代＞
◇定年で辞められる社会
　（お年寄りにも優しく）（30点）
◇人口増加へ転換（20点）
◇自動運転で便利に（±０点）

＜2010 年代＞
◇干拓に野菜工場（30点）
◇ラッピングバス（道の駅～笠岡駅）（20点）
◇若い人の税金を安く（20点）
◇幼稚園の給食化（10点）
◇ＩＯＩ（10点）
◇医療福祉（10点）

◇通学が不便（-10点）
◇笠岡の就職先が少ない（-20点）
◇進学で人が他県に出る（-30点）
◇シャッター商店街（-30点）
◇5万人を下回った（-50 点）

＜2020 年代＞
◇干拓地にコストコかイケア
　かドームを作る（50点）
◇空き家を簡単に借りれる，
　カフェを作れる等の条例
　（20点）
◇第２子の保育料無料化
　（20点）
◇ＢＭＸの選手（10点）
◇高校生が帰りに立ち寄れる
　場所（スタバ，商店街の
　さんすて化）（10点）
◇自動車産業（10点）
◇空き家購入者に補助金
　（10点）
◇イノベーション（10点）

＜2030 年代＞
◇干拓に農業系の学校を作る
　（30点）
◇インフラ整備（30点）
◇賃料が高すぎるから安く（10点）
◇医療費の18歳まで無料（10点）
◇国道２号バイパスが通過点となら
　ないように，コストコ等つくる
　（±０点）



164

資
料
編

●過去のトピックスからみる関心が高いと考えられる分野（項目）　　　　　　　　　　

 特に「笠岡湾干拓地」「道の駅」のオープンは具体的に両チームのトピックスとしてあがっており，評
価点が高くなっています。また，「都市計画」に関わる内容が，両チームそれぞれ評価点が最も低い項目
としてあがっており，こうしたハード面に関して市民の関心が高いことがわかります。なお，ソフト面で
は子ども・子育てに関連するトピックスが多くあがっています。

分野（項目） 関連するトピックス

笠岡湾干拓地 干拓オープン，「笠岡湾干拓」オープン
道の駅 道の駅オープン，「道の駅」ができる！.
都市計画 駅前整備（「ニチイ」オープン⇒商店街経営悪化），区画整備が遅い

道路・交通 駅前地下道開通，おかげ橋開通，「みなと・こばなし」オープン，井笠バス倒産，
井笠鉄道廃止，「笠岡ＩＣ」「篠坂ＰＡ」ができる，「ふれあい空港」オープン

子ども・子育て ３人目の保育料無償化，西備養護学校義務化，子どもの健診が充実，子ども医療
費の減免開始，島の小学校が減少

●未来のトピックスからみる関心が高いと考えられる分野（項目）　　　　　　　　　　

 特に「空き家・空き店舗」の活用について，４チームそれぞれからトピックスとしてあがっています。また，
過去のトピックスとの共通項でみると，「笠岡湾干拓地」に関する意見が特に多くなっており，関心の高
さがうかがえます。

分野（項目） 関連するトピックス

空き家・空き店舗

・空き家を利用した異文化交流施設設置
・空き家の有効活用によるゲストハウス誕生
・空き家の増加による維持・処分費の負担増
・空き家の増加
・空き店舗を利用した高校生カフェ等の開催
・空き家を老人ホームに
・空き家のＵ・Ｉターン利用
・空き家を使って農業村をつくる
・空き家を簡単に借りれる，カフェをつくれる等の条例
・空き家購入者に補助金

笠岡湾干拓地

・干拓地を遊び場にする
・干拓に野菜工場
・干拓地にコストコかイケアかドームをつくる
・干拓に農業系の学校をつくる
・津波対策⇒干拓の壁等を補強

道の駅 ・道の駅周辺の整備

都市計画

・インフラ整備
・商店街の集約化による生活環境の向上
・地域特区を利用した大学の創設
・笠岡駅にスターバックス等，目につく有名店をつくる

道路・交通
・ラッピングバス（道の駅～笠岡駅）
・国道２号バイパスが通過点とならないように，コストコ等つくる
・通学が不便
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 その他，若者ならではの独創的な提案がみられます。

分野（項目） 関連するトピックス

ドローン ・ドローンプロジェクト　　・ドローン全国大会 in 笠岡
・ドローン全国大会⇒世界大会へ

高校生の店 ・高校生による店の増加　※高校生がいろいろな物を集めて売る
・【再掲】空き店舗を利用した高校生カフェ等の開催.

学校間の連携 ・学校単位での部活が盛んでない
・【再掲】学校間の連携によるスポーツ力の向上

宅配場 ・宅配場増やす
・運送会社を増やす⇒ターミナル化（野菜工場で生産）⇒配送

キャッチコピー 「ベッドタウン笠岡～福山と倉敷のために笠岡（うち）がある～」
生活環境 プロパンだけでなく都市ガスも使えるようにする

分野（項目） 関連するトピックス

子ども・子育て
・子育てしやすい環境整備／大学誘致　　・産婦人科等の減少
・第２子の保育料無料化　　　　　　　　・幼稚園の給食化
・医療費の 18歳まで無料

高齢者

・介護離職・老々介護の増加を防ぐ！.　...・孤独死ゼロを目指す！！.
・介護施設ができる　　　　　　　　　　・老人の増加
・高齢者向けのビジネス
・定年で辞められる社会（お年寄りにも優しく）

スポーツ

・有能なスポーツ選手のための環境整備不足
・ロケーションを利用したスポーツ競技のメッカに！.
・オリンピックに合わせてイベント
・ＢＭＸの選手
・学校間の連携によるスポーツ力の向上

島しょ部・海

・島しょ部のロケーションが有効活用されていない
・離島のＰＲ，全国に誇る島として（白石の海水浴等）
・海の家をつくる
・島に遊びにこられるように
・海等の観光地を有効活用

若者の遊び場

・娯楽施設・職場等の不足
・ゲーセン・カラオケ・ボウリング施設
・笠岡駅に学生が立ち寄れる店がない
・高校生が帰りに立ち寄れる場所（スタバ，商店街のさんすて化）
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３　　指標一覧

第１章　経営戦略
1-1　企業誘致の推進と雇用創出

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

笠岡港工業用地での新規
操業開始企業数 企業／年 ○ 笠岡港工業用地で新規

操業を開始した企業数
企業誘致等により，新規操業を開始する企業
を増やし，市民の働く場の創出を目指します。

その他の場所での新規操
業開始企業数 企業／年 ○ 笠岡港工業用地以外で新

規操業を開始した企業数
企業誘致等により，新規操業を開始する企業
を増やし，市民の働く場の創出を目指します。

「企業誘致・雇用の創出」
の満足度（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査での満足

度
満足度を把握・向上し，市民のニーズに応じた
働く場が創出されるまちづくりを目指します。

達成目標
１

笠岡港工業用地での新規
操業開始企業数 企業／年 ○ 笠岡港工業用地で新規

操業を開始した企業数
企業誘致等により，新規操業を開始する企業
を増やし，市民の働く場の創出を目指します。

その他の場所での新規操
業開始企業数 企業／年 ○ 笠岡港工業用地以外で新

規操業を開始した企業数
企業誘致等により，新規操業を開始する企業
を増やし，市民の働く場の創出を目指します。

事業用地造成促進奨励金
支給件数 件 ○ 事業用地造成奨励金の

支給件数

民間による事業用地の造成を図ることで，
企業誘致等につなげ，市民の働く場の創出
を目指します。

達成目標
２

笠岡公共職業安定所管内
の年間有効求人倍率 倍 ○

笠岡公共職業安定所管
内の年間（年度）有効求
人倍率の平均値

年間有効求人倍率を維持し，就業を希望す
る人がニーズに応じて仕事を選択できるま
ちを目指します。

高校生長期インターン
シップ延べ参加者数 人 ○

笠岡市が委託する高校
生長期インターンシッ
プの参加者数（年間７
人）

インターンシップ参加者数の増加により，
高校卒業後の市内事業所への就業を促すと
ともに，市内事業者と学校，行政との信頼
関係の醸成を図ることを目指します。

1-2　農業振興. . . . . . .

指標名 単　位
目指す方向性

指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

市内農業産出額（農水省
市町村農業産出額推計）

千万円／
年 ○ 市内の農業産出額の推

計額
農地の集積による効率的な農業経営を目指
します。

「農林業の振興」の満足
度（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査での満足度 笠岡産農産物，農地の有効活用等について周知

を行い，農業のイメージアップを目指します。

達成目標
１

市内農作物の産出額（野
菜・果実）（農水省市町
村農業産出額推計）

千万円／
年 ○ 市内の農業産出額（野

菜・果実）の推計額

市内農作物の産出額の増加による産地とし
ての強化，かさおかブランドの確立を目指
します。

市内農作物の産出額（花
き）（農水省市町村農業
産出額推計）

千万円／
年 ○ 市内の農業産出額（花

き）の推計額
バラ等のブランド化を促進し，産地として
の強化を目指します。

市内農作物の産出額（米）（農
水省市町村農業産出額推計）

千万円／
年 ○ 市内の農業産出額（米）

の推計額
農地の集積による効率的な農業経営，笠岡の
おいしいお米ブランドの確立を目指します。

牛の飼養頭数（笠岡市内
全体／乳用牛・肉用牛） 頭 ○

笠岡市内での牛（乳用
牛・肉用牛）の飼養頭
数の合計値

牛の飼養頭数の増加により，産地としての
強化を目指します。

採卵鶏の飼養羽数 羽 ○ 笠岡市内での採卵鶏の
飼養羽数の合計

採卵鶏の飼養羽数の増加により，産地とし
ての強化を目指します。

かさおかブランド「農林
業部門」認定件数 件／年 ○ かさおかブランド「農林

業部門」での認定資源数
ブランド化を促進し，農業従事者の収益増，
農業従事者の意欲向上を目指します。

達成目標
２ 新規認定農業者数 人 ○ 新規認定農業者数 認定農業者による農地の集積化により，産

地としての強化を目指します。

達成目標
３

市内耕作放棄地面積 ｈａ ○ 市内の耕作放棄地面積
の合計

優良農地の荒廃化を防ぎ，有効利用を目指
します。

中山間地域等直接支払制
度協定締結面積 ｈａ ○ 中山間地域等直接支払制度に

おける協定締結面積の合計
協定締結面積の増加により，耕作放棄地の
減，棚田等の保全及び維持を目指します。

多面的機能支払交付金事業
を活用する認定農用地面積 ｈａ ○ 多面的機能支払交付金にお

ける認定農用地面積の合計
認定農用地面積の維持・増加により，農地・
農業用施設の保全及び維持を目指します。

達成目標
４

防護柵補助件数 件／年 ○ 防護柵の設置に対する
補助金の交付件数

防護柵の設置を推進し，農作物被害の減少
を目指します。

駆除班員数 人 ○ 猟友会駆除班員の人数 駆除班員の増員により，猟友会員の高齢化
の課題解消を目指します。
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1-3　商工業振興. . . . . . .

指標名 単　位
目指す方向性

指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

総人口１人当たりの市民
所得 千円 ○

岡山県が作成する岡山
県市町村民経済計算の
１人当たり市町村民所
得（毎年１万円の増）

市民所得の増加により，個人，法人等を含
む市内居住者の生産活動を活性化すること
を目指します。

事業所数（経済センサス
統計調査） 事業所 ○ 総務省が実施する経済センサ

スの事業所数（事業所の維持）
中小企業者の廃業を少なくし，円滑な事業承継と
起業の増加により地域経済の活性化を目指します。

従業員数（経済センサス
統計調査） 人 ○

総務省が実施する経済セ
ンサスの従業員数（年間
25人の従業員数の増）

市内の事業所を活性化することにより，安
心して仕事に就けるまちを目指します。

従業員４人以上の製造業の
事業所数（工業統計調査） 事業所 ○

経済産業省が実施する工
業統計調査の従業員４人
以上の製造業の事業所数
（年間１事業者増）

中小企業者（製造業）の廃業を少なくし，
円滑な事業承継と起業の増加により地域経
済の活性化を目指します。

従業員４人以上の製造業の
従業者数（工業統計調査） 人 ○

経済産業省が実施する工
業統計調査の従業員４人
以上の製造業の従業者数
（年間４人の従業員増）

製造業を活性化することにより，安心して仕
事に就けるまちを目指します。

達成目標
１

製造品出荷額等（工業統
計調査） 百万円 ○

経済産業省が実施する工業
統計調査の製造品出荷額等
の金額（前年比年間１％増）

製造業の出荷額等を増やすことにより，地
域経済の活性化を目指します。

粗付加価値額（工業統計
調査） 百万円 ○

経済産業省が実施する工業
統計調査の粗付加価値額の
金額（前年比年間１％増）

付加価値の高い製品を出荷することによ
り，製造業を活性化し，地域経済の活性化
を目指します。

年間商品販売額（商業統
計調査） 百万円 ○

経済産業省が実施する商業統
計調査の年間商品販売額の金
額（2018年の販売額を維持）

サービス業を活性化することにより，市民
が市内で安心して買い物ができるまちを目
指します。

かさおかブランド「産業・
技術部門」認定件数 件 ○ かさおかブランド「産業・

技術部門」の認定資源数
地域が誇る資源を発掘し，広く周知すること
で，観光客の誘客と経済効果を目指します。

達成目標
２

起業支援事業補助金の新
規交付件数 件／年 ○

笠岡市起業支援事業補
助金の新規交付件数
（年間８者の支給）

新規起業を促進し，地域経済の活性化を目
指します。

中心市街地空き店舗利用
促進補助金交付件数 件／年 ○

笠岡市中心市街地空き店
舗利用促進補助金交付件
数（年間１者の支給）

空き店舗を有効に活用し，中心市街地の賑
わいの創出を目指します。

事業承継支援補助金交付件
数 件／年 ○

笠岡市事業承継支援補
助金交付件数（年間２事
業者の事業承継の支援）

中小企業者の円滑な事業承継を支援し，働
く場所の確保と地域経済の活性化を目指し
ます。

笠岡商工会議所青年部の
会員数 人 ○ 笠岡商工会議所青年部の会

員数（年間１人の会員数増）
会員数の増加により，笠岡市の次世代を担
う若い経営者の増加を目指します。

1-4　水産業振興

指標名 単　位
目指す方向性

指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

漁獲量（海面漁業） t／年 ○ 海面漁業による漁獲量 漁獲量の維持により，経営体の活性化と水産
物による地域の食の魅力向上を目指します。

漁獲量（養殖漁業） t／年 ○ 養殖漁業（主にかき，
のり）による漁獲量

漁獲量の維持により，経営体の活性化と水産
物による地域の食の魅力向上を目指します。

「水産業の振興」の満足
度（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査での満足度

地元の新鮮な水産物に対する市民の親しみ
を醸成し，地産地消の促進，市外客への販
売等の波及効果も狙います。

達成目標
１

漁獲量（海面漁業） t ／年 ○ 海面漁業による漁獲量 漁獲量の維持により，経営体の活性化と水産
物による地域の食の魅力向上を目指します。

漁獲量（養殖漁業） t／年 ○ 養殖漁業（主にかき，
のり）による漁獲量

漁獲量の維持により，経営体の活性化と水産
物による地域の食の魅力向上を目指します。

達成目標
２

新規就業者数 人／年 ○ 新たに漁業者として就
業した人の数

新規就業者及び後継者の確保により，漁業
の維持・活性化を図ります。

漁業体験者数 人／年 ○ 漁業体験や学習会へ参加し
た人の数

漁業の実態や取り巻く環境等への理解を促進
し，水産物の消費拡大及び支援意識の醸成，ひ
いては後継者の確保に向けた機運を高めます。

達成目標
３

直売所の販売額（道の駅・
大島朝市・神外朝市） 千円 ○ 直売所の販売額（道の駅・大

島朝市・神外朝市）
直売所や各種イベントを通じて，旬の地魚や瀬戸
内海の魅力をPRし，水産物の消費拡大を図ります。
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1-5　観光振興. . . . . . .

指標名 単　位
目指す方向性

指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標 観光客数（1～ 12月） 万人／年 ○ 笠岡市を訪れる観光客
の年間人数

国内外から多くの観光客が笠岡市を訪れる
ことで，観光産業の発展と経済効果を目指
します。

達成目標
１

かさおかブランド認定件
数 件 ○ かさおかブランドの認

定資源数

地域が誇る資源を発掘し，広く周知するこ
とで，観光客の誘客と経済効果を目指しま
す。

カブトガニ博物館入場者
数 人／年 ○ 博物館の年間入館者数 入館者の増加により，観光客の誘客と経済

効果を目指します。

竹喬美術館入場者数 人／年 ○ 展覧会等の年間利用者
数

入館者の増加により，観光客の誘客と経済
効果を目指します。

修学旅行誘致件数 校／年 ○ 笠岡市を訪れる修学旅
行の年間件数

多くの学生が笠岡諸島を訪れることで，交
流人口の増加と地域活性化を目指します。

達成目標
２

笠岡市地域産業魅力づく
り応援事業（観光商品・
観光サービス開拓事業）

件／年 ○ 観光に関する補助金の
年間利用者数

観光関連事業者を支援することで，観光客
の受け皿整備と地域資源の魅力向上を目指
します。

宿泊施設数 軒 ○ 笠岡市内の宿泊施設数 宿泊施設の整備を支援することで，滞在型
観光客の増加を目指します。

達成目標
３

観光資料配布数 部／年 ○ 笠岡市観光連盟の年間
資料配布数

積極的に情報発信を行うことで，より広範
な周知と認知度の向上を目指します。

観光ホームページアクセ
ス数 件／年 ○

笠岡市観光連盟ホーム
ページの年間アクセス
数

積極的に情報発信を行うことで，より広範
な周知と認知度の向上を目指します。

達成目標
４

来場者数（1～ 12月） 千人／年 ○ 道の駅の年間来場者数 多くの来場者が道の駅を訪れることで，交
流人口の増加と経済効果を目指します。

販売額（1～ 12月） 千円 ○ 道の駅の年間販売額
地域産品の販売が増加することで，地域産
業の活性化と出荷者の所得向上を目指しま
す。

1-6　干拓地農業の活性化. . . . . . .

指標名 単　位
目指す方向性

指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

農業事業所数（経済セン
サス統計調査）※笠岡湾
干拓地内

事業所 ○ 笠岡湾干拓地内の農業
事業所の数

農業法人の誘致等により農業の活性化，農
地の集約化を図ります。

従業者数（経済センサス
統計調査）※笠岡湾干拓
地内

人 ○ 笠岡湾干拓地内の農業
従事者の数

農業従事者の増加により，笠岡湾干拓の有
効活用と干拓地農業の活性化を図ります。

達成目標
１

耕作面積　※干拓地の作
付調査（年２回調査合計
値）

ha ○ 笠岡湾干拓地の耕作面
積の合計

耕作面積を増やし，産地としての強化，干
拓ブランドの確立を目指します。

農業法人数 法人 ○ 市内農業法人の数 農業法人の増加により，農地の集積化及び
効率的な農業振興を目指します。

達成目標
２

道の駅来場者数（１～
12月） 千人／年 ○ 道の駅の年間来場者数

多くの来場者が道の駅を訪れることで，交
流人口の増加と市内への波及効果を目指し
ます。

視察の受け入れ件数 件／年 ○ 笠岡湾干拓地内への視
察の受け入れ件数

視察受け入れ件数の増加により，民間にお
ける事業交流の活性化，農家と市民との交
流，干拓地の有効利用の周知等を目指しま
す。

達成目標
３

共同堆肥舎の牛糞堆肥搬
出量 ｔ／年 ○

共同堆肥舎から搬出さ
れる牛糞堆肥の量の合
計

良質堆肥を生産し，自給飼料の増産や耕畜
連携の推進強化を行い，循環型資源の活用
を目指します。

寺間遊水池のＣＯＤ mg/L ○ 寺間遊水池の水質調査
におけるCOD濃度

寺間遊水池内のCOD濃度を抑制すること
により，自然環境及び生活環境の維持を図
ります。
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第２章　活性化戦略
2-1　魅力的で快適に暮らせる都市形成

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

人口集中地区の人口比率
（国勢調査基準に準ずる） ％ ○ 人口集中地区における

人口の占める割合
人口集中地区に居住の誘導を図ることによ
り，中心市街地等の賑わいを取り戻します。

「公共交通の利便性の向
上」の満足度.( 市民意識
調査）

％ ○ 市民意識調査での満足
度

利用しやすい公共交通システムの確立を図
り，移住・定住や地域経済の活性化を促進
します。

「調和のとれた土地利用」
の満足度（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査での満足

度
調和のとれた土地利用を図り，移住・定住
や地域経済の活性化を促進します。

達成目標
１

「公共交通の利便性の向
上」の満足度.( 市民意識
調査）

％ ○ 市民意識調査での満足
度

利用しやすい公共交通システムの確立を図
り，移住・定住や地域経済の活性化を促進
します。

地域公共交通の利用者数 千人／年 ○ 路線バス，旅客船，鉄
道利用者の合計

公共交通の連携を図ることによる交流人口
の増加を目指します。

達成目標
２

笠岡港工業用地以外での
新規操業開始企業数 企業／年 ○

笠岡港工業用地以外で
新規操業を開始した企
業数

企業誘致等により，新規操業を開始する企
業を増やし，市民の働く場の創出を目指し
ます。

事業用地造成促進奨励金
支給件数 件 ○ 事業用地造成奨励金の

支給件数

民間による事業用地の造成を図ることで，
企業誘致等につなげ，市民の働く場の創出
を目指します。

2-2　定住・住宅対策

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

社会動態人口年間増減数 人／年 ○ 転入者と転出者の差
若い世代の転入促進，転出抑制により，社
会動態だけではなく出生数の増など自然動
態の改善を図り，人口増につなげます。

20 ～ 39 歳の女性婚姻
率 ‰ ○ 20 ～ 39 歳の女性婚

姻数／年末総人口

若い女性の未婚化・晩婚化を解消し，希望
する子どもの数を持てる環境整備を行うこ
とにより，出生数の増につなげます。

これからも笠岡市に住み
続けたいと感じている市
民の割合（市民意識調査）

％ ○ 市民意識調査による回
答

市民が笠岡に愛着を持ち，笠岡市の一員と
してまちづくりに参加してもらえるような
「シビックプライド」の醸成を図ります。

達成目標
１

若者会議参加登録者数 人 ○ 若者会議参加者名簿へ
の登録人数

笠岡の仲間とつながる場を提供し，自らの
手で若者が住みやすいまちづくりを進める
ことにより，地元定着を促します。

若者会議延べ参加者数 人 ○ 月１回の全体会議への
参加延べ人数

若者会議の場で，まちづくりについて学び，
未来の笠岡を考えることにより，地域の新
たな担い手を育成します。

地域おこし協力隊員数 人 ○ 委嘱した隊員の延べ人
数

外部からの多様な人材を積極的に受け入
れ，育成し，連携・協働することで，地域
の活性化を図ります。

達成目標
２

結婚応援イベント参加人
数 人／年 ○ イベント参加者の延べ

人数

結婚を考える独身男女に出会いの場を提供
し，未婚化・晩婚化の解消を図ることによ
り，人口増，出生数増につなげます。

新婚世帯家賃助成新規交
付件数 件／年 ○ 助成金の新規交付件数

若い世代の結婚に対する経済的負担軽減に
より，結婚・定住を促進し，まちのにぎわ
いと経済活性化を図ります。

達成目標
３

住宅新築助成金交付件数 件／年 ○ 助成金の交付件数
子育て世代の市内への住宅新築を促進する
ことにより，定住促進と転出抑制を図り，
人口増につなげます。

空き家バンク物件契約件
数 件／年 ○ 空き家バンク登録物件

の契約件数

空き家の利活用を促進するとともに，市内
への定住促進による地域の活性化を図りま
す。

定住化土地造成促進奨励
金 件／年 ○ 奨励金の交付件数

民間活力による住宅用地造成を誘導し，定
住を促進することにより，地域活性化，市
民生活の安定と向上を図ります。
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2-3　道路ネットワーク及び港湾・漁港の整備. . . . . . .

指標名 単　位
目指す方向性

指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

「道路の整備」の満足度
（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査での満足

度

道路の適切な施設管理や更新事業をするこ
とで，利用者が円滑に安全に安心して利用
できる環境を整備します。

「港湾・漁港の整備」の
満足度（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査での満足

度

港湾・漁港施設の改良や新設整備を行い，
安全で利便性の高い港湾・漁港施設環境を
目指します。

達成目標
１

「道路の整備」の満足度
（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査での満足

度

道路の適切な施設管理や更新事業をするこ
とで，利用者が円滑に安全に安心して利用
できる環境を整備します。

修繕橋梁数（累計） 橋 ○

点検で補修等の必要性
が見つかった橋梁のう
ち，対策工事が完了し
た橋梁数

点検結果に基づく早期補修を計画的に行う
「予防保全型の維持管理」を実施することで，
橋梁の長寿命化を図り，維持管理及び更新
費用の縮減と平準化を図り，道路ネットワー
クの安全性・信頼性の確保を目指します。

達成目標
２

港湾施設長寿命化実施率 ％ ○

点検で補修等の必要性
が見つかった港湾施設
のうち，対策工事が完
了した施設の割合

点検結果に基づく早期補修を計画的に行う
「予防保全型の維持管理」を実施すること
で，港湾施設の長寿命化を図り，維持管理
及び更新費用の縮減と平準化を図り，港湾
施設の安全性・信頼性の確保を目指します。

漁港施設長寿命化実施率 ％ ○

点検で補修等の必要性
が見つかった漁港施設
のうち，対策工事が完
了した施設の割合

点検結果に基づく早期補修を計画的に行う
「予防保全型の維持管理」を実施すること
で漁港施設の長寿命化を図り，維持管理及
び更新費用の縮減と平準化を図り，漁港施
設の安全性・信頼性の確保を目指します。

2-4　利用しやすい公共交通システムの構築. . . . . . .

指標名 単　位
目指す方向性

指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標 地域公共交通の利用者数 千人／年 ○ 路線バス，旅客船，鉄
道利用者の合計

公共交通の連携を図ることによる交流人口
の増加を目指します。

達成目標
１

路線バス等の利用人数 人／年 ○
路線バス・デマンド型
乗合タクシーの利用人
数

人口減少社会にあっても利用促進施策を実
施して路線バスの利用人数を維持し，公共
交通の確保・維持を図ります。

路線バス運行に係る市の
負担額の水準維持 千円 ○ 路線バス運行に係る市

の実質負担額

利用人数の確保を図り，市の実質負担額を
抑えることで，公共交通の確保・維持を図
ります。

達成目標
２ 旅客船の利用人数 人／年 ○ 旅客船の利用人数

人口減少社会にあっても利用促進施策を実
施して旅客船の利用人数を維持し，公共交
通の確保・維持を図ります。

2-5　離島振興. . . . . . .

指標名 単　位
目指す方向性

指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標 離島の人口減少の割合
（対前年比） ％ ○ 離島の人口減少の対前

年比の割合

人口減少の対前年比の割合を維持すること
により，島民が住み慣れた島で暮らし続け
られることを目指します。

達成目標
１

「離島の振興」の満足度
（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査での満足

度
市民意識調査の満足度を高めることによ
り，笠岡諸島の活性化を目指します。

達成目標
２

健康長寿愛らんど事業へ
の参加者 人／年 ○ 参加した高齢者の人数

参加者を維持し，閉じこもりがちになりや
すい高齢者の社会的な孤立感の解消と，高
齢者間の交流を通しての高齢者の介護予防
および生きがいづくりを目指します。

旅客船の利用人数 人／年 ○ 旅客船の利用人数
人口減少社会にあっても利用促進施策を実
施して旅客船の利用人数を維持し，公共交
通の確保・維持を図ります。

達成目標
３

北木島宿泊研修所「石切
りの杜」利用者数 人／年 ○ 北木島宿泊研修所「石

切りの杜」利用者数

島の特色ある海や北木石といった自然資源
による学習や交流を通じて，青少年の健全
育成を図るとともに，笠岡諸島の活性化を
目指します。

交通空白地有償運送の利
用者数 人／年 ○ 交通空白地有償運送の

利用者数
利用者を維持することにより，島しょ部に
暮らす人の移動手段の確保を目指します。
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2-6　市民参画・協働の推進.. . . . . . .

指標名 単　位
目指す方向性

指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

まちづくり協議会の認知
率（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査による回

答
市民のまちづくり協議会に対する理解を深めることで，より
多くの市民にまちづくりへ参加してもらうことを目指します。

市民活動支援センター登
録志縁型組織数 団体 ○ 市民活動支援センター

に登録している団体数
市民活動を行う団体が増加することで，地域住民の身近な
ところで地域課題が解決できる環境づくりにつなげます。

達成目標
１

まちづくり協議会の活動へ
の参加率（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査による回

答
市民のまちづくり協議会への参加を促すことで，
地域をより暮らしやすいものにしていきます。

地域のまちづくり計画を
策定した協議会数 地区 ○ 地域のまちづくり計画（初

版）を策定した協議会数
それぞれの地域の特色を活かした将来像を作り共有
することで，持続的なまちづくりを可能にします。

達成目標
２

ＮＰＯ法人数 団体 ○ 笠岡市内に主な事務所
を置くＮＰＯ法人数

ＮＰＯ法人の増加により，住みやすく住み
続けたい笠岡の実現につなげます。

志縁型団体協働のまちづく
り事業補助金の交付件数 件／年 ○ 志縁型団体補助金の延

べ交付件数
事業立ち上げ期の支援を行うことで，早期に事業を軌
道に乗せ，地域課題への効果的な対応を目指します。

市民活動支援センター利
用者数 人／年 ○ 市民活動支援センターの施設

利用や相談を行った利用者数
利用者数の増加により市民活動の活性化につ
なげ，住みよい地域社会の実現を図ります。

市民活動支援センターが
実施する研修会や講座へ
の参加者数

人／年 ○
市民活動支援センター
が実施する研修会や講
座への参加者数

市民活動や協働に関する住民理解を広め，
活動参加への理解と興味を促すことで，市
民活動の活発化を目指します。

市民活動総合補償保険の
利用件数 件／年 ○ 市民活動総合補償保険

の利用件数

市民活動によるケガなどは活動の頻度に比例
すると考えられることから，利用件数の維持
に努め，市民活動の活発化を目指します。

達成目標
３

地域担当職員延べ経験者
数 人 ○ 地域担当職員を経験し

た市職員の延べ人数
地域担当職員を経験した市職員の増加により，地域における
課題の解決や魅力ある地域づくりについての支援を図ります。

2-7　多様な交流の促進. . . . . . . .

指標名 単　位
目指す方向性

指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

語学事業及び国際交流事
業の年間参加者数 人／年 ○ 語学事業と国際交流事

業に参加した人数
本市における国際交流の状況を把握します。参加者数
を増やすことで，多文化共生社会の推進を目指します。

大田市交流事業の年間参
加者数 人／年 ○ 大田市との交流事業に

参加した人数

友好都市縁組を締結している大田市との交
流事業の参加者を把握します。参加者数を
増やすことで，交流の活性化を目指します。

達成目標
１

語学事業及び国際交流事
業の年間参加者数（日本
語講座・日本語指導ボラ
ンティア養成講座を除く）

人／年 ○

語学事業と国際交流事業に参
加した人数から日本語講座・日
本語指導ボランティア養成講座
に参加した人数を除いたもの

年間参加者数の増加により，国際理解の促
進及び交流の活性化を目指します。

白石島国際交流ヴィラ年
間宿泊者数 人／年 ○ 白石島国際交流ヴィラ

に宿泊した人数
年間宿泊者数の増加により，外国人との交
流機会の増加及び地域活性化を目指します。

達成目標
２

日本語講座受講者数 人／年 ○ 日本語講座を受講した
人数

笠岡で暮らす外国人が生活するために必要な支援の機会
を増やし，市民の多様な交流機会の増加を目指します。

日本語指導ボランティア養
成講座受講者数 人／年 ○ 日本語指導ボランティア

養成講座を受講した人数
笠岡で暮らす外国人が生活するために必要な支援の機会
を増やし，市民の多様な交流機会の増加を目指します。

達成目標
３

大田市交流事業の年間参
加者数 人／年 ○ 大田市との交流事業に

参加した人数

友好都市縁組を締結している大田市との交
流事業の参加者を把握します。参加者数を
増やすことで，交流の活性化を目指します。

2-8　広域連携の推進. . . . . . . .

指標名 単　位
目指す方向性

指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標
３圏域（高梁川流域圏，
備後圏域，井笠圏域）で
の連携事業数

事業 ○
高梁川流域圏，備後圏
域，井笠圏域の３圏域
で連携する事業の合計

広域的で利便性の高い行政サービスの提供
に努め，圏域からの人口流出の抑制を目指
します。

達成目標
１

高梁川流域圏での連携事
業数 事業 ○ 高梁川流域圏の７市３町

で連携する事業の数
広域的で利便性の高い行政サービスの提供に努
め，圏域からの人口流出の抑制を目指します。

備後圏域での連携事業数 事業 ○ 備後圏域の６市２町で
連携する事業の数

広域的で利便性の高い行政サービスの提供に努
め，圏域からの人口流出の抑制を目指します。

井笠圏域での連携事業数 事業 ○ 井笠圏域の３市２町で
連携する事業の数

圏域全体の活性化に努め，圏域からの人口
流出の抑制を目指します。

達成目標
２

地域創生コモンズかさお
かを拠点とした域学連携
事業参加者

人／年 ○
地域創生コモンズかさ
おかを拠点とした域学
連携事業参加者数

域学連携への参加者増加を図ることで，交
流人口の増加を目指します。
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第３章　未来戦略       
3-1　子ども・子育て環境の整備

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

安心して子どもを産み育
てられると感じている市
民の割合（市民意識調査）

％ ○ 市民意識調査による回
答

安心して子どもを産み育てられる環境づくり
を進め，子育てを地域や社会全体で支える
まちを実現することで，子育て家庭の満足
度の向上を図り定住を促します。

年度末における５歳児の
人口と５年前の０歳児の
人口を比較した増減割合

％ ○ ０歳児における５年後
の人口動態の増減割合

子育てしやすいまちづくりを進め，乳幼児
を持つ子育て世代の転出抑制，転入促進を
図り，人口減少の抑制と地域の活性化を目
指します。

達成目標
１

妊娠 11週以下で妊娠届
出をする妊婦 ％ ○ 妊娠 11週以下で妊娠

届出を行う妊婦の割合

妊娠初期に妊娠届出を行う妊婦の割合の維
持により，早期から健康管理が行われ，安
全な出産と健やかな育児につなげることを
目指します。

子育て意識啓発のための
講座を受講した人 人／年 ○

若い世代の意識啓発事
業と，コモンセンス・
ペアレンティング（子
育て技法）への参加者
数

将来子どもを産み育てることへの意識啓発
や親育ちを支援する機会を設けることで，
子育て不安の解消と子どもの健やかな成長
を促すことを目指します。

達成目標
２

子育てコンシェルジュ利
用件数 件／年 ○ 子育て支援コンシェル

ジュの利用数

子育て支援事業を円滑に利用できるよう支
援に努め，保護者の育児ストレス等の負担
軽減を図ることを目指します。

達成目標
３

保育所（園）・認定こども
園（保育所部分）・事業
所内保育（地域枠）定員

人 ○

公立・私立保育所（園），
認定こども園（保育所
部分），事業所内保育
（地域枠）の定員数

保育を必要とする児童に対して受け皿を確
保し，待機児童 0人を維持することを目指
します。

3-2　学校教育の充実

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

自分にはよいところがあ
ると思う児童の割合 ％ ○ 全国学力・学習状況調

査の結果
児童の意識の把握に努め，自己肯定感や自
己有用感の高い児童の育成を目指します。

自分にはよいところがあ
ると思う生徒の割合 ％ ○ 全国学力・学習状況調

査の結果
児童の意識の把握に努め，自己肯定感や自
己有用感の高い生徒の育成を目指します。

達成目標
１

児童の地域行事への参加
率 ％ ○ 全国学力・学習状況調

査の結果
地域行事への参加を促進し，郷土への愛着
心を持つ児童の育成を目指します。

生徒の地域行事への参加
率 ％ ○ 全国学力・学習状況調

査の結果
地域行事への参加を促進し，郷土への愛着
心を持つ生徒の育成を目指します。

コミュニティ・スクール
実施学校数 校 ○ 実施校 実施校の増加により，地域ぐるみで学校教

育を推進する仕組みの構築を目指します。

達成目標
２

小学校全国学力・学習状
況調査国語Ａ問題の全国
正答率との差

ポイント ○ 全国学力・学習状況調
査の結果

正答率を高め，基本的な知識・技能を習得
した児童の育成を目指します。

小学校全国学力・学習状
況調査算数Ａ問題の全国
正答率との差

ポイント ○ 全国学力・学習状況調
査の結果

正答率を高め，基本的な知識・技能を習得
した児童の育成を目指します。

中学校全国学力・学習状
況調査国語Ａ問題の全国
正答率との差

ポイント ○ 全国学力・学習状況調
査の結果

正答率を高め，基本的な知識・技能を習得
した生徒の育成を目指します。

中学校全国学力・学習状
況調査数学Ａ問題の全国
正答率との差

ポイント ○ 全国学力・学習状況調
査の結果

正答率を高め，基本的な知識・技能を習得
した生徒の育成を目指します。

中学校検定チャレンジ事
業における「中学校卒業
程度」級合格者（全中学
生に占める割合）

％ ○ ３級以上合格者数 合格者を増やし，高い学力を身につける意
欲を持った生徒の育成を目指します。

達成目標
３

西備支援学校・笠岡学園・
社会福祉施設との交流学
習を実施する学校

％ ○ 交流学習の実施校 実施校を増やし，豊かな人間性を身につけ
た児童生徒の育成を目指します。

達成目標
４ 小中一貫教育の実施 校 ○ 小中一貫教育の実施校

小中一貫教育の実施により，義務教育課程
９年間を通して主体的・対話的で深い学び
を実現する教育の構築を目指します。
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3-3　生涯学習の推進

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

まちづくり出前講座受講
者数 人／年 ○ まちづくり出前講座の

受講者数
受講者数の増加により，市民の自主的な生
涯学習活動の支援を目指します。

「生涯にわたって学習で
きる環境づくり」の満足
度（市民意識調査）

％ ○ 市民意識調査での満足
度

満足度を高め，市民がいつでも，どこでも，
自由に学ぶことができ，その成果が適切に
活かされる生涯学習社会の構築を目指しま
す。

達成目標
１

公民館で行う講座数 講座 ○
中央公民館及び地区公
民館で行っている講座
数

講座数を増やすことで，多様化する市民の
要望に対応するとともに，より多くの市民
に学習・交流の場を提供し，生涯学習の輪
が広がることを目指します。

図書館への来館者数 人／年 ○ 図書館への来館者数
来館者数の増加により，多様な学習機会を
提供するとともに，市民が気軽に集える施
設を目指します。

達成目標
２

生涯学習フェスティバル
参加者数 人／年 ○ 生涯学習フェスティバ

ルの参加者数

市民の生涯学習活動の成果を発表する場を
提供することで，生涯学習への意欲の高揚
を図るとともに，生涯学習活動への参加を
促します。

まちづくり出前講座開催
数 回／年 ○ まちづくり出前講座の

開催数
出前講座を開催し，市民の自主的な生涯学
習活動の支援を目指します。

達成目標
３

放課後子ども教室等の実
施団体数 団体 ○ 放課後子ども教室等の

実施団体数

地域ぐるみで児童の放課後や土曜日におけ
る学習支援や社会体験を提供する体制を整
備し，家庭教育を支援します。

街頭補導活動中の声かけ
件数 人／年 ○ 街頭補導活動中の声か

け件数

関係機関・団体との連携を強化し，地域ぐ
るみで見守り活動を実施することで青少年
の健全育成を推進します。

達成目標
４

子どもフェスティバル参
加者数 人／年 ○ 子どもフェスティバル

の参加者数

関係機関・団体との協働によって子どもが
気軽に楽しめるレクリエーションを提供
し，親子のふれあいや参加者の親睦を深め
ます。また，中学生，高校生，大学生，一
般のボランティアスタッフを集い，ボラン
ティア精神の醸成を図ります。

学校支援活動への参加者
数 人／年 ○ 学校支援活動への参加

者数

学校への支援活動を通じて，地域住民，学
校関係者，保護者等の連携を深め，地域ぐ
るみの教育支援を行うとともに，市民の知
恵や経験をまちづくりに活用できる場を提
供します。

3-4　スポーツの振興

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標
各種スポーツ大会・教室
の参加者数（市民体育大
会・教室）

人／年 ○ 市民体育大会，各種ス
ポーツ教室の参加者数

各種スポーツ大会・教室の参加者数を増加
させ，多くの市民が豊かなスポーツライフ
を送る環境を目指します。

達成目標
１

週１回以上スポーツをし
ている人の割合（市民意
識調査）

％ ○ 市民意識調査による回
答

各種スポーツイベントの実施やスポーツ情
報の提供に努め，成人のスポーツ実施率を
上げ，健康で生きがいを持った人生を送る
市民を増やします。

小・中学生の体力テスト
（国・市比較） ％ ○

小・中学生の全国体力・
運動能力調査結果の
国平均と市平均の比較

各種スポーツ大会・教室を実施し，小・中
学生の体力・運動能力の向上に努め，健康
で進んでスポーツを楽しむ生徒の増加を図
ります。

総合型地域スポーツクラ
ブ会員数 人 ○ 笠岡総合スポーツクラ

ブの会員数

会員数の増加に向けてクラブの成果と課題
を検証し，身近にスポーツに親しむことが
できるクラブの推進を図ります。

達成目標
２

全国・世界大会延べ出場
者数 人／年 ○ スポーツ競技の全国大

会に出場した選手数

全国大会以上の大会に出場する団体・選手
を支援，情報提供に努め，市民の競技スポー
ツへの意識を高揚し，競技レベルの向上を
図ります。

達成目標
３ 市内体育施設の利用人数 人／年 ○

運動公園，総合スポー
ツ公園，茂平運動公園，
古代の丘スポーツ公園
の利用人数

市民が利用しやすい施設運営に努め，生涯
スポーツに親しみ，健康で生きがいを持っ
た人生を送る市民の増加を図ります。
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3-5　歴史の継承・文化の振興・カブトガニの保護と活用

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

博物館等総入館者数 人／年 ○ 博物館，美術館，郷土
館，鉄道記念館入館者

カブトガニや芸術，歴史にふれる場所を提
供することで，市民の文化向上と本市の文
化発信を目指します。

館事業・文化事業総参加
者数 人／年 ○ 博物館，美術館，芸術

文化等事業参加者数

カブトガニや芸術，歴史にふれる機会を提
供することで，市民の文化向上を目指しま
す。

達成目標
１

文化財保護・調査件数 件／年 ○ 文化財を調査・保護・
収集した件数

かけがえのない文化財を保護することで，
笠岡市の歴史と伝統を後世に伝え，文化に
対する意識向上を目指します。

文化財普及・活用件数 件／年 ○ 文化財を公開・普及・
活用した件数

文化財の公開活用を進めて郷土の歴史と魅
力を再発見する機会を提供し，地域への愛
着を深めることを目指します。

達成目標
２

竹喬美術館入館者数 人／年 ○ 展覧会等の年間利用者
数

入館者数の増加を図り，市民の文化向上と
本市の文化発信を目指します。

竹喬美術館館蔵品数 点 ○ 寄贈・購入による年間
収蔵作品数

収蔵作品数を増加し，小野竹喬の美術館と
して，また岡山・京都の近代日本画の拠点
となる収蔵品の形成を目指します。

達成目標
３

文化事業参加者数 人／年 ○ 市美展等の文化事業参
加者数の合計

文化芸術活動への参加により，笠岡市の文
化向上と市民の心の充実を目指します。

笠岡市木山捷平文学選奨
への応募者数 人／年 ○ 文学選奨各部門への応

募者数の合計

全国へ笠岡市の情報を発信するとともに，
市民の文芸創作活動を奨励し，文化的風土
を育むことを目指します。

達成目標
４

カブトガニ自然産卵確認
箇所数 箇所／年 ○ カブトガニの自然産卵

箇所数の合計

自然産卵箇所数を増加し，自然界でのカブ
トガニの産卵の増加と生息環境の維持を目
指します。

カブトガニ博物館入館者
数 人／年 ○ 博物館の年間入館者数 入館者数の増加を図り，市民の文化向上と

本市の文化発信を目指します。

3-6　人権・男女共同参画・平和

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

「人権尊重・男女共同参
画の推進」の満足度（市
民意識調査）

％ ○ 市民意識調査での満足
度

満足度の把握・向上により，お互いがお互
いの人権等を尊重して生活するまちづくり
を目指します。

審議会等委員に占める女
性の割合 ％ ○

市役所が設置する審議
会等で，全委員のうち
の女性委員の割合

女性委員の割合の維持により，男女の意見
が平等に市の施策に反映されることを目指
します。

「平和の取組」の満足度.
（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査での満

足度

満足度の把握・向上により，平和への関心
を高め，恒久平和を次世代に引き継いでい
くことを目指します。

達成目標
１

人権週間のつどいのアン
ケートで人権問題につい
て関心や理解が「とても
深まった」「深まった」
という回答の割合

％ ○

人権週間のつどい参加
者のアンケートで「と
ても深まった」「深まっ
た」と回答した割合

市民の人権問題に対する関心や理解の状況
を把握し，人権問題を自分の問題として正
しく理解し，豊かな人権感覚を身につける
ことを目指します。

吉田文化会館利用者数 人／年 ○ 文化会館の年間利用者
数

利用者数の増加により，住民交流の拠点と
なる開かれたコミュニティセンターとなる
ことを目指します。

達成目標
２

審議会等委員に占める女
性の割合 ％ ○

市役所が設置する審議
会等で，全委員のうち
の女性委員の割合

女性委員の割合の維持により，男女の意見
が平等に市の施策に反映されることを目指
します。

達成目標
３

平和祭参加者のアンケー
トで「とてもよかった」
「よかった」という回答
の割合

％ ○

平和祭参加者のアン
ケートで「とてもよ
かった」「よかった」
と回答した割合

満足度の把握・向上により，平和への関心
を高め，恒久平和を次世代に引き継いでい
くことを目指します。
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第４章　安定戦略       
4-1　地域福祉の推進. . . . . . .

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

地域見守り活動に関する
協定の締結団体数 団体 ○ 見守り協定を結んだ団

体数の合計

協定の締結団体数の増加により，貧困や虐
待，介護放棄，孤立死等，多様化した地域
課題を早期発見できる地域を目指します。

「地域福祉活動の推進」
の満足度（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査での満足

度

全世代全対象のニーズに対して包括的な相
談支援ができるシステムを構築すること
で，市民が安心して生活できる地域を目指
します。

達成目標
１

生活支援サービス団体数 団体 ○ 「暮らしサポート手帳」
へ掲載している団体数

生活支援サービス団体の増加により，公的
福祉サービスでは解決できないちょっとし
た困りごとを地域の住民同士が助け合える
地域を目指します。

在宅での看取りに対応す
る病院・診療所数 箇所 ○

厚生労働省データ「在
宅での看取りに対する
病院・診療所」の数

在宅での看取りに対応する病院・診療所の
増加により，在宅療養を希望する市民が，
できる限り在宅での生活を継続できる在宅
診療体制の構築を目指します。

在宅での看取りの割合 ％ ○
厚生労働省データ「地
域内での看取りの割
合」の数

在宅での看取りの割合を維持し，在宅生活
が１日でも長く継続できる地域を目指しま
す。

施設入所の割合 ％ ○ 要介護５の認定者にお
ける施設入所者の割合

ＩＣＴや連携シートを活用した医療・介護
の連携を構築することにより，在宅生活が
１日でも長く継続できる地域を目指しま
す。

4-2　健康づくり

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

健康寿命（男性） 年 ○
市民（男性）の日常生
活動作が自立している
期間

健康寿命の延伸により，誰もがいきいきと
心豊かに暮らせるまちを目指します。

健康寿命（女性） 年 ○
市民（女性）の日常生
活動作が自立している
期間

健康寿命の延伸により，誰もがいきいきと
心豊かに暮らせるまちを目指します。

平均寿命（男性） 年 ○ 市民（男性）の平均寿
命

平均寿命の延伸により，健康長寿のまちを
目指します。

平均寿命（女性） 年 ○ 市民（女性）の平均寿
命

平均寿命の延伸により，健康長寿のまちを
目指します。

達成目標
１

運動習慣者の増加 ％ ○
特定健康診査受診者の
うち，運動習慣がある
人の割合

運動習慣の定着により，生活習慣病の予防
や重症化を予防し，できる限り自立した生
活を送ることができる人が増えることで，
健康寿命の延伸を目指します。

健康ポイント事業への参
加者 人／年 ○ 健康ポイント事業の参

加者数

健診受診や健康に関係する取組等を通し
て，市民の健康づくりへの意識を高めるこ
とを目指します。

達成目標
２

特定健康診査の受診率 ％ ○ 特定健康診査の受診者
の割合

健診を受けることで生活習慣病の早期発
見・早期治療につなげ，病気の重症化を予
防し，できる限り自立した生活が送れる人
が増えることで，健康寿命の延伸を目指し
ます。

メタボリックシンドロー
ム該当者及び予備軍の割
合

％ ○

特定健康診査受診者の
うち，メタボリックシ
ンドローム該当者及び
予備軍の割合

生活習慣病の予防や重症化を予防し，でき
る限り自立した生活を送ることができる人
が増えることで，健康寿命の延伸を目指し
ます。

糖尿病性腎症による年間
新規透析導入患者の数 人／年 ○

糖尿病性腎症患者のう
ち，新たに透析を導入
した患者数

高額な透析治療への移行を予防又は遅らせ
ることで，対象者のＱＯＬの向上や医療費
の削減を目指します。
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4-3　医療・救急体制の整備.

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

救急出動件数 ( 人口１万
人当たり ) 件／年 ○

笠岡地区消防組合管内
の人口１万人当たりの
救急出動件数

救急車の適正利用を推進し，限られた救急
車の有効活用を図り，管内の救命率の向上
を目指します。

救命講習会を受講したこ
とがある人の割合（管内
人口に対する割合）

％ ○
笠岡地区消防組合の管
内人口に対する救命講
習受講者の割合

救急車が到着するまでの時間に，その場に居合
わせた人が適切な応急手当ができるよう，一家
庭に１人以上の受講者の育成を目指します。

達成目標
１

休日当番医（医科）の診
療科目数 科目 ○ 休日の救急患者に対応す

る医療機関の診療科目数
診療科目数を維持し，休日における救急患
者の医療の確保を目指します。

二次救急医療の診療科目
数 科目 ○ 休日に重症救急患者に対応

する医療機関の診療科目数
診療科目数を維持し，休日における重症救
急患者の医療の確保を目指します。

管内医療機関への収容率 ％ ○ 笠岡地区消防組合管内の医
療機関への傷病者収容率

救急患者の管内医療機関への収容率を向上
させ，病院収容の時間短縮を図ります。

救急活動症例検討会等へ
の救急隊員１人当たりの
参加時間

時間 ○
救急活動症例検討会等
への救急隊員１人当た
りの参加時間

医学的知識や技術の維持向上に取り組み，
救急隊員のスキルアップを図ります。

達成目標
２

島しょ部診療所（医科・
歯科）数 箇所 ○ 島しょ部における診療

所の数
診療所の数を維持し，島しょ部における医
療の確保を目指します。

救急隊が救急患者へ接触
するまでの時間 分 ○

島しょ部の救急事案で，
救急隊が救急患者へ接触
するまでに要する時間

救急隊の救急患者への接触時間を短縮し，
早期に観察等が行える体制を目指します。

達成目標
３

医業収支比率 ％ ○ 医業収支の比率 市民病院の経営改善を図り，累積欠損金の
縮減を行います。経常収支比率 ％ ○ 経常収支の比率

達成目標
４

救命講習会の参加者数 人／年 ○
笠岡地区消防組合が開
催する救命講習会の参
加者数

救急車が到着するまでの時間に，その場に居合
わせた人が適切な応急手当ができるよう，一家
庭に１人以上の受講者の育成を目指します。

心肺蘇生法，ＡＥＤ取扱
指導受講者数 人／年 ○

笠岡地区消防組合が開
催する心肺蘇生法，ＡＥ
Ｄ取扱指導の受講者数

救急車が到着するまでの時間に，その場に居合
わせた人が適切な応急手当ができるよう，一家
庭に１人以上の受講者の育成を目指します。

救マーク認定事業所数 事業所 ○ 笠岡地区消防組合管内の
救マーク認定事業所数

救マーク事業の認定を推進し，応急手当の
普及促進を目指します。

救急搬送人員に占める軽
症者の割合 ％ ○

笠岡地区消防組合管内
の救急搬送人員に占め
る軽症者の割合

緊急性の低い軽症者の出動件数を減らし，
限られた救急車の有効活用を図り管内の救
命率の向上を目指します。

4-4　障がい者・障がい児福祉の充実

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

年間相談支援件数 件／年 ○ 生活支援など相談の
あった人数

相談支援件数の把握により，相談支援事業の
ニーズ量を把握するとともに，件数の増加に
努め，障がい者サービスの推進につなげます。

「障がい者福祉の充実」
の満足度（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査での満足

度

満足度の把握・向上により，障がい者・障がい児
が，必要とする障がい福祉サービス・障がい児通
所支援サービス等の支援を受けつつ，住み慣れた
地域社会で自立して生活できるよう努めます。

達成目標
１

理解を深める研修，支援
者の事例検討等への参加
者数

人／年 ○ 研修会，事例検討会等へ
参加した人の人数

参加者数の維持により，民生児童委員，市職員，
支援者の障害についての理解を深める取組の状
況を把握し，障害について正しく理解し，人権
を尊重し認め合う地域づくりを目指します。

障害関連イベント参加者
数 人／年 ○ 障害関連イベントに参加し

た人数
参加者数の維持により，イベントをきっか
けとした障がい者の社会参加を推進します。

達成目標
２

訪問系サービスの月間実
利用者数 人／月 ○ １月当たりの訪問系

サービスの利用者数
利用者数の維持により，笠岡市障がい福祉計画
の推進，障がい者サービスの充足を図ります。

日中活動系サービスの月
間実利用者数 人／月 ○ １月当たりの日中活動系

サービスの利用者数
利用者数の維持により，笠岡市障がい福祉計画
の推進，障がい者サービスの充足を図ります。

障がい児通所支援の月間
実利用者数 人／月 ○

１月当たりの障がい児
通所支援サービスの利
用者数

利用者数の維持に向けて，健やかな成長を
保障するため適切なサービス提供に努め，
障がい児の自立を促進します。

就労支援を利用して，一般
就労に移行した延べ人数 人 ○ 福祉施設を利用している人

のうち職に就いた延べ人数
障がい者の就労状況を把握し，障がい者の
地域生活への移行を図ります。

達成目標
３

公共施設の新規バリアフ
リー化件数 件／年 ○ 公共施設をバリアフ

リー化した件数
公共施設のバリアフリー化により，安全かつ円
滑に利用できるように施設等の整備を図ります。
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4-5　高齢者福祉・介護の充実

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標 要介護認定率 ％ ○ 65 歳以上の高齢者の
要介護認定率

高齢者の自立支援に取り組み，介護保険の
認定者数を増やさないことにより，住み慣
れた地域で自立した生活を継続できる福祉
のまち笠岡を目指します。

達成目標
１

75 歳以上世帯の実態把
握件数 件 ○ 高齢者世帯の実態把握

件数

高齢者世帯の実態把握により，ニーズに対
応した相談が適切に行われ，必要な支援が
得られるまちを目指します。

認知症サポーター延べ養
成数 人 ○ サポーター養成講座に

参加した人数

認知症サポーター養成数の増加により，認
知症への理解を深めるとともに，当事者が
早期発見，早期治療できる体制づくりを目
指します。

達成目標
２

いきいき百歳体操の実施
箇所数 箇所 ○ いきいき百歳体操の実

施箇所数

介護予防への取組により，住み慣れた地域
で自立した生活を継続できる福祉のまち笠
岡を目指します。

自立支援ヘルパー派遣延
べ利用人数 人 ○ 自立支援ヘルパー派遣

延べ利用人数

高齢者の自立支援に取り組み，住み慣れた
地域で自立した生活を継続できる福祉のま
ち笠岡を目指します。

緊急通報装置設置台数 台 ○ 緊急通報装置設置台数 緊急通報体制の充実により，独居高齢者の
安全安心な暮らしを目指します。

達成目標
３

島しょ部にある介護事業
者数 +島しょ部訪問事
業者数

事業者 ○ 島しょ部事業者数と島
しょ部訪問事業者数

介護サービス事業を確保することにより，
島しょ部で暮らし続けることができ，住み
慣れた地域で自立した生活を継続できる福
祉のまち笠岡を目指します。

健康長寿愛らんど事業へ
の参加者 人／年 ○ 事業に参加した高齢者

の人数

参加者を維持し，閉じこもりがちになりや
すい高齢者の社会的な孤立感の解消と，交
流を通した高齢者の介護予防，生きがいづ
くりを目指します。

4-6　社会保障

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

人口 1,000 人当たりの
生活保護者数 人 ○

人口1,000 人当たり
の生活保護を受給して
いる人数

全市民のうちの生活保護者数を把握するこ
とによって，要保護者の動向を把握し，要
保護者数の抑制を目指します。

自立支援により状況が改
善した生活保護世帯数 世帯／年 ○

自立支援により生活改
善ができた生活保護世
帯の数

生活改善ができた生活保護世帯の増加によ
り，生活保護の主目標である，保護受給世
帯及び生活困窮状態にある世帯の経済的あ
るいは社会的な自立を目指します。

国民健康保険年間保険給
付費 億円 ○ 国民健康保険の年間保

険給付費

医療費適正化の推進により，年間保険給付
費の増加率を前年度比１％未満に抑制する
ことを目指します。

達成目標
１

人口 1,000 人当たりの
生活保護者数 人 ○

人口1,000 人当たり
の生活保護を受給して
いる人数

全市民のうちの生活保護者数を把握するこ
とによって，要保護者の動向を把握し，要
保護者数の抑制を目指します。

自立支援により状況が改
善した生活保護世帯数 世帯／年 ○

自立支援により生活改
善ができた生活保護世
帯の数

生活改善ができた生活保護世帯の増加によ
り，生活保護の主目標である，保護受給世
帯及び生活困窮状態にある世帯の経済的あ
るいは社会的な自立を目指します。

達成目標
２

国民健康保険年間保険給
付費 億円 ○ 国民健康保険の年間保

険給付費

医療費適正化の推進により，年間保険給付
費の増加率を前年度比１％未満に抑制する
ことを目指します。

達成目標
３ 要介護認定率 ％ ○ 65 歳以上の高齢者の

要介護認定率

高齢者の自立支援に取り組み，介護保険の
認定者数を増やさないことにより，住み慣
れた地域で自立した生活を継続できる福祉
のまち笠岡を目指しています。
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4-8　健全な下水道運営. . . . . . .

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標
汚水処理人口普及率（汚
水処理施設を利用できる
人口 /行政人口×100）

％ ○ 笠岡市で汚水処理施設
を使用する人の割合

水洗化を進めることで清潔で快適な生活環
境を確保するとともに，公共用水域の水質
保全を図ります。

達成目標
１

下水道処理人口普及率
（処理区域内人口／行政
人口× 100）

％ ○ 笠岡市で下水道を利用
できる人の割合

集合処理の汚水処理施設整備を進め，清潔
で快適な生活環境を確保するとともに，公
共用水域の水質保全を図ります。

達成目標
２

下水道ストックマネジメ
ント計画策定進捗率 ％ ○ 下水道施設の管理計画

策定割合

老朽化した施設の状態を把握し，保全対策
を行うことで施設の安全性と機能確保を図
ります。

管路施設耐震診断調査実
施率 ％ ○ 重要な管渠の耐震診断

調査を行った割合

防災拠点等に直結した管渠診断を行い，対
策を行うことで災害に強いまちづくりを目
指します。

達成目標
３

水洗化率（水洗化人口 /
処理区域内人口× 100） ％ ○ 下水道整備区域での下

水道接続割合

水洗化を進めることで清潔で快適な生活環
境を確保するとともに，公共用水域の水質
保全を図ります。

下水道使用料徴収率（徴
収額 /下水道使用料確定
額×100）

％ ○ 下水道使用料を徴収し
た割合

財源確保に努めることで，健全な下水道事
業運営を図ります。

4-7　身近な上水道. . . . . . .

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

水道水を安心して使用で
きると感じている市民（市
民意識調査）

％ ○ 市民意識調査による回
答の割合

水質基準に適合している水道水は，「安心し
て使用できる水道水である」と，より多く
の市民に受け入れられることを目指します。

有収率 ％ ○ 給水量に対する有収水
量の割合

有収率を上げること及びそれを維持するこ
とによって，効率的かつ安定的な事業経営
を担保します。

達成目標
１

水質検査箇所密度 箇所
/100㎢ ○

給水区域面積 100㎢
当たりの水質検査採水
箇所数

水質基準に適合し，安全かつ良質であるこ
とを確認することで，安全性の確保ととも
に安心して飲める水道水を安定的に供給し
ます。

水質基準不適合率 ％ ○
全検査回数に占める水
質基準不適合回数の割
合

水質基準に適合し，安全かつ良質であるこ
とを確認することで，安全性の確保ととも
に安心して飲める水道水を安定的に供給し
ます。

達成目標
２

配水施設（基幹配水池）
耐震化率 ％ ○

基幹配水池において耐
震対策済みの配水池容
量の割合

耐震化により，災害，特に地震発生時に基
幹配水池の損壊及び，被害の拡大を防ぎま
す。

配水施設（管路）耐震適
合率 ％ ○ 管路における耐震適合

管路の割合

耐震化により，災害，特に地震発生時に基
幹配水池の損壊及び，被害の拡大を防ぎま
す。

災害時応援協定締結団体
数（累計） 団体 ○

災害時における相互応
援協定等の締結団体数
の累計

災害時応援協定締結団体の増加・維持によ
り，地震，風水害その他による災害及び水
道施設の事故等の発生時において，水道
施設の早期復旧を迅速かつ円滑に遂行しま
す。

達成目標
３ 収納率（現年度） ％ ○ 当該年度（現年）の水

道料金収納率

水道事業を安定的に経営するために，事業
経営の根幹である水道料金収入を確保しま
す。
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4-9　消防体制の整備. . . . . . .

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標 人口 1万人当たりの出火
率 件 ○ 管内人口１万人当たり

の出火件数

火災出火率を全国平均以下にすることによ
り，管内住民が安全で安心して暮らせるま
ちづくりを目指します。

達成目標
１

消防施設設備の整備数（消
防組合）（笠岡市消防団） 棟 ○ 消防庁舎等の施設数 現有施設設備の維持管理を行い，持続可能

な消防体制の整備を目指します。
消防車両等の整備数（消
防組合）（笠岡市消防団） 台 ○ 消防車両等の整備数 現有消防車両等の維持管理を行い，持続可

能な消防体制の整備を目指します。

消防学校等派遣者数 人／年 ○
消防学校，救命研修所
及び各種研修機関等へ
の職員派遣数

高度で専門的な知識・技術を習得した人材
育成を行い，消防力の向上を図ります。

達成目標
２

消防団員数 人 ○ 消防団員数 消防団員数を定数まで引き上げ，人員確保
することで地域防災力を高めます。

女性消防団員数 人 ○ 女性消防団員数
女性消防団員数を増加させることで，火災予
防広報を推進し，災害発生時には女性ならで
はのきめ細かい被災者支援を目指します。

婦人防火クラブ数 クラブ ○ 自主防災組織等として
のクラブ数

クラブ数を確保するとともに，研修等に参
加していただいて防火意識の高揚を図り，
家庭からの火災減少を目指します。

幼年・少年消防クラブ数 クラブ ○ 自主防災組織等として
のクラブ数

幼少年期から防災意識の高揚を図るために結成を働
きかけ，未来を担う子どもたちの育成を目指します。

達成目標
３

住宅用火災警報器設置率 ％ ○ 住宅用火災警報器の設
置率

住宅用火災警報器の設置・維持管理を推進し，住
宅火災及び火災による死者の減少を目指します。

住宅防火診断 世帯／年 ○ 住宅防火診断世帯数 高齢者や要配慮者世帯を積極的に防火診断し，住
宅火災及び火災による死者の減少を目指します。

達成目標
４

防火対象物立入検査 棟／年 ○ 防火対象物立入検査棟
数

年間査察計画に基づいて立入検査を行い，
防火安全対策の徹底を図ります。

危険物施設立入検査 施設／年 ○ 危険物施設立入検査施
設数

年間査察計画に基づいて立入検査を行い，保安対策
等を確認し，危険物施設での事故防止を目指します。

重大違反防火対象物 棟 ○ 重大違反防火対象物棟
数

重大違反対象物を是正し，防火安全対策の
徹底を図ります。

保安・防火講習受講者数 人／年 ○ 保安・防火講習受講者
数

講習等（法定も含む）の受講により，保安・防火
意識の高揚を図り，安全対策の強化を目指します。

4-10　地域防災の推進. . . . . . .

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

防災士の人数 人 ○ 防災士資格取得者の数
地域における防災リーダーを増員し，地域
における防災意識の高揚と非常時における
統制・調整力の向上を目指します。

家庭で防災対策をしてい
る割合（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査による回

答
各家庭に応じた防災対策を施すことによ
り，災害時の被害軽減を目指します。

「自然災害への対策」の
満足度（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査での満足

度
満足度の把握・向上により，安心・安全に
暮らせるまちを目指します。

達成目標
１

食料の備蓄 食 ○ 非常食の備蓄数 非常食の備蓄数を増加し，災害発生時におけ
る被災者（市民）の安心，安全を確保します。

公共建築物の耐震化率 ％ ○ 公共建築物の耐震化の
割合

公共建築物の耐震化により，災害時におけ
る業務の継続を図るとともに，被災者（市
民）の安心，安全を確保します。

達成目標
２

防災士の人数 人 ○ 防災士資格取得者の数
地域における防災リーダーを増員し，地域
における防災意識の高揚と非常時における
統制・調整力の向上を目指します。

地域密着型訓練の参加者
数 人／年 ○

各地域における防災教
室・訓練の参加延べ人
数

各地域における防災教室や防災訓練の参加
者を増やすことにより，市民の防災意識高
揚と地域の防災力向上を目指します。

達成目標
３

海岸保全施設整備率 ％ ○
市管理海岸のうち，施
設が整備された海岸延
長の割合

海岸保全施設の整備を進めることで海岸背後
地を高潮から防護し，生命・財産の安全性を
確保するとともに住民の安心感を高めます。

海岸保全施設点検実施率 ％ ○

既設海岸保全施設のう
ち，.長寿命化に向けた
点検が完了した海岸保
全施設の割合

海岸保全施設の点検を実施し総合的な評価
を行うことにより，将来的に必要となる維
持管理及び更新費用の縮減と平準化を図り
ます。
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4-11　防犯・交通安全の環境づくり. . . . . . .

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

人口千人当たりの犯罪発
生件数 件／年 ○ 市内で発生した人口千

人当たりの犯罪件数
犯罪発生件数を減らし，安心して安全に暮
らせるまちを目指します。

人口１万人当たりの交通
事故 (人身 ) 発生件数 件／年 ○

市内で発生した人口
１万人当たりの交通事
故 (人身 ) 発生件数

人身事故発生件数を減らし，安心して安全
に暮らせるまちを目指します。

達成目標
１

防犯活動登録団体数 団体 ○ 市内の防犯活動登録団
体数

防犯活動登録団体数の増加により，犯罪発
生件数を減らし，安心して安全に暮らせる
まちを目指します。

笠岡市消費生活問題研究
協議会の会員数 人 ○ 笠岡市消費生活問題研

究協議会の会員数

会員数を増やすことにより，地域への声か
けを増やし，消費者被害を未然に防ぐ事を
目指します。

消費生活相談窓口の利用
件数 件／年 ○ 消費生活相談の利用件

数
市民が利用しやすい相談環境の維持によ
り，被害の未然防止を目指します。

法律相談窓口の利用件
数 件／年 ○ 法律相談の利用件数

市民が利用しやすい相談環境の維持によ
り，安心して安全に暮らせるまちを目指し
ます。

達成目標
２

交通安全教室実施回数 回／年 ○ 交通安全教室実施回数 啓発活動の継続により，交通事故件数の減
少を目指します。

高齢者の交通安全教室
参加人数 人／年 ○ 高齢者の交通安全教室

参加人数
啓発活動の継続により，高齢者の交通事故
件数の減少を目指します。

交通事故相談窓口の利
用件数 件／年 ○ 交通事故相談の利用件

数

市民が利用しやすい相談環境の維持によ
り，安心して安全に暮らせるまちを目指し
ます。

4-12　廃棄物・環境保全. . . . . . .

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標 処理施設へ搬入するごみ
の減量化率（2016 年比） ％ ○

2016 年度を 100 と
した時の各年のごみの
量

ごみの適正処理及び減量化・資源化を通じ
て，循環型社会の形成を図ります。

達成目標
１

ごみのリサイクル率 ％ ○ 排出されたごみのうち
再資源化された割合

ごみの適正処理及び減量化・資源化を通じ
て，循環型社会の形成を図ります。

ごみの減量化・資源化に
取り組んでいる市民の割
合（市民意識調査）

％ ○ 市民意識調査による回
答

ごみの適正処理及び減量化・資源化を通じ
て，循環型社会の形成を図ります。

達成目標
２

住宅用太陽光発電システ
ム等設置費補助金交付件
数

件／年 ○
補助制度を利用して太
陽光発電システム等を
設置した数

温室効果ガスの排出量を削減し，地球温暖
化を防止します。

達成目標
３

海域の環境基準達成率 ％ ○ 笠岡海域において環境
基準を達成した割合

自然景観や多様な生物，賑わいなどに配慮
し，地域の状況や特性に応じた豊かな海づ
くりを推進します。

自然環境学習会の参加
者数 人／年 ○ 自然環境学習会に参加

した人数
参加者数を維持し，地域や学校における環
境学習と環境問題への取組を推進します。

第５章　計画推進戦略       
5-1　情報・プロモーションの推進. . . . . . .

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標 公式ウェブサイトアクセ
ス数（１箇月当たり平均） 件／月 ○ 笠岡市公式ウェブサイ

トにアクセスした件数

公式ウェブサイトアクセス数の増加ととも
に，SNSなどと連動して情報発信を行うこ
とで，市の魅力向上を図ります。

達成目標
１

オープンデータの公開件
数 件 ○ オープンデータの公開

件数

再利用可能な公共データを公開すること
で，誰もがデータを自由に分析・活用でき
る環境を目指します。

達成目標
２

Wi-Fi スポットの整備箇
所数 箇所 ○ Wi-Fi スポットの整備

箇所数

公衆無線 LAN設備を整備することで，誰
もがインターネット通信を手軽に利用でき
る環境を目指します。

達成目標
３

市職員のセキュリティ研
修終了率 ％ ○ 市職員のセキュリティ

研修における終了率

研修終了率の向上により，市職員のセキュ
リティスキル及び意識の向上によるセキュ
リティレベルの向上を目指します。
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5-2　健全な財政運営

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

実質公債費比率 ％ ○ 財政規模に対する公債費等の
返済額の占める割合（３年平均）

公債費等の返済による市財政の圧迫を防
ぎ，安定した財政運営を継続します。

将来負担比率 ％ ○ 財政規模に対する将来負担すべ
き実質的な負債の占める割合

将来負担すべき実質的な負債による市財政の
圧迫を防ぎ，安定した財政運営を継続します。

経常収支比率 ％ ○ 経常的な一般財源に対す
る経常経費が占める割合

財政構造の硬直化を抑制し，財政規模に見
合った財政運営を行います。

達成目標
１

普通会計建設地方債残高 億円 ○ 建設事業に伴う一般会
計等の借金残高

借金返済による市財政の圧迫を防ぎ，安定
した財政運営を継続します。

市全体の建設地方債残高 億円 ○ 特別会計等も含めた市
全体の借金残高

借金返済による市財政の圧迫を防ぎ，安定
した財政運営を継続します。

達成目標
２

財政調整基金残高 億円 ○ 税収減や災害等の不測の支出
増加に対処するための基金残高

不測の事態にも対応できる安定した財政基
盤を確立します。

公共施設整備費引当基金
残高 億円 ○ 公共施設の整備に備え

た基金残高
今後増加が見込まれる公共施設の更新や長寿命化事
業等の財政需要に対応できる基金残高を確保します。

達成目標
３

事業の廃止・縮小による
効果額 百万円 ○ 事業廃止・縮減による

事業費の減額
一般財源が縮小傾向にある中でも，選択と集中による施策展開
で事業費を減額し，効率的かつ効果的なまちづくりを目指します。

経常経費充当一般財源額
（退職手当除く） 億円 ○ 経常経費（人件費〔退職手当を除く〕，公債

費，扶助費等）に充てられる一般財源額
一般財源が減少傾向にある中，経常的な経費
の増大を防ぎ，財政の硬直化を抑制します。

5-4　計画管理

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

施策評価の総合評価がＡ（計画
どおり進行している）の施策数 施策 ○ 施策評価において，総合評

価がAとなった施策の数
多くの施策がA 評価となることにより，総
合計画の順調な進行を目指します。

「市民の意見や提案が市政に反映されてい
る」と感じている市民の割合（市民意識調査） ％ ○ 市民意識調査による回

答
市民から寄せられた意見や提案等の市民ニーズに的確
に応える，市民満足度の高い市政運営を目指します。

行財政改革年間効果額 億円 ○ 行政改革大綱で掲げている取組
を実施することで得られる効果額

行政改革大綱で掲げる取組の効果額を維持
し，より健全な行財政運営を目指します。

達成目標
１

ハコモノ施設総量の増減 ㎡ ○ ハコモノ施設延べ床面
積の増減

財政状況や人口減少に応じて施設総量を縮
減し，安定した財政運営を目指します。

階層別必須研修の実施種
類 種類 ○ 階層別必須研修の実施

種類
それぞれの階層において必要な能力を身に
付け，組織全体の底上げを目指します。

5-3　財源の確保

指標名 単　位 目指す方向性 指標・目標値の説明 指標を達成することによってどういう状況
を目指しているか増加 維持 減少

総合指標

自主財源の確保 百万円 ○ 各種取組により確保し
た自主財源の額

一般財源が減少傾向にある中でも，新たな財源を
確保することで，安定した財政運営を継続します。

市県民税等の未申告件数 件／年 ○ 市県民税等の未申告
件数

未申告を解消することで，市税の賦課漏れ
を防止し，公正な課税を目指します。

市税収納率（国保税除く） ％ ○ 国保税を除く市税の収納率
（現年分と滞納繰越分の合計）

滞納者に納付を促し，場合によっては滞納処分す
ることで，さらなる自主財源の確保を目指します。

債権未収金額 百万円 ○ 市の公債権・私債権の滞納
繰越分の合計（年度末時点）

全庁的な債権管理を進めることで，財源確
保を目指します。

達成目標
１

新たな財源の確保 百万円 ○ クラウドファンディングや国庫補助金，
使用料の見直し等による収入の増

市税，地方交付税等の一般財源が減少傾向にある中，新たな
財源を確保することで，新たな施策の積極的な展開を進めます。

土地売払収入 百万円 ○ 土地売払収入額 市の公有財産として保有する必要性のない財産につい
ては，積極的に売却処分を進め，財源の確保に努めます。

土地建物貸付収入 百万円 ○ 土地建物貸付収入額 未利用財産の有効活用に努め，財源の確保に努めます。
ふるさと笠岡思民寄附件数 件／年 ○ ふるさと笠岡思民寄附件数 全庁的にふるさと納税事業を進めることで，財源確保を目指します。
ふるさと笠岡思民寄附金額 百万円 ○ ふるさと笠岡思民寄附金額 全庁的にふるさと納税事業を進めることで，財源確保を目指します。

達成目標
２

市県民税等の未申告件数 件／年 ○ 市県民税等の未申告
件数

未申告を解消することで，市税の賦課漏れ
を防止し，公正な課税を目指します。

償却資産（固定資産税）
の未申告件数 件／年 ○ 償却資産申告書を送付し

たが申告がなかった件数
適切な申告を求め，固定資産税収の増加を
目指します。

市税収納率（国民健康保
険税除く） ％ ○ 国保税を除く市税の収納率

（現年分と滞納繰越分の合計）
滞納者に納付を促し，場合によっては滞納処分す
ることで，更なる自主財源の確保を目指します。

国民健康保険税収納率 ％ ○ 国保税の収納率（現年
分と滞納繰越分の合計）

滞納者に納付を促し，場合によっては滞納処分することで，
国民健康保険を安定運営するための財源確保を目指します。

達成目標
３ 債権未収金額 百万円 ○ 市の公債権・私債権の滞納

繰越分の合計（年度末時点）
全庁的な債権管理を進めることで，財源確
保を目指します。
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４　　笠岡市総合計画審議会委員名簿

氏　名 団体・役職等

会　長　　小林　正和 福山大学教授

副会長　　大嶋　元義 笠岡市行政協力委員長協議会　会長

委　員　　淺野　ツヤ子 笠岡市愛育委員協議会　会長

委　員　　遠藤　保広 笠岡信用組合本店　営業部長

委　員　　大山　美智子 笠岡市社会教育委員会　委員長

委　員　　藏本　隆文 笠岡市議会議員

委　員　　齋藤　永美子 公募

委　員　　齋藤　一信 笠岡市議会議員

委　員　　谷川　篤司 弁護士

委　員　　玉置　裕美 笠岡市若者会議

委　員　　鳴本　哲矢 笠岡商工会議所　会頭

委　員　　西村　輝子 笠岡商工会議所　女性会　会長

委　員　　野本　明成 就実大学教授

委　員　　長谷川　絢の 笠岡市創生総合戦略懇談会　委員

委　員　　原田　啓子 笠岡市民生委員児童委員協議会

委　員　　東山　琴子 かさおか母親クラブ協議会　会長

委　員　　水野　善允 北木島まちづくり協議会　会長

委　員　　三谷　信恵 笠岡市教育委員会　教育委員
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平成 29 年 11 月９日　　

笠岡市長　小林　嘉文　　様

笠岡市総合計画審議会
会長　小　林　正　和　　　　　

第７次笠岡市総合計画（案）について（答申）

　平成 28 年９月 26 日付けで本審議会に諮問された「第７次笠岡市総合計画（案）」に
ついて，別冊のとおり答申します。
　基本構想・基本計画の実現に向けて，市民が満足感を実感できる，市民主役のまちづ
くりを進められることを希望します。

５　　諮問書・答申書

諮問書　写

答申書　写

平成 28 年９月 26 日　　

笠岡市総合計画審議会　会長　殿

笠岡市長　小　林　嘉　文　　　　　

第７次笠岡市総合計画について（諮問）

　笠岡市総合計画審議会条例（昭和 44 年３月 15 日条例第４号）第２条の規定により，　
「第７次笠岡市総合計画」の策定について貴会の意見を求めます。
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